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阪神 ・淡路爽震災 と

は じめに

東京都立大学都市研究所 ・
大学院都市科学研究科

教授 中林 一樹

阪神 ・淡路大震災から、15ヵ月になろうとしてい

る。多大な犠牲の上に、さまざまな教訓が もたらさ

れ、全国の自治体で地域防災計画の見直 しが行われ

ている。見直しの主眼は、各々の地域の特性 を反映

したものとなっているが、自治体の初動体制に関わ

る職員参集問題 と情報収集 ・伝達問題は大都市を中

心に共通する検討課題の一つであった。確かに、情

報は最も基本である。情報なくしては何 もで きない。

災害は時間とともに空間的に展開する時空間現象で

あるから、災害対応や防止のために必要となる情報

も、時間的空間的に変質する。以下では、阪神 ・淡

路大震災における様々な災害対応にどのような情報

が有用であったかという視点から、災害対応 と防災

のための4つ の情報システムの意味について考えて

みよう。

行政の初動の遅れと被害情報

初動期の対応が最も必要な被災自治体は、同時に

最も被害を受けている被災地である、という基本的

な問題がある。被害が大 きいほど、十分な初動体制

が要求 され、多様な情報が必要 となるのであるが、

現実には初動体制に遅れが出がちであ り、情報収集

も困難となる。

阪神 ・淡路大震災では、被災地神戸では、結局そ

の日のうちに参集 した職員は40%で あったといわれ

ているし、初動期の極めて限られた人員によって、

どのような事態が発生 しているのかを捕捉する情報

を収集することはで きなかった。初動期、むしろ大

阪をはじめ東京など非被災地の方が、神戸や芦屋、

西宮などの被災地よりも、マスコミとくにテレビを

通 して災害の現状を自分の目でみることが出来てい

たのかも知れない。

何 をもって大災害 と認識 し、対策本部 を設置 し、

応援要請 をし、被災者への対応 を展開 していくのか。

従来、その災害による被害規模によって災害規模 と

す るので、阪神 ・淡路大震災でも、「何人死んだか」

「何棟壊れたか」という被害報告を、中央政府 も、自

治体 も要求 していたのではないか。 しかし、定量的

被害情報が、瞬時に捕捉 されるわけがないのである

から、被災地の状況から「災害規模」を読み取 り、初

動対応を先取 り的に進めることが求められているの

である。

どのように情報技術が発達 しても、被害の定量把

握には時間がかかる。高所カメラなどを通 しての映

像からの被害状況の読み取 りには、専門的 「目」が

必要である。将来的には、東京消防庁などが先行的

に試みている、発震直後の 「即時被害想定システム」

など、初動期に不足する情報を補完する工夫が整備

されてい くであろうが、同時に、限られた情報から

事態を読み取 り、先取 り的に災害対応 をしていくに

は、「専門家」としての防災職員を確保できる人事の

あり方が重要である。

災害直後の救出救助に活躍 した消防団 ・近隣集団 と

地縁的情報

被災地の全貌がどうなっているかとは別に、被災

した各地では、20秒 足らずの揺れで、瞬時に破壊さ

れた家屋から脱出 した人々が、プ?パ ンガスの元栓

締めや消火などの危険回避 とともに、家族や近隣の

人々の安否を確認 し、倒壊家屋に生 き埋めになって

いる被災者の救出救助活動をしていった。被災直後、

人々は助け合った。被災者の一番近 くにいたのは近

隣の人々であった。最 も多 くの人々を助け出 したの

も、地域の人々であった。

淡路島北淡町では、直後の災害対応活動に消防団

が活躍 したことは、よく知 られている。現代の大都

市 を襲った阪神 ・淡路大震災であるが、震源に近い

北淡町では、旧来の農漁村的地域社会の中での地縁
ら

的関係の中で、個別情報が地域で共有化 されていた
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のである。その結果、生 き埋め者の救出救助にも、無

駄なく作業が出来、効率よく被災者の救済が行われ

た。「何処のおじいさんは、どの部屋でどちらを向い

て寝ている」といったプライバシーにも関わる情報

が、この大震災では、救助活動を促進させたのであ

る。

神戸市長田区の真野地区は、神戸の典型的なイン

ナーシティで、老朽長屋 と工場が混在 した、高齢化

の進展 した地区である。高度経済成長期の公害反対

運動に始 まった環境改善活動は、30年 来の住民主

体のまちづ くりとして、全国のまちづ くりのモデル

であった。まちづ くりを通 して整備 されて きた工場

跡地の公園化や地区幹線街路の拡幅歩道整備、長屋

の共同建て替えといった物的な環境整備が震災時に

防災効果が高かった以上に、まちづ くり運動を通 し

て形成・維持されてきた地域の人々のネットワーク

は、地域の独居老人の情報を地域で共有化 していた

ので、炊出 しや救援物資などのサービスも住民に

よって隅々まで行 き渡 らせ ることが出来たのであ

る。

この二つの事例は、直後の災害対応には、地域の

人々にどれだけ地域の情報が共有化されているかが

重要であることを示 している。

被災者対応 ・復旧期の個別情報システムとしてパソ

コンネッ トワーク

災害の直後対応が終る頃か ら、安否情報 を含め

て、避難所や支援活動、物資配給や給水支援、その

他様 々な情報が被災者の生活支援のために必要に

なってい く。被災者という多様な属性 ・状況の人々

に、多様 な情報を同報的に供給 し、需要者は自分の

必要に応 じて多様な情報から必要な情報を、必要な

ときに取 り出す。逆に、あらゆる情報を、随時提供

してい く。こうしたパーソナルな情報か ら公的情報

までを、公平に、いつでもや り取 りで きることが、

パソコンネットワークによって可能 になった。阪

神 ・淡路大震災が、わが国の災害の申で歴史的であ

るのは、その被害の悲惨 さのみな らず、パソコン

ネットワークや市民ボランティアに代表される新 し

い災害対応のスタイルを俸'り趨七 だこ起であろうら

伊勢湾台風(1959)が 災螂 蟻藁葺継 を作 り出も☆

ように、麟 ・演歌 蹴 鱒 は 新い・都越

災害における災害対応のあり方を抜本的に変えて し

まう可能性 を示 した。地域 をはるかに超えた広域的

空間における情報支援や人的支援のあ り方 を、災

害対策 に組み込むべ き課題 として示 されたのであ

る。

期待 されるGlS

1994年1月17日 、阪神 ・淡路大震災のちょうど

1年 前に、ロサ ンゼルス郊外住宅地の直下でノース

リッジ地震が発生 した。地震後の現地調査で最 も印

象的であったことの一つが、災害GIS(地 理情報

システム)で あった。とくに、建物被災度判定結果

がその日のうちに入力され、毎 日新 しい 「建物被災

度別被害分布図」が提供されることであった。その

時、残念ながらわが国では、災害GISは 、ほとん

ど整備 されていなかった。都市施設管理や都市計画

的情報処理にようや くGISが 活用され出 したとこ

ろであったといって も過言ではなかろう。災害GI

Sで は、東京消防庁の即時被害想定システムや延焼

危険予測システムなどが先端 を歩んでいたのであ

る。

阪神 ・淡路大震災では、災害の進行 に併せて、

GISが 飛躍的に発展 しつつある。京都大学防災研

究所や奈良大学を中心 とする行政支援型GISの 開

発や、建設省建築研究所 を中心 とする被害情報の

GIS化 など、多様な試みがなされ、また建設省を

中心にGIS研 究会が進められている。

事前の防災まちづ くり・災害予防対策の推進から、

災害後の即時被害想定、応急被災度などの被害情報

の整理、ガレキ処理などの対策遂行の支援、避難所

管理や応急仮設住宅計画、市街地の復旧 ・復興計画

の立案か ら業務遂行 まで、あらゆる場面での情報シ

ステムとして、GISは 大きく期待 される災害情報

システムのひとつなのである。

おわりに

情報化が進展すればするほど・フェイス ・トウ'

フェイスの情報の価値 も高まる、という考え方があ

る。高度経済成長期 に生 まれ育った日本人は・赤

チ葺ウチン世代とは異なり、フェイス ・トゥ ・フェ

イスの情報纏価値を見いださない、という意見も聞

く硫パ∨選をネヅトで成長する世代は、文字画面で

、、.謡 講 熟 蕊 ぷひ 醸・

、∫主 ㌧ ・ ・ 預 豊熟 ミー・ 亨∵;∴ 、

賦鶏1濾 藷瀬 無 難 函;鍮撫 ≧
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しか会話が出来な くなっている とい う話 も嘘 のよ う

には聞 こえない。阪神 ・淡路大震 災は、ま さにこの

ような情 報化時代 の曲が り角 の時期 に発生 した都市

型災害で あった。

そ の教 訓 として、4つ の情 報 につ いてみ て きた

が 、第二 に述べ た 「地縁的情 報」の災害活動 にお け

る重 要性 は、来世紀 にお いて も、変 わ らないであ ろ

う。反面、情 報 システム は格段 に発展 し、安 価 に、

誰 で も簡単 に利用で きる時代はそ う遠 くない時期 に

実 現す るので はないか。災害情 報 と しては、高度情

報 技術 の活用 とと もに、ヒューマ ンリレー シ ョンを

基盤 とす る地縁的情報の活用で きる地域社 会づ くり

(コ ミュニ テ ィの形成)の 重要性 を強調 してお きた

いo

、
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髄 離 秦豪 輪 軸8年 度融 化関連施策

通商産業省機械情報産業局

電 子 政 策 課

1.我 が国における 「悪循環」

先進的な電子情報技術を経済活動全般で活用する

ことは、企業活動 ・組織の効率化 ・合理化、企業間

取引や流通の透明性の向上等をもたらす産業 ・経済

構造の鍵であり、通産省 として も1960年 代か ら情報

化の推進に取 り組んできたところである。

しかし、バブル崩壊後の我が国においては、景気

の後退から情報化投資が低迷 し、これが電子情報産

業を停滞させるとともに、経済全体の構造改革の遅

れの原因ともなり、結果として一層の景気後退をも

たらす とい う、「悪循環」に陥って しまった。

これに対 し、米国においては、1980年 代末か ら

1990年代前半にかけての景気後退期においても情報

化投資は大 きく拡大 し、これによる市場の拡大が米

国電子情報産業の一層の発展をもたらすとともに、

経済の活性化や国際競争力の強化に繋が り、新たな

成長の基盤 となるという 「好循環」が見 られた。

その結果、我が国の情報化投資は米国をはじめと

する諸外国に比べ大きく立ち遅れてしまっている。

また、我が国の電子情報産業の停滞がみ られたこ

の時期は、ダウンサイジング化、オープン化等電子

情報技術の大変革期であったが、これら新たな技術

の展開や新たな商品開発、市場ニーズの変化への対

応が遅れたことは、現在の我が国の電子情報産業の

遅れを助長するものとなった。

こうして、我が国の情報化は、量的のみならず、質

的にも大 きく立ち遅れるところとな り、公的分野、

産業分野等、各分野における情報化の推進が一層重

要 となっている。

2.政 府全体 としての情報化への取 り組み

政府全体 としても、高度情報通信社会の構築に向

けて、総合的に施策を推進す ることの必要性が認識

され、6年8月 に内閣に 「高度情報通信社会推進本

部」(本 部長:内 閣総理大臣、副本部長:通 産大臣、

郵政大臣)が 設置 され、7年2月 に 「高度情報通信

社会推進に向けた基本方針」を策定 した。

その後、8月 には関係各省庁 により公共6分 野

(教育、研究、保険 ・医療 ・福祉、道路 ・交通、気象 ・

公共輸送、防災等)の 「実施指針」が策定され、こ

れに基づき各省庁に於いて施策の展開が図 られてい

るところである。

また、同月には同本部に「制度見直 し作業部会」が

設置 され、情報化を妨げているような制度の見直 し

を検討 してお り、本年5～6月 頃をめどに報告のと

りまとめがなされることとなっている。

3.情 報化 への国際協 力

また、国際社会の動 きと しては、95年2月 に初め

てG7情 報社会 に関す る閣僚 会議が ブラッセルで 開

催 され、さらに5月 にはAPEC情 報通信 産業大 臣

会合が ソウルで開かれ るな ど、情報化に向 けた各国

間での政策協力 が本格化 してい る。我が国 として も、

G7の11の 共同 プロジ ェク トの推進等 において、積

極的 に参加 している ところである(グ ローバ ルイン

ベ ン トリー、電子 図書館 、中小企業のためのグロー

バ ルマーケ ッ ト等 のプロジェク トについて は、日本

が幹事国 となってい る。)

さらに、本年5月13～15日 には南 アフリカで第2

回の情報社会に関す る閣僚 会合が開催 されることと

な っている。

4.取 り組むべき施策の方向性

こうした現在の悪循環、閉塞感から脱 し、国際的
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寄稿'織

協調 を図 りつつ、我が国が21世 紀 においてもリー ド

カントリーの一つ として持続的な成長を確保するた

めには、情報技術の力 を駆使 して日本経済の構造改

革を推進 し、現在失われている産業のダイナミズム

を回復することが必須課題である。

そのために講ずるべ き施策は、以下のようにまと

められる。

(1)産 業分野の情報化

産業界が戦略的情報化投資 を拡大する上で不

可欠な基礎的技術開発と、相互運用性の確保のた

めの基盤作 り、さらにその実証実験を推進する。

○エ レクトロニック ・コマースの推進

・情報ネットワークを活用 した簡易、安全か

つ低価格の消費者一企業間の商取引の推進

・企業間の様々な経済活動への電子情報技術の

導入による幅広い業種における情報化の推進

(2)公 的分野の情報化

国自らが事業主体である分野において、遅れ

ている情報化 を先導的に推進することにより、

行政側の情報化投資を拡大するとともに、これ

に関連する民間分野の情報化投資を刺激する。

(3)ソ フトウェア開発支援、ベンチャー支援

電子情報技術の開発に必要なソフ トウェアの開

発が遅れている我が国の技術水準を高度化するた

めの呼び水 としての支援を行うことにより、あら

ゆる分野でのソフ トウェアの拡大を刺激する。

(4)電 子情報技術開発の推進

急展開する電子情報関連技術 に関し、超先端

分野について国自らがその開発リスクを負担 し、

21世 紀の高度情報化社会実現の基礎 となる技術

フロンティアを開拓する。

(5)高 度情報化に向けた環境整備

高度情報化に向けた官民の努力の成果を最大

限に発揮 しうるために障害 となる諸制度の見直

し、セキュリティ、プライバシー対策等に早急に

取 り組む。

平成8年 度情報関連施策の重点

予算等の金額は平成8年 度予算額。()内 は平成7年 度金額。

1 産業分野等民間分野の情報化の推進

情報通信技術の急速な進歩の中で、情報化 により、

非定型的な知的活動の生産性の向上が可能となって

いることを踏まえ、産業全体に係る情報化について

積極的な施策を展開する。

また、民間の情報化を促進するため、コンピュー

タセキュリティー対策、プライバシー対策などの環

境整備 を引き続 き推進する。

1-1 産業分野の情報化

1-1-1エ レク トロニック・コマース(EC)の 推進

①企業 一消費者間のEC推 進

企業 コ ンソー シアム等 を公募(231件 、3,000億

円程度の 申請)し 、19プ ロジェ ク トを選定。

本 プロジ ェ ク トで は、 エ レク トロニ ック ・コ

マ ースの共通 基盤技術(暗 号 ・認証技術 をは じめ

とす るセキュ リテ ィ技術 、ICカ ー ドに関する技

術)の 開発 を行 うとともに、消費 者 も参加 で きる

複数のテス トベ ッ ドに よる実証実験 を実施。

【平成7年 度 第1次 補正】100億 円

②企業 間の高度電子商取引(EC)推 進

企 業 間取引 につ いて ば、 マ ルチ メデ ィア化 と

オープン化の2つ の方向へ の発展 を促進す るため

に、業種毎の ニーズに基づ き、文書情報や設計 図

等の画像情報 のデジ タル化の標準 化、それ を基 に

したネ ッ トワー ク上 での共 同設計 開発等 の実証 プ

ロジェク トや、インター ネッ トやパ ソコン通信 を

使 った中小 ・中堅企業 を含めた広範 な企業 間での

受発 注 ・物流情報 の実証 プロジェク トを推進。

【平 成7年 度 第2次 補正】＼217.5億 円
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③制度的課題への対応

電子商取引に係る制度的課題(プ ライバシー、

電子データの証拠能力等)に ついては、現在、商

務流通審議官と機械情報産業局長の私的研究会で

ある 「電子商取引環境整備研究会」で検討中。さ

らに、実証実験において、技術的課題の解決 と同

時にこれらの制度的課題の解決の方向を示す。

1-1-2生 産 ・調 達 ・運用支援統合情報 システ

ムの開発

開発 ・設計 か ら調達 、保守 ・運用の各段 階におけ る

全ての関連主体が、全てのデジ タル化 された関連情

報 を、特定 の機器、システムの制約 を受 ける ことな く

自由にや りとりし、リアルタイムに情報 を共有 ・活用

す る こ とがで きるオー プ ンなネ ッ トワー クで ある

「生産 ・調達 ・運用支援統合情報 システム(CALS:

C。。tin。。u、AeqUi、iti・n・ndlif・・CyCl・SupP・rt)」を

新 しい社会 インフラとして普 及、導入す るこ とによ

り、企業 のリエ ンジニアリングや オープ ンかつ機動

的 な企業間連携 を可能 とす る環境 を実現 し、産業全

体 の生産性や経済全体の効 率性 の向上 を図る必要が

ある。このような観点か ら、本 システムの産業界へ の

導入促進のため、調査研究及び実証実験 を行 う。

【予 算 】

○生産 ・調達 ・運用支援統合情報 システ ムの調査

研究開発817.0百 万円(417.8百 万 円)

1-1-3簡 易操作型電子設計 ・生産支援 システ

ムに関する研究開発

中国及びアセアン諸国は、組立型の製造業 を中心

とした経済発展を遂げてきたが、これ ら組立型製造

業に部品等を供給する裾野産業(サ ポーティングイ

ンダス トリー)の 育成ならびに強化を支援すること

が急務 となっている。

このため、サポーティングインダストリーの高度情報化

を促進する現地の実情に応 じた簡易操作型の電子的

設計 ・生産支援システムの研究開発を、中国、タイ、イン

ドネシア、マレーシア、シンガポールと協力して実施する。

【予 算】

○簡易操作型電子設計 ・生産支援システムの開発

に関する研究協力 ・ ・

(ODA)290「 百万円 く290百万円)

1-1--4電 子取 引(EDl)の 普及促進

産業の情報化 を推進 し、高度情報化社会 を形成 し

てい くうえで、オープ ンな企業 間 ネッ トワー クの発

展が不 可欠で ある。特 にEDI(電 子デ ー タ交換)

は今後 の企業 間取引 の主流 になる もので あるが 、現

在、国内取引 におけ る金融 ネ ッ トワー クや国際取引

にお け る海外 のEDIネ ッ トワー ク等 、他 ネ ッ ト

ワークとの連動が図 られてい ないな ど、EDIの 効

率性 に も限界が きてい る。

このため、平成8年 度 においては金融 ネ ッ トワー

ク及び海外の ネッ トワー クと連動 したEDIシ ステ

ムの調査研究 開発 を実施す る。

【予 算】

OEDIに 関す る調査研究

92.1百 万 円(95.2百 万 円)

【財 投】

○標準 ビジネスプロ トコル対応情報 処理 システム

[開銀融資]

情報 ・通信基盤整備枠2,080億 円の内数

(同2,450億 円の内数)

方開発枠1,800億 円の内数

(同2,110億 円の内数)

[北東公庫融資]

585億 円の内数(690億 円の内数)

1-1--5コ ンピュータ ・レンタルによる民間の

情報化投資の促進

民間の情報化投資 を促進するため、コンピュー

タ ・レンタル事業 に対 して、税制措置や低利融資措

置を実施する。

【財 投】

○電子計算機普及促進

[開銀融資]

情報 ・通信基盤整備枠2,080億 円の内数

(同2,450億 円の内数)

1--2 相互運用性の確保

情報技術の発達に伴い、今後、マルチメディア情

報処理や大規模分散処理等を高速に行うコンピュー

タネットワーク構築への取 り組みが世界的規模で開
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寄宮 ・繊

始 されてお り、ネットワーク環境における情報機器

の相互運用性 を確保することは、従前にも増 して高

度情報化社会を構築する上での重要な要素 となる。

しか しながら、技術革新の著 しい情報分野において

は、公的標準 よりも技術的に進んだ仕様が、市場にお

いて支配的な仕様 となるような状況が生 じている。例

えば、国際標準であるOSIに ついてはパソコン等の

小型コンピュータに十分に対応できていないことが

指摘されている一方、現在普及 している事実上の標準

についても接続ア ドレスの不足やセキュリティの問

題等が指摘 されている。このため、産業構造審議会情

報産業部会に「相互運用性に関する小委員会」を設置

し、平成7年6月 に報告書をとりまとめた。

現在、同小委員会の下にワーキンググループを設置

し、これらの課題につきフォローアップを行っている。

1-2-1情 報機器等相互運用性の確保

情報ネットワーク化の推進による事業の合理化、

効率化 を推進するため、情報機器等の相互運用性の

確立を総合的に推進する。

【予 算】

○次世代型相互運用ネットワークシステムの調査

研究27.7百 万円(27.7百 万円)

セキュ リティ ・プ ライバ シー対策

明らかにしたところである。

①ハッカー ・コンピュータウイルス対策の在 り方

②暗号 ・認証問題についての対応

③ プライバシー保護対策の在 り方

④電子計算機システム安全対策基準の見直 し

⑤セキュリテ ィ評価基準の在 り方

以上を受けて、5つ の論点について、中間とり

まとめにおいて述べ られた対応の方向性 を踏 まえっ

つ、今後講 じるべ き具体的な施策の検討を行い、平

成7年7月 最終報告 をとりまとめた。

1-3

情報システムの普及、ネッ トワーク環境の広が り

等により、今後、ネッ トワーク上 において、物やサー

ビスの売買 といった経済活動、企業や個人間のデー

タ交換等が行われることが期待されるが、このよう

な行為が実現するためには、情報が漏洩 した り改 ざ

んされたりしないという、ネットワークのセキュリ

ティが確保されなければならない。

かかる状況の下、「セキュリティ・プライバシー問

題検討委員会」(通産省機械情報産業局長の私的懇談

会)が 平成7年1月 にとりまとめた 「中間とりまと

め」においては、従来講 じられてきたセキュリティ・

プライバシー施策の見直 しや新たな施策への取 り組

みを早急 に開始することが必要となっているとの認

識の下に、具体的に以下の事項について検討を行 う

ことが肝要であるとし、その対応の方向性について

1-3-1情 報 システムの信頼性 ・安全性の向上

情報 システムの信頼性及び安全性 を確保 するため、

コンピュー タウイルスを解析するための技術 開発等

を推進 す るとともに、セキュ リテ ィ対策 の投資促進

を行 うための支援等 を行 う。

【予 算 】

○ ウイルス解析 支援 ソフ トウェア研 究 開発等 セ

キュ リテ ィ対策 の推進

情報処理振興事業協会予算の うち

100.0百 万円(100.0百 万円)

○ 開放型基盤 ソフ トウェア研究 開発評価等事業の

うち ウイルス対策システム(イ ンテグリテ ィ法)

研究 開発34.4百 万 円(34.4百 万 円)

○情報処理サ ービス業の安全対 策等 の促進

9.2百 万 円(9.2百 万円)

【財 投】

○情報処理安全対 策整備促進

[開銀融資]

情 報 ・通信基盤整備枠2,080億 円の内数

(同2.450億 円の内数)

地 方開発枠1,800億 円の内数

(同2,110億 円の内数)

[北東公庫融資]'

585億 円の内数(690億 円の内数)

1--4 知的財産権問題について
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1-4-1ソ フ トウェアの違 法 コピーの防止に向

けた啓蒙

ソフ トウェアは、複製 しで も劣化 しない とい うデ



ジ タルの特性 か ら、エ ン ドユ ーザ ーに よ り違 法 コ

ピーが行 われ る こ とが 問題 となってい る。 ソフ ト

ウェア開発意欲 を促進 し、良質な ソフ トウ ェアの供

給 を促 進 させ るためには、厳格 な著作権法の執行 と

同時 に、ユ ーザ全般 の意欲 の向上 や社員等 に よる違

法 コピー を防止す るための企業等の ソフ トウェアの

適正 な管理が必要 であ り、このため、市場の健 全な

発展 を図る等の観点か ら、業界団体等 を通 じ、ユー

ザ に対 する普 及啓蒙 に努め てい る。また、企業等 の

機関ユ ーザが 自ら違法 コピーの防止に取 り組 む際の

指針 となるソフ トウェアの管理方法 についてのガイ

ドラインを策定 し、公表 を行 った。

1-4-2デ ジタル化 ・ネットワーク化に適合 し

た知的財産権制度の見直 し

近年、デジタル化、ネットワーク化という新たな技術

環境が出現 しつつあるのに対 し、ソフトウェアの素材

となる著作物権利処理のルール、ソフトウェアを送信す

る際の権利関係等が十分整理されていないなど、著

作権法等の現行知的財産権制度は必ず しも新たな環

境に適合できるものとなっておらず、ソフトウェア開

発のインセンティブやソフトウェアの円滑な利用が損な

われれているのではないかとの指摘がなされている。

このため平成6年 秋以降、産業構造審議会におい

て、新たな技術環境に適合 した知的財産権制度のあ

り方を検討 しているほか、平成7年12月 には、ソフ

トウェア産業等11の 民間団体等の合同検討委員会

が、本問題を検討するにあたっての考え方の整理を

行 った報告書をとりまとめた。.

1-5 震災復興対策(平 成7年 度補正)

※第1次 補正

1-5-1情 報 システム災害対策基盤整備の調査

阪神 ・淡路大震災の被災地区における情報システ

ムの被害状況等の調査(実 地検査、アンケー ト、ヒ

アリング)と 、耐災害性の高い情報システムの実現

方策についての検討 を行 う。

【予 算】

○都市型情報システム災害対策基盤整備調査

0.5億 円

1-5-2デ ィジタル ・ク リエー ト工房の整備

個別 に十分 な設備 を有 してい ない印刷 、出版等 の

各 企業 に、デ ィジ タル技術 を利用 した共 同で利用で

きるデ ィジタル ・ク リエ ー ト工房 を整備 し、民 間企

業 の起業 家精神 を活用 した産業復 興の支援 を行 う。

【予 算 】

○映像情報 産業 共同利用設備整備事業

1.7億 円

1-5-3災 害対応総合情報ネッ トワークシステ

ムの開発

最新の情報技術の活用によって、防災対応の情報

ネットワークシステムを構築する自治体モデル事業。

具体的には、行政主体が的確な行政対応を行うこと

を支援するとともに、住民に対する情報の伝達をス

ムーズに行えるようなシステムの構築や、ICカ ー

ド等を活用し、住民、特に高齢者や病人、障害者等

の弱者が緊急事態発生時においてきめ細かなサービ

スを受けられるようなシステムの構築を目指す。

【予 算】

○災害対応総合情報ネットワークシステム開発モ

デル事業65億 円

※第2次 補正

1-5-4震 災地区産業高度化システム開発実証

事業

高度な情報技術を用いて震災地域の力強い復興を

支援するため、被害を受けた既存産業の再活性化、

新規情報産業の域内への誘致促進、災害に強い街づ

くりを行うためのソフ トウェア開発、システム開発

を行 う。

【予 算】

○震災地区産業高度化システム開発実証事業

50億 円

2 公的分野の先導的情報化

教育、研究、医療 ・福祉、行政、図書館等民間部

門に比べて情報化が遅れている公的分野の情報化を、

関係省庁 と連携 しつつ引き続 き推進する。
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2-1 教育の情報化 2--3 医療 ・福祉の情報化

2-1-1先 進 的な教育 システムの 開発

情 報 処理振 興 事 業協 会(IPA)と(財)コ ン

ピュー タ教育開発セ ンター(CEC)が 整備す る全

国約100校 の小 中高校 等 をネッ トワー ク化 した環境

等 を活用 し、遠隔教育や共同学習等 の先進的 な教育

シス テムを構築 し、その システム をモデル的 に実践

し、成果 を評価 す る。

【予 算】

○先進的 な教育 システムの開発

300.0百 万 円(350.0百 万円)

2--1--2教 育用 コンピュータレンタル事業に対

する低利融資

平成6年 度からの教育用コンピュー タ新整備計画

を踏まえ、教育現場への教育用パソコンの導入を早

期かつ安定的に行 うため、教育向けパソコンのレン

タル事業に対する開銀の低利融資 を行 う。

【財 投】

○教育向け電子計算機普及促進

[開銀融資]

情報 ・通信基盤整備枠2,080億 円の内数

(同2,450億 円の内数)

2-3-1医 療情報化 モデル事業

21世 紀初頭の本格的な高齢 化社会 の到来等 を始め

とし、医療福祉分野 の情報化 の重要性 はます ます増

大 している。国民 の多様 なニーズに対応 した高度 な

医療福祉サ ー ビス を効率 的に行 うため、医療情報 シ

ステム等 の開発 ・普及 を図るこ とが必要であ る。

病院間での医療画像やデータのオンライン交換、光磁気

ディスクとICカ ード等の多様な媒体間での医療情報の総合

的な利用等を実施するため、各種のモデル事業を実施する。

【予 算】

○個人 ・医療情報統合利 用 システムの開発

130.0百 万円(129.8百 万円)

○遠隔医療 コンサルテ ィング検討調査

60.0百 万 円(120.0百 万円)

○電源地域医療機関連携 モデル事 業

135.0百 万 円(100.0百 万 円)

【財 投】

○医療画像情報 システム(平 成8年 度 よ り特利3

→特利4)

[開銀融資]

情報 ・通信基盤整備枠2,080億 円の内数

(同2,450億 円の内数)

2--2 研究の情報化

2--2-1研 究情報基盤整備センター(仮 称)の 構築

米 国に比 し5～10年 の遅 れが あるといわれ る我 が

国の研究情報 インフラ整備 を行 うため、研究情報 ネッ

トワークを効果 的に活用す るための高度 なネットワー

ク利用技術やデータベース技術の研究開発 を促進す る。

この ため、工業技術院の世界最大級のスーパーコ

ンピェー ターセ ンター とネ ッ トワークを擁す る情報

計算 センター(RIPS)を 活用 して、産業界、学

会等の研 究者の協 力の下、開放型の集中共同研究 を

行 う研 究交流拠 点 を整備 する。

【工業技術 院予算】

○研 究情 報基盤 整備 セ ンター(仮 称)の 構築

898.2百 万円(新 規)

2--3-2メ ロウ ・ソサエテ ィ構想 の推進

我が国の急速な高齢化に対応 し、雇用 ・就労、健康 ・保

健、教育・学習等高齢 者の生活のあ らゆる局面において

情報システムを活用することにより、高齢者の積極的な

社会参加 を通 じて、「ゆ とり豊かで活力のある社会」の

形成 を目指す「メロウソサエティ・構想」の具体化 を図る。

【予 算 】

O円 熟 ワ一一クス タイル支援情報 システム開発

10.4百 万 円(21.4百 万 円)

○ 高齢 者支援型総合情報 システムの開発

57.0百 万 円(160.0百 万 円)

2--4 行政の情報化
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決定)を 踏まえて策定された 「通商産業省行政情報

化推進計画」に基づ き、これまでに通産省において

達成 されたコンピュー タの職員一人一台体制に加

え、行政情報の対外提供、許認可申請等の電子化等

の国民に対する高度な行政サービスの提供という観

点も加えたより広い視点から、通産省の行政情報化

を推進する。

また、地域における公的分野の情報化を支援する

ため、ICカ ー ドを用いて行政、医療等の多様な

サービスを提供するための地域情報化のためのモデ

ル事業を実施する。

等の分野におけるサー ビス提供の高度化 を図るため、

多 目的 に利用可能 なICカ ー ドシステムのモデル事

業 を実施す る。

【予 算】

○多機 能ICカ ー ドモデル事業

55.0百 万 円(65.0百 万円)

2-5 図書館の情報化

2--4--1通 産省の情報化

政府全体の 「行政情報化推進計画」(平成7年 度か

らの5カ 年計画)及 び「通商産業省行政情報化推進計

画」の実現に向け、通産省 として各省庁のモデルとな

りうる業務の情報化(特許業務のペーパーレスシステ

ム、新世代統計システムの開発)を より一層推進する。

また、「新産業創造データベースセンター」におい

て、行政情報を中心に、新産業の展開を図ってい く

上で必要 となる情報をデータベース化して提供する

実証事業を実施する。

【予 算】

○通産省の情報化331.4億 円(322.8億 円)

【7年度第2次 補正】

○新産業創造データベース整備実証事業

5億 円

○電子申請等受理 ・登録システムの開発

1億 円

○通商産業局のOA化4.5億 円

2-4-2公 共分野情報化モデル事業

地域 における情報化を図るため、公民館等の公共

分野での行政サービスにこれまでの文字のみではな

く、画像 ・音声等 を同時に扱うマルチメディアを導入

したパソコンネットワークのモデル事業を実施する。

【予 算】

○公共分野情報化モデル事業

100.0百 万円(125.0百 万円)

2-一一4-3多 機能lCカ ー ドモデル事業

地域 における金融機関 ・商店街 ・医療福祉 ・行政

世界 には、膨大かつ多岐にわたる知的財産(情

報)が 存在しているが、その資産の多 くは各地の図

書館 に書物の形 として収集 ・蓄積されてきた。一

方、近時の情報処理技術、ネットワーク技術の進展

により、世界に分散 して存在するあらゆる知的資源

を多数の人々が活用できる環境 としての新 しい形態

の図書館(=電 子図書館)環 境が求められている。

このため、 「モデル電子図書館」を活用しつつ、将

来の電子図書館システムに必要な要素技術の研究開

発を行 う。

【予 算1

0次 世代電子図書館

930.0百 万円(820.0百 万円)

(注)モ デル電子図書館は、図書館の大量の蔵書が電子化
して蓄積され、高度な検索等を行うことができる

「電子図書館」の実用化に向けたモデル事業施設であ

り、5年 度3次 補正予算で整備

2-6 情報基盤センター等の運営

情報処理振興事業協会が整備する情報基盤セ ン

ター(教 育 ソフトウェア開発 ・利用促進センター、新

産業創造データベース ・センター、モデル電子図書

館)、マルチメディア支援センター、マルチメディア

人材育成センターの運営管理 を行 う。また、創造的

ソフ トウェア育成事業、エ レク トロニックコマース

推進事業(と もに平成7年 度補正予算)等 に係る成

果の管理 ・普及及び情報国際協力推進事業を実施す

る。

【予 算】

○情報処理振興事業協会事業費補助金のうち

498.0百 万円(518.5百 万円)

多
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2--7 先進的アプリケーションの整備

高度情報化社会の実現のためには、公的分野や産

業分野 における情報化が必要。一方、近年のマルチ

メディア技術等の先端的な情報処理技術の活用によ

り、公的サー ビスの質や、産業分野での知的活動の

生産性 を飛躍的に向上 させることが可能。

①先進的アプリケーション整備事業

地方公共団体等が地場産業の振興、住民サー

ビスの高度化等の目的で先進的情報化モデル事

業を行うために整備する情報化モデル事業施設

の建設を支援。

【予 算】(公 共投資重点化枠)

○先進的アプリケーション整備事業

1,162百 万円(800百 万円)

②中小企業先進的情報化基盤整備事業

地域中小企業がコンピュータネットワークを

事業に活用することを支援するため、地方自治

体が整備する情報化モデル事業施設の建設を支

援。

【中小企業庁予算】(公共投資重点化枠)

○中小企業先進的情報化基盤整備事業

450百 万円(新 規)

3 情報産業の基盤強化

情報産業の基盤強化のため、ソフ トウェア供給の

ための環境整備や供給基盤の強化、データベースの

振興施策、標準化等 を推進する。

創造的ソフ トウェア育成事業

め、マーケ ッ トメカニズムに委 ねてい たので は必ず

しも十分 でない需要サ イ ドか らの刺激 に代わ り、我

が国に潜在す る独創的 な技術 シーズ ・発想 を具体化

す る 「創造的 ソフ トウェア育成事 業」 を平成7年 度

第1次 補正予算 にてス ター トした ところ。 さらに、

第2次 補正予算 によ り、独創 的 ・先進的 な技 術の苗

床であ るベ ンチャー企業の活性化及び基盤的 ・共通

的技術 シーズの 開花 を強力 に支援 す る。

【予 算】

○創造的 ソフ トウェア育成事 業

【7年 度第1次 補正】180億 円

【第2次 補正】100億 円

3-1

先進的なソフトウェアの開発 ・供給を促進するこ

とは、高度情報化社会の実現に不可欠であり、我が

国経済の活性化にも大 きく貢献すると考えられるが、

我が国のソフ トウェア市場 は、狭隆かつ後進的で

あったため、先進的な技術開発に対する市場からの

刺激 も乏 しく、先進的 ・独創的なソフトウェアの供

給 も伸びないといった悪循環に陥っている。このた

3-1 情報化人材育成

3-1-1新 たな情報関連技術に対応 した情報処

理技術者試験の見直 し

情報関連技術の高度化 ・専門化に対応するため、平成

5年5月 における産業構造審議会の答申に基づき、5年

12月 に新しい情報化人材像の類型毎に育成のための標

準カリキュラムが中央情報教育研究所(CAIT)に よ

り策定 ・公表された。また、情報処理技術者試験を標準

カリキュラムに準拠した能力評価システムとして確立す

るため、現行の5区 分の試験から専門分野毎の17区 分

の試験へと制度改革を行い、そのうち11区分について、

平成6年 秋から試験を実施 している(平成8年 度春期よ

り 「マイコン応用システムエンジニア試験」を追加)。

3--1-2高 度情報処理技術者の育成

上述の 「新情報化人材育成標準カリヰユラム」に基づ

く教育をより効果的に実施するため、マルチメディアの

機器・技術を取 り入れた効果的な教育手法に関する調査
ト

研究を加えた先進的教育手法に関する研究開発を行う。

【予 算】

○情報大学校構想等の推進

150.2百 万円(150.2百 万円)

3-2 ソフ トウェア市場環境の整備

ソフ トウェア開発の契約関係の明確化 とソフ ト
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ウェアの価値を適正に評価 した価格設定が行われる

よう、産業構造審議会情報産業部会を具体化 した

「ソフ トウェア開発契約に盛 り込むべ き主要事項」、

システム開発工程の区分や作業内容の定義等の標準

となる 「システム開発取引の共通フレーム」の普及

を推進する。

3-3 新規産業創造ソフ トウェアの開発

高度情報化社会において中核的な役割を占めると

考えられる新規産業の成立を促すため、新たな産業、

ビジネス等の創出に寄与すると見込 まれる高品質か

つ先導的なソフ トウェアの委託開発を実施する。

【産 投】

○新規産業創造ソフ トウェア開発

800.0百 万円(800百 万円)

3-4 マルチメディアソフ ト制作基盤の整備

「マルチ メデ ィア支援セ ンター」、「マ ルチ メデ ィア

人材育成 センター」、「マ ルチ メデ ィア情報 セ ンター」

を活用 しつつ、先進 的なマルチ メデ ィア ソフ トウェ

アの制作 機会の提供等 を通 じた産業基盤の整備 を図

るとともに、映像情報化社 会の実現 に必要 な環境 に

つい ての調査研 究等 を実 施す る。

3-4-1映 像情報化社会の環境整備 ・

今後の我が国の経済が発展を遂げていくためには、

新たな産業フロンティアを拡大 し、経済発展の牽引

力を有する産業を育成することが必要である。こっ

した新規産業 として、マルチメディア技術を活用 し

た映像情報産業ともいうべき分野が期待されている。

一方、大容量情報処理技術は著 しく進歩 してお り、

多種多様の映像情報をマルチメディア技術により提

供することが可能となっている。

しか しながら、新規産業の育成情報発信力の確保

のためには、我が国のマルチメディアソフト供給力

及び人材 は欧米 と比較 して極めて脆弱であるととも

に、知的財産権等についても未だ検討の余地がある。

これらの課題につき総合的な検討を行 う。

(1)映 像情報化の諸機能の有機的連携等に関する

調査

(2)映 像 情報化社会に対応 した人材育成等に関す

る調査

【予 算】

○映像情報化社会の環境整備に関する調査

38.8百 万円(57.1百 万円)

3-4-2マ ルチメディアソフ ト制作基盤の強化

(1)電 源地域遠隔医療コンサルティング検討事業

十分な医療体制が確立されているとは必ず しも

言えない電源立地地域において、当該地域のニー

ズに応 じて高精細の映像システムを利用 した遠隔

医療システムを構築することにより、常時高度な

医療サービスを受けることができるようにするた

めの条件について調査を行 う。

【予 算】

○電源地域遠隔医療コンサルティング検討調査

62.0百 万円(120.0百 万円)

(2)マ ルチメディア広報

グラフィックワークステーション又はマルチメ

ディアパソコン等のコンピュータ等のコンピュー

タとハイビジ ョン等の大型高精細映像を結び付け

たインタラクティブ映像システムにより、主とし

て原子力の重要性を訴える映像ソフトの制作を行

うとともに、映像データベースの整備を行うこと

により新 しい技術を利用 した映像制作の環境 を整

備 し、その促進 を図る。

【予 算】

○原子力発電全国広報対策のうちマルチメディア

広報210.0百 万円(300.0百 万円)

(3)地 域産業情報等提供事業

今後の映像制作の主体 となる若手に映像制作の

機会を提供し、各地における映像人材の育成を図る。

具体的には、電源立地地域 を対象 として、特色

ある産業、技術、文化等について、地元の企画に

よるテーマを募集 し、審査の上年間20件 の映像ソ

フトを制作する。

また、本事業は地域の映像人材育成が主目的で

あることにかんがみ、目的が十分達成 しうる運用

を行 うこととする。

更に、制作 したソフトをデータベース化 し、従

来とは異なった広報活動を行うとともに、他の映

一一12一
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像情報制作への活性 化 を図 る。

【予 算】

○地域産業情 報等提 供事 業

520.4百 万円(570.7百 万円)

(4)石 油情報普 及啓発事 業

グラフィックワー クステーシ ョン又 はマ ルチ メ

デ ィアパ ソコン等 のコ ンピュー タ等の コン ピュー

タ とハ イビジ ョン等 の大型高精細映像 を結 び付 け

たインタラクテ ィブ映像 システムに よ り、主 と し

て石油エ ネルギーや環境の重要性 を訴 える映像 ソ

フ トの制作 を行 うとともに、映像 デー タベースの

整備 を行 うことに より新 しい技術 を利用 した映像

制作の環境 を整備 し、その促進 を図 る。

更 に、手作 りの映像 によ りマルチ メデ ィア教材

を作成 しうる人材 を育成す る。

また、小 学生 に映像 制作機会 を提 供す るため、

「石油 と環境 に関す る映像 ビデオ作 品コンクール」

を実施す る。

【予 算】

○石油情報普 及啓発事業 の うち普 及啓発事業

265.0百 万 円(265.0百 万円)

(5)中 小 企業労働力確保対策

各地の 中小 企業等 が、マルチ メデ ィア ソフ トを

制作 し、イメージアップを図 る事 業 に対 して支援

す る。

【予 算】

○ 中小企 業労働 力確 保対 策マ ルチ メデ ィア ・イ

メージアップ事 業

60.0百 万 円(30。0百 万 円)

【予 算】

○ デー タベ ース ・情報提 供サー ビスの整備振興

73.6百 万円(73.6百 万円)

【財 投】

○経済 的価値の高い デー タベースの整備

[開銀融資]

情報 ・通信 基盤整備枠2,080億 円の内数

(同2,450億 円の内数)

○基盤 的データベースの整備

[開銀 出資]

出資枠50億 円の内数(出 資枠50億 円の内数)

4 基礎的技術開発

情報化の長期的基盤 となる情報処理技術のフロン

ティアを拡大するため、基礎的な技術開発 を国際的

な連携を図 りつつ推進する。

4-1超 先端電子技術開発

新産業の創出、高度情報化社会の鍵 を握る電子情

報産業の基礎的 ・共通的技術基盤の維持、強化 を図

る観点から、ハー ド面での超先端電子技術(超 微細

加工技術等)の ブレークスルーを目指 して、国の主

導による研究開発を推進する。

【予 算】

○超先端技術開発1,330百 万円(新 規)

【7年度2次 補正】

○超先端電子技術開発促進事業100億 円

3-5 デー タベース整備 ・振興の ための調査

我が国の情報化の進展においては、ハードウェア、

ソフ トウェアの開発 とともに情報そのものの整備 ・

充実が課題 となってきている。このため、我が国経

済社会の発展 を図る上で重要なデータベースの構築

に向けた開発計画調査、データベースの海外提供促

進のための調査 を行 うとともに、情報提供サービス

を行う法人のデータベース構築費用に対する融資及

び 「基盤的データベース」を構築する法人に対する

出資を行う。

4--2リ アルワールドコンピューティングの研究開発

21世紀の高度情報化社会に不可欠な、現実世界の

大量かつ多様な情報について、曖昧さや誤 りといっ

た情報の不完全性に対応 しつつ、実時間(人 間との

関係で有効な時間)で 手軽に処理 しうる基礎的かつ

革新的な情報処理技術の確立を目指す。

国際的な研究協力を積極的に推進することにより、

世界の先端技術分野における基礎技術の発展に貢献

し、国際的な協調関係のもとで研究開発を実施する。

【予 算】

○新情報処理技術開発(工 業技術院予算を含む)

6,012.3百 方円(6,0α7.3百 万円)
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4-3新 ソフ トウェア構造化 モデルの研究開発

機能の追加、変更等の ソフ トウェアの要求仕様 の

変 更に伴 い、プログラマがプ ログラム を書 き換 える

のではな く、ソフ トウェアが 自らプ ログラム を更新

し必要 な機能 を満たす ことが可能 となるようなソフ

トウェアモデルの研究 開発 を行 う。

【工業技術 院予算】

○新 ソフ トウェア構造化モ デルの研 究

299.7百 万 円(290.7百 万 円)

4-4フ ェム ト秒 テ クノロ ジーの研究

超高速 ・大容量情報処 理の基盤技術 とな り得 る、

フェム ト秒(千 兆分 の1秒)時 間領域 での現象 を利

用 した光 ・電子技術 を開発す る。

【工業技術院予算】

○ フェム ト秒 テクノロジーの研 究

60.0百 万円(先 導研究46.1百 万円)

機械情報産業局税制改正の概要

項 目 概 要

〈租税特別措置〉

1.エ ネルギー需給構造 適用期限を延長(2年)た だ し、次の見直 しを行 う

改革推進投資促進税制 ・対象設備の見直 し

(エネ革税制)

2.中 小企業新技術体化 適用期限を延長(2年)た だし、次の見直 しを行 う

投資促進税制(メ カ ト ・対象設備の見直 し

ロ税制)

3、 ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン 創設

制度導入円滑化税制 (1)「 特定新規事業実施円滑化臨時措置法」の認定事業者が同法

に基づ き、ス トックオプ シ ョン制度 を導入 した場合、権利行使

時点での所得課税を株式売却時まで繰 り延べる

(2)株 式売却時点の売却価額と権利行使価額の差額について26%

(所得税20%、 住民税6%)の 譲渡益課税を適用

4.海 外投資等損失準備 適用期限を延長(2年)た だし、次の見直 しを行 う

金 ・積立率の引下げ

① 特定海外事業等15%→12%

② 特定産業振興事業等18%→12%

③ 特定海外経済協力事業等18%→16%

一 ユ4一
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寄膚'鰭

項 目

<土 地税 制>

1.地 価税

2.固 定資産税 ・都市計

画 税

3.土 地譲渡益課税

4.土 地取得課税

概 要

(1)税 率の引下げ(平 成8年 度実施)

O.3%→0.15%

(2)定 額控除額の引下げ(平 成9年 度実施)

資本金10億 円超の法人

資本金1億 円超の法人5億 円

10億円 →

資本金1億 円超10億 円以下の

法人

8億 円

負担調整率の再調整

現 行 調 整 率

1.05

1.075

1.1

1.15

1.2

1.25

(1)法 人

8年 度 調 整 率

→1 .025

→1 .05

→1 .075

→1 .1

→1 .15

→1 .2

追加課税制度の税率の引下げ
・長期(5年 超)譲 渡所得

10%追 加課税 →5%追 加課税
・短期(5年 以下)譲 渡所得

20%追 加課税 →10%追 加課税
・超短期(2年 以下)譲 渡所得

30%分 離課税 →15%追 加課税

(2)個 人

長期譲渡所得課税の見直 し ・
・譲渡益4000万 円超8000万 円以下

3996→32.5%
・譲渡益4000万 円以下

t

32.5%→26%

(1)登 録免許税

土地登記 に係 る登録免許税について、課税標準額 を60%減 額

する負担軽減率 を8年 度 においても継続

(2)不 動産取得税

宅地等の取得が平成8年 度中に行われた場合、課税標準を価

格の2分 の1と する特例措置を講ずる
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項 目 概 要

〈消費税〉

消費税 (1)簡 易課税制度のみなし仕入率

現行の第四種業種のうち、不動産業、運輸 ・通信業、サービス

業のみなし仕入率の引下げ

60%→50%

(2)限 界控除制度の廃止に伴 う経過措置の前倒 し

〈有価証券取引税〉

有価証券取引税 株券等の第二種取引(投 資家による譲渡)に 係る税率の引下げ

0.3%→0.21%(2年 間 の 措 置)

〈公益法人課税 〉

公益法人等に対する課税 (1)寄 付金の損金算入限度額

所得の27%→ 所得 の20%

(2)収 支報告

収益事業を営 まない公益法人等についても、小規模法人(年 間

収入5000万 円以下の法人)を 除き、収支計算書 を所轄税務署に提

出する制度 を導入(平 成9年1月1日 以後に開始する事業年度か

ら適用)

〈地方税 当局要求〉

1.平 成9年 度排 出 ガス 創設

規制に適合する自動車 ・税率の軽減措置

の取得に係る自動車取 平成8年4月1日 ～9年9月30日

得税の税率の特例 通常税率の1%を 軽減

平成9年10月1日 ～10年12月31日

通常税率 の0.1%を 軽減

2.低 公害車の取得に係 拡充

る自動車取得税の税率 ・税率の軽減措置

の特例 2.2/100→2.4/100

3、NOx法 地 域 内で の 自 拡充

動車取得税の軽減措置 ・NOx法地域内での非適合車から適合車に買い換えた場合の 自動

車取得税の軽減措置の対象に、平成9年 度排出ガス適合車 を追

加

一16一
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寄掃 ・麟

機械情報産業局財政投融資の概要

平成7年5月 の日本開発銀行業務の簡素 ・合理化に係 る与党合意等を契機に財政投融資計画全般

の見直 しを行った結果、平成8年 度通商産業省関係の財政投融資等計画規模は8兆4 ,443億 円(対 前

年度計画比84.6%)と なった。

こうした中、当局要求項目については、以下の とおりスクラップの対象項目が少なからず生 じた

ものの、その殆 どは金利 ・融資比率等の小規模な見直 しに留 まる一方、航空機国際共同開発促進の

うち小型民間輸送用ジェットエンジン共同開発事業が新たに対象追加されたことに加え、情報化枠

において、社会性の高いシステムのうち医療画像情報システムの金利引き下げや先の阪神 ・淡路大

震災の経験 を踏まえ、情報処理バックア ップセンター整備事業の制度拡充が行われることとなった。

平成8年 度機械情報産業局関係財政投融資計画

〔☆新規 ◎拡充 ○継続 △縮減 ×廃止 (単位:億 円)

項 目 7年 度 計 画 額 8年 度 計 画 額 備考

〔日本開発銀行〕 19,060 14,340

1.生 活 ・社会基盤整備 一
8,240

一 一 一 一

1.生 活 ・福祉基盤 整備 環境 ・福祉 生活 ・福祉

(1)福 祉 ・安全 ・文化施 設整備 対策枠 基盤整備枠

①福祉関連機器普及促進 800の 内数 200の 内数 ○
一 一 一 一

一 一 一 一

2.交 通基盤整備 航空機 ・空 交通基盤整

(1)航 空輸送体制整備 港関連施設
s

備枠

①航空機 枠1,060の 3,450 ` ○

内数 の内数

一 一 一 一

、

3.情 報 ・通信基盤整備 一 一 一 一

(1)情 報 ・通信基盤整備

①電子計算機普及促進

①一1汎用電子計算機普及促進 ○

①一2教育向け電子計算機普及促進 〇
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項 目 7年 度 計 画 額 8年 度 計 画 額 備考

②情報処理 ・通信振興

②一1情報処理 ・通信 システム化促進

○先進的情報処理 ・通信システム

・複数企業 間オ ンライ ンシステム △

・情報業者 オ ンラインシステム △

・社 会性 の高 い システム ◎

・いわゆ るVAN △

・情報処理型CATV △

・ビデ オテ ックスシステム △

・地域振 興情報処理 ・通信 システム ○

・OSI対 応情報処理 ・通信 システム △

・標準 ビジネスプ ロ トコル △

○基盤 的デー タベ ース(出 資) ○

○経済的価値が高いデータベース 情報 ・通信 情報 ・通信 ○

○電磁環境整備促進 基盤整備枠 基盤整備枠 O

○ システム インデ グ レター育成(出 資) 2,450 2,080 ×

○ハ イビジ ョン振 興 の内数 の内数 ○

○ソフ トウェア開発投資促進 出資 出資 △

50の 内数 50の 内数

②一2情報処理高度化

○ソフトウェア生産性向上 ○

○情報処理システム運営高度化
・情報処理技術者育成研修 △

・情報処理効率向上 ○

・統合 シス テム管理 ・運営 ○

②一3情報処理安全対策整備促進

○情報 処理システム川セキュリティ化促進 ○

○情報処理バ ックアップセンター整備促進 ◎

○ コン ピューター ウイルス対 策促進 △

②一4情報化人材育成 ○

③情報関連機器信頼性向上等

③一1情報化基盤高度化 ○
一 一 一 一
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項 目

ll.環 境 ・エネルギー対策

1.環 境対策

(1)地 球環境対策促進

① オゾン層保護 ・大気汚染防止

①一1オゾン層保護対策設備導入促進

①一2窒素酸化物対策推進

①一2-1使用車種規制適合車等取得促進

①一2-2低公害車普及促進

2.エ ネルギー安定供給

(1)資 源エネルギー開発対策

①原子力発電開発

①一1原子力発電機器

m.経 済構造改革 ・地域活性化

1.新 技術開発 ・新規事業育成

(1)新 技術開発

①新技術開発

①一1航空機国際共同開発促進

①一2宇宙産業基盤強化

2.地 方 開発

(1)地 方 開発

(1)-1域 情報処理 ・通信 シス テム化促 進

○先進的情報処理 ・通信 シス テム

・情報処 理型CATV

・ビデ オテ ックス システム

・地域振興情報処理 ・通信 システ ム

・OSI対 応情報処理 ・通信 システム

・標準 ビジネス プロ トコル

○電磁環境整備促 進

○ハ イビジ ョン振 興

(1)-2地 域情報処理安 全対策整備促進

○情報処理システム川セキュリティ化促進

○情報処理バックアップセンター整備促進

(1)-3地 域情報化人材育成

一19一
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7年 度 計 画 額

環境 ・福祉

対策枠

800の 内数

原子力枠

2,800

の内数

産業技術振

興枠

1,150

の内数

地方 開発枠

2,110

の内数

8年 度 計 画 額

5,530

環境対策枠

540の 内数

エ ネルギ ー

安 定供給 枠

2,970

の 内数

3,970

新技術開発
・新規事業

育成枠

1,030

の内数

地方開発枠

1t800

の内数

備考

○

○

○

○

◎

△

△

△

○

△

△

○

○

○

◎

○



項 目 7年 度 計 画 額8年 度 計 画 額 備考

〔北海道東北開発公庫〕
1,934 1,377

1.情 報処理 ・通信業

○先進 的情報処理 ・通信 システム

・複 数企 業間 オンラインシステ ム △

・情報業 者 オンラインシステム △

・社会性の高 いシステム ◎

・情報処理型CATV △

・ビ デ オ テ ッ ク ス シ ス テ ム △

・地域振興情 報処理 ・通信 シス テム ○

・OSI対 応情報処理 ・通信 システム △

・標準 ビジネスプロ トコル △

○電磁環境整備促進
○

○ハイ ビジ ョン振 興 特利枠 特利枠 ○

○ソフトウェア開発投資促進 690の 内数 585の 内数 △

2.ソ フ トウ ェ ア 業

3.地 域情報処理安全対策整備促進

○情報処理システムハイセキュリティ化促進
○

○情報処理バックアップ.センター整備促進
◎

○ コンピュー ター ウイルス対 策促 進
△

4.地 域情報化人材育成
○

5.低 公害車普及促進
○

_一 _一

・

〔NTT無 利子融資〕
1,300 1,300

日本開発銀行
一 一 _一

1.ハ イビジ ョン ・シス テム地域整備事業 1,040 1,040 ○

2.ニ ュ ー メ デ ィ ア ・コ ミ ュ ニ テ ィ事 業
の内数 の内数 ○

3.地 域ソフ トウェア供給力開発事業
_一 _一 ○

北海道東北開発公庫
一 一 _一

1、 ハ イビジ ョン ・シス テム地域整備事業 ○

2.ニ ュ ー メ デ ィ ア ・コ ミ ュ ニ テ ィ事 業
246の 内数 246の 内数 ○

3.地 域ソフトウェア供給力開発事業 ○

_一 一 一

一2◎ 一

=
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項 目

〔日本輸出入銀行〕

1.輸 入 ・投 資

(1)製 品輸 入

うち航 空機輸 入

〔中小企業金融公庫〕

1.社 会環境整備促進グループ

1.生 活環境 ・安全性向上支援貸付枠

(1)情 報基盤整備貸付

①企業内オンラインシステム

②複数企業間オンラインシステム

③情報処理サービス業者及び情報提供

サービス業者のオンラインシステム

(2)社 会 ・産業安全施設等整備貸付

(2)-1産 業安全衛生施設等資金

①労働災害防止対応産業用機械

①一1労働安全産業用ロボ ット

①一2安全装置内蔵プレス機械

①一3安全施設内蔵 ダイカス トマシン

2.環 境問題対応貸付枠

(1)環 境対策貸付

(1)-1産 業公害防止資金

①オゾン層対策関連

①一1脱特定物質対応型洗浄設備

①一2代替フロン対応型冷凍空調設備

②特定自動車排出基準関連

〔国民金融公庫〕

1.社 会環境整備促進 グループ

1.生 活環境 ・安全性向上支援貸付枠

7年 度 計 画 額

12,900

9,231

3,300

625

25,711

国際化 ・産

業構造調整

貸付枠

400の 内数

安 全 ・環境

対 策貸付枠

2,000

の内数

32,500

「 「

8年 度 計 画 額

10,700

6,500

1,300

309

18,700

2,450

生活環境 ・

安全性向上

支援貸付枠

1,250

の内数

環境問題対

応貸付枠

1,100

の内数

31,900

「

320

「

備考

○

○

○

○

○

○

×

○

○

〇
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項 目

(1)情 報基盤整備貸付

①企業内オンラインシステム

②複数企業間オンラインシステム

③情報処理サービス業者及び情報提供

サービス業者のオンラインシステム

(2)社 会 ・産業安全施設等整備貸付

(2)-1産 業安全衛生施設等資金

①労働災害防止対応産業用機械

①一1労働安全産業用ロボット

① 一2安全装置内蔵プレス機械

①一3安全施設内蔵 ダイカス トマシン

2.環 境問題対応貸付枠

(1)環 境対策貸付

(1)-1公 害防止資金

① オゾン層対策関連

①一1脱特定物質対応型洗浄設備

①一2代替フロン対応型冷凍空調設備

②特定自動車排出基準関連

〔情報処理振興事業協会 ・産投出資〕

1.高 度プログラム安定供給事業

(1)汎 用プログラム開発促進

①一般汎用プログラム開発

②汎用システム製品用ソフ・トウェア

③データベース効率運用システム開発

(2)情 報化人材育成促進

①情報活用能力養成ソフトウェア開発

②情報化人材育成用CAIプ ログラムの開発

(3)公 的分野高度情報化ソフトウェア開発

(4)新 規産業創造ソフトウェア開発事業

2.地 域 ソフ トウェア供給 力開発事業

(研修用CAIソ フ トウェア開発)

7年 度 計 画 額

国際化 ・産

業構造調整

貸付枠

600の 内数

安全 ・環境

対策貸付枠

400の 内数

43

2

4

4

5

5

6

4

2

4

8

4

ウ
臼

-
ふ

1

8年 度 計 画 額

生活環境 ・

安全性向上

支援貸付枠

100の 内数

環境問題対

応貸付枠

200の 内数

42

1

4

4

5

5

6

4

2

3

8

4

2

1
よ

1

備考

○

○

○

○

○

×

○

○

○

継続
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欝≧蕊 情報化人材育成学科認定と

咋實熱処理技術者試験の一部免除について

通商産業省機械情報産業局

情 報 処 理 振 興 課

はじめに

1980年代後半から、著 しく技術革新が進展 し、「ダ

ウンサイジング化、ネットワーキング化、オープン

化等の流れからマルチメディア」と情報化の流れが

大 きく変化 し、拡が りを持 ちながら加速的に飛躍 し

続けている。

これらの社会状況の中で、御存知の方 も多いと思

われるが平成5年 に産業構造審議会により、抜本的

な試験制度の見直 し、カリキュラムの作成とその連

動を柱 として数々の制度の創設や改善が提言された。

今回述べる 「情報化人材育成学科認定制度」と、「情

報処理技術者試験の一部免除制度」 もその提言に

沿って行われているのものであ り、平成6年 度 より

情報化人材育成学科認定制度 を、また平成8年 の第

二種情報処理技術者試験 より一部免除を開始する。

これらは情報系の専門学校を情報処理教育が行われ

る上で、重要な位置 を占める機関としての認識の元

に行われている施策の一貫である。

1.情 報化人材育成学科認定制度について

本制度を創設する基本的な意義は、将来の情報化

人材の育成にあたっては、情報処理系の専門学校が

各種の高度情報処理技術者を目指すための、十分な

基礎的知識及び技術を備えた人材 を育成することが

必須であり、その教育においては標準カリキュラム

に準拠 した体系的かつ実践的な教育が不可欠である、

という認識に基づいたものである。また、専門学校

の教育内容に関する判断の参考 となるよう、情報化

人材の育成に関 して、良質な教育を行 っている学

科 ・コースの情報を、これから専門学校へ進 もうと

する学生、またこれから採用を行う産業界 ・企業に

対 して広 く提供 しようとしたものである。

この制度は全国の専門学校の学科又はコースを対

象として、3年 制 ・2年 制をそれぞれ情報化人材育

成学科1お よびllAと して認定するものである。

(「資料1」 参照)

当該認定では体系的かつ実践的な教育の指標 とな

、

資料1

情報化人材育成

学科の種別

情報処理教育機関

カリキュラムの種類

情報化人材育成学科の情報処理

教育の対象となる知識及び技能
情報化人材育成

学科の履修機関

情報化人材育成

学科(1)

1類 情報システムの開発に必要な

知識及び技能
3年

情報化人材育成

学科(HA)

HA類 情報システムの開発に必要な 、

知識及び技能
2年

-、

一23一



る 「情報 処理教 育機 関 カ リキ ュ ラム1類(3年 制

用)」 ・「同H類(2年 制用)」(「資 料2」 参照)を 提

示 し、具体 的な教育科 目 とその講義及び実習 ・演習

時 間を設定 し認定の基準 としている。

この カリキュ ラムは、「第二種共通 カリキュラムを

基礎 として、講義 のみによらない十分な実習 ・演習

を行 うこ と」や 「生徒が 自らの学 習成果 を もとに実

践す る課題研 究(卒 業研究等)の 実施及 び指導の時

間を充分 に取 っている こと」の2つ を大 きな特徴 と

してい る。(「資料3」 参照)

そ して、別 にこの ような教育 を実施す るための教

員数やその資格、ハー ドウェアや ソフ トウェア等の

教育に必要な設備について基準 を設定 し、公表 して

いる。(「資料4」 参照)

上記の基準 を公開しているのは、とか く産業界か

ら情報処理系の専門学校に対 し、「教育内容が不透明

である。」あるいは 「試験対策に隔た り、十分な知識

及び技術の修得がで きていない。」と言われることが

多い。これらの批判に応 えるべ く、その教育内容に

対 して具体的な基準 を提示 し、認定を行 うことによ

り教育内容の透明化 と全体的なレベルアップを図 り、

また自ら考え、自ら実践することので きる優れた情

報処理技術者の育成を図ろうとするものである。

これらの審査を行 うにあたっては、わが国の情報

資料2

情報処理教育機関カリキュラム(H類)A

情報化人材育成学科(nA)

総時間数 講 義 演習 ・実習

① コンピュータ とその利用(二 種 第1部) 36h 15h 21h→27h

② コンピュータの仕組み(二 種 第2部) 30h 25h 5h→13h

③ ソフトウェアの基礎(二 種第3部) 35h 30h 5h→8h

④ アルゴリズムとデータ構造(二 種第4部) 64h 35h 29h→44h

⑤ システム開発の基礎(二 種第5部) 44h 34h 10h→15h

⑥ ファイル とデータベ ース(二 種 第6部) 50h 36h 14h→21h

⑦ 通信ネットワーク(二 種第7部) 34h 29h 5h→15h

⑧ 情報処理システム(二 種第8部) 60h 48h 12h→16h

⑨ 産業社会と情報化(二 種第9部) 49h 32h 17h

⑩ 情報化の課題(二 種第10部) 22h 18h 4h→8h

知識 計 424h 302h 122h→184h

⑪ プログラム設計能力(二 種第14部)

内部設計の一部(導 入部)を 含む

⑫ プログラミング能力(二 種第11部)

⑬ 表現能力(二 種第12部)

93h

50h

103h

58h

29h

17h

35h→43h

23h→25h

64h→68h

33h→40h

68h→78h

35h→39h

応用能力 計 304h 104h→114h 200h→225h

総 計 728h 406h→416h 322h→409h

課題研究(卒 業研究等) 150h
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情報処理教育機関カリキュラム(1類)

1類

総時間数 講 義 演習 ・実習

① コ ンピュー タとその利用(二 種第1部) 36h 15h 21h→27h

② コンピュー タの仕組み(二 種 第2部) 30h 25h 5h→13h

③ ソフトウェアの基礎(二 種第3部) 35h 30h 5h→8h

④ アルゴリズムとデータ構造(二 種第4部) 64h 35h 29h→44h

⑤ システム開発の基礎(二 種第5部) 44h 34h 10h→15h

⑥ ファイル とデー タベ ース(二 種 第6部) 50h 36h 14h→21h

⑦ 通信 ネ ッ トワーク(二 種 第7部) 34h 29h 5h→15h

⑧ 情報処理システム(二 種第8部) 60h 48h 12h→16h

⑨ 産業社会と情報化(二 種第9部) 49h 32h 17h→17h

⑩ 情報化の課題(二 種第10部) 22h 18h 4h→8h

知識 計 424h 302h 122h→184h

⑪ 内部設計基礎的能力(二 種第13部)

⑫ プログラミング能力(二 種第14部)

100h

98h

32h

30h→35h

68h→89h

68h→70h

⑬ プログラ ミング能力(二 種 第11部)

(4言 語か ら選択)

103h 35h→43h 68h→78h

⑭ 表現能力(二 種第12部) 58h 23h→25h 35h→39h

⑮ 応用システム開発能力の一部(一 種第15部)

応用システム開発能力の

第2章 システム分析/要 求定義

第3章 外部設計 を含む

⑯ コミュニケーション能力(一 種第13部)

⑰ 問題発見 ・解決能力(一 種第14部)

22h

53h

29.5h

7h→10h

21h→30h

9.5h→15h

15h→22h

■

●

32h→37h

20h→27h

応用能力 計
463.5h 157.5h

→190h

360h→362h

総 計
887.5h 459.5h

→492h

428h→546h

課題研究(卒 業研究等) 450h
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処理教育に関 して相当程度の知見が必要 となるため

外部の機関に審査を委ねることとした。

審査機関の指定にあたっては、高度情報処理技術

者の養成等の数々の研修、情報処理教育における教

育手法や能力開発技法等に関する多 くの研究開発、

日本で唯一の情報化人材育成のための標準カリキュ

ラム ・テキス トの作定等の長年にわたる活動により

わが国の情報処理教育に対 し高度な知見を有 してい

る 「(財)日 本情報処理開発協会中央情報教育研究

所」を審査機関として指定(平 成6年8月15日 通商

産業省告示第485号)し た。

・認定の状況

第1回 の認定は平成6年9月 に募集を行い、申請

件数はII}29校30件 、lllA}97校101件 で

あった。申請件数については、当初、各方面から聞

いていた件数を大分下回った。その原因として、は

じめての申請であ り、申請期間内に書類が整わない

もの、他校の出方 を窺うもの、年度途中であり基準

に合う設定が出来なかったものが多かったと思われ

る。

審査は10月 ～11月の2ヵ 月間に亘って指定審査機

関である(財)日 本情報処理開発協会中央情報教育

研究所において審査が行われた。

審査は認定基準に基づ き、書類審査及び電話、

FAX等 のヒアリング(幾 つかの学校については現

地調査)が 行われた。

その結果、認定された学科は僅か9校9学 科、2

年制が35校35学 科となった。

認定されなかった学科の特徴 としては全体的に①

教育内容②教員体制③設備の基準について達 してい

ないことが多かった。

以下にそれぞれの特徴及び基準を示す。

①教育内容については、基準 となるカリキュラム、

つまり第2種 共通カリキュラムと基本的に対応

がとれていないものが多 く、本カリキュラムの

目玉である生徒自身が特定のテーマについて教

育の成果を取 りまとめる課題研究(卒業研究等)

に充分な時間をかけていないものが多かった。

②教員体制については、専任教員の資格及び数の

基準が厳 しく規定されてお り、学校経営 を取 り

巻 く環境が厳 しいことを反映して教員体制の不

備が目立った。

③ 設備 については、ソフ トウェアの整備の遅れが

目立 ってお り、原 因 と して古 い タイプのハ ー ド

ウェアの機 能的制約 に よる もの と思 われ る。

第2回 は平成7年5月 中 に募集 を、6月 か ら7月

にかけて審査 を行 い、8月 に発表 を行 った。III・

{HA}そ れぞれ 申請件数14件 、46件 、認定学科数

1件 、11件 であ った。今 回 も認 定 されなかった学科

の全体 的 な特 徴 と しては① 教育内容(カ リキュラム

との不整合)② 教 員体制(有 資格者 の不足)③ 設備

の基準(ソ フ ト・ハ ー ドの不足)に つい て基準 を満

た していないこ とが多 かった。

これは技術革新 と景気の低迷が大 き く影響 してい

る結果 と思 われる。(認定 されてい る学科 については

「資料5」 参照)

2.「 情報処理技術者試験の一部免除制度」について

従来、中央情報教育研究所及び地域 ソフ トウェア

センターの指定された研修を修了 した者については、

第一種情報処理技術者試験の一部を免除する制度を

設けているが、今回、第二種情報処理技術者試験に

ついても一部免除制度 を設けることとした。

第二種情報処理技術者の一部免除制度は、先に述

べた「情報化人材育成学科認定制度」が開始され、同

制度により認定された専修学校における学科(コ ー

ス)が 標準カリキュラムに準拠 した、適切な技術者

教育を実施 していると認められるため、第二種情報

処理技術者試験の知識に関する部分につき、情報化

人材育成学科の所定のカリキュラムを修得 した者 を

対象 として一部免除を行 うものである。

これは、第二種共通カリキュラムを包含する情報

処理教育機関カリキュラム(1類)に 合致 した教育

内容であ ると認 め られ る 「情報化人材育成学科

lIl」 に在籍 している者が、3年 生になった年の秋

期及び翌年の春期に行われる第二種情報処理技術者

試験の一部(午 前の部)を 免除する者である。

試験の時期については、時間割の設定は各学校 に

より独自に行われているが、各学校の現状及びカリ

キュラム全体の構成から考えて、第二種の範囲につ

いては3年 の前期までに修得 していることが望まし

いとの考えから3年 の秋期試験 を、また学校におけ

る補完的な指導が卒業までの間に行われることを想

定 して、次に行われる春期試験 を(受 験時には卒業
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しているが)一 部免除の対象とした。

具体的には、「情報化人材育成学科{IIJを 有す

る学校より通産省 に対 して申請が行われ、3年 の前

期 までに第二種共通カリキュラムの該当部分が修了

す る時間割編成になっていることが確認 された後、

当該 「情報化人材育成学科 ほ}」 に対 して一部免除

の認定が行われる。認定を受けた「情報化人材育成学

科 ほ}」 は団体受験の手続きを行 う際に、当該学科

に在籍 し受験 を希望す る者の内、第二種共通カリ

キュラムの該当部分が、適正に修了 していることを

証明する書類を添付することにより一部免除受験が

可能となる。

この制度の導入により、情報化人材育成学科で学

ぶ人達 に対 して励みの一つとなり、社会的な認知度

の上昇の一助 となるであろうと思われる。

(参考資料:平 成7年12月14日 情報処理技術者試

験規則 の一部を改正する省令、通商産業省告示第

733号「第二種情報処理技術者試験の一部免除基準」)

さいごに

情報系の学科を有する専門学校においては3～4

年前のように定員 を大 きく超えて入学希望者が殺到

してきた、いわゆる 「量の時代」が過 ぎさったと言

われている。例えば、工業系(情 報処理及びその他

を含む)の 専門学校 においては、平成2年 に約十万

人の学生を擁 していたが、平成7年 においては五万

人程度まで減少 しているという統計がある。これは、

就学人口の減少に加え、長引 く景気の停滞による大

幅な採用の減少、ダウンサイジング化による採用の

減少等により、将来の就職先に対する不安から情報

処理系の学科をめざす学生が急激に減少 したためと

思われる。これからは、学科あるいは専門学校の存

亡 を賭け、如何に魅力のある学科を設定するか、ま

た産業界のニーズにマッチする優秀な人材 をどのよ

うに育成 し輩出するかという重大な局面、いわゆる

「質の時代」 を迎えている。

「量の時代」から 「質の時代」の転換期において学

校経営を重要視するあまり、生徒を如何 に獲得する

かが主となり、人材育成を蔑ろに した試験対策偏重

の教育に陥る可能性が拡がっている。

また、情報系の専門学校においては、情報処理 を

取 り巻 く環境がます ます高度化、多様化する中で、

産業界などのニーズに応えつつ、従来からのシステ

ム開発型の技術者教育の充実をいかに図るか、また
一方で、シスア ドに代表される新 しい情報活用型の

情報化人材の要請にどう応えていくべ きか、マルチ

メディア教育のあり方等、大 きな変革を迫 られてい

る最中と思慮される。

このような現状の中で、現在認定されている学科

は厳 しい認定基準をクリアーした良質な教育を行っ

ており、情報処理教育に極めて前向きに取 り組んで

いると言える。

一方、産業界において も厳 しい経済環境の中で、

良質な人材の確保は重要な課題 となってお り、特に

情報産業においては景気回復基調の中で人材の採用

にあたっては今後の企業の雌雄 を決する問題 といえ

る。

これらの意味において、今後の情報化人材の 「育

成から確保」 とい う観点から、情報化人材の根幹的

部分の確かな知識技術を修得させる、人材育成機関

として認定 されている学科及び卒業生は、産業界 に

とって も今まで以上にきわめて重要な位置を占める

ことになるであろう。

また、通産省として も、産業構造審議会の報告を

受けて数々の課題や対応策等について(財)日 本情

報処理開発協会中央情報教育研究所 と、認定学科 を

有する専門学校 とともに調査研究 を行っており、産

業界と認定学科を持つ学校 とが自由 な意見交換を行

う場の設置に向けて、検討課題やロー ドマ ップにつ

いて取 りまとめているところである。今後、より良

いカリキュラムや産業界からの具体的な意見が採 り

入れられ、教育現場に反映されることにより、より

多 くの良い人材が輩出されてい くものと思われる。

これからも企業の方々には本認定制度の趣旨を御

理解いただくと共に、認定学科を有する学校には情

報処理を取 りまく様々な問題の解決に先導的な役割

を担っていただきたい。
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資料3

★ 情 報 化 人 材 育 成 学 科(1)(3年 制 学 科 用)

1.情 報処理教育機関の設置する学科の内容

(1)情報化人材育成学科の入学時の実員の超過率は、定員の=
であること。

(2)修業期間は3年 間であ り、情報処理技術者としての知識、技術

及び実務 に応用で きる能力の修得 を日的 とする ものであるこ
と。

(3)全修業期間にわたり、適切なカリキュラム編成を行っているこ
と。

①情報処理教育機関カリキュラム(1類)に 準拠す るととも
に、一般教養等 を入れた独 自のカ リキュラムを設置するこ

と。

②教育の実施に当たっては、カリキュラムに沿っての演習、実
習を十分に行 うとともに実務教育(企 業実習や産学共同事業

等)の 充実に努めること。

③卒業研究を行い、その成果物 をまとめるよう指導 し、評価する
こと。

④進級 ・卒業基準 を明確 にし、その評価及び考査を適切 に行う
こと。

⑤放課後における自習が可能 となるよう施設、設備の開放を行う
こと。

2.情 報処理教育機関の設置する学科において情報処理教育 を担

当する者

(1)情報処理教育担当の教員は次の各 号の一に該当する者であるこ

と。

①修士又は博士の学位を有する者。

②大学卒業後2年 以後ヒの学科関連分野[※]の 教育、研究又は
業務に従事した者。

③高専 ・短大卒業後4年 以上の学科関連分野[※]の 教育、研
究又は業務に従事 した者。

④専門学校卒業後4年 以上(3年 制以上の場合は3年 以上)の

学科関連分野[※]の 教育、研究又は業務 に従事 した者。

(2)生徒定員40人に対 し2人 以上の専任教員[※2]を 置 くこと。

(3)専任教員の協 以上が情報処理技術者試験(1種 、2種 、システ
ムア ドミニス トレー タを除 く。)合 格者であ って、実務経験

(システムエ ンジニア リング業務)を3年 以上有 しているこ
と。

(4)実習において、生徒が20人 を超える場合は、1入 以上の助手

[※3]を 置 くこと。
(5)専任教員の授業の受持ち時間は、教育研究 ・学生指導等を考慮

し、一人当たり、時間割の中の週15時限以内を目安 とす る。

(6)専任教員 については、年間の研修計画に基づ き、外 部の研修の

受講 を含む十分 な研修を行うこと。

3.情 報処理教育機関が設置する学科において用いる施設及び設備

(1)カリキュラムに沿った演習 ・実習を効果的に行い得 る環境が整

備 されてること。

(2)実習用のバ一一ドウエア、ソフ トウェアが十分に整備されているこ

と。

4.情 報処理教育機関の運営体制

(1)高度情報処理技術者 を目指す生徒 を育成する専門教育機関 とし

て、その趣旨を理解 し、実施する意思を有 し、その推進 に必要

な体制が整備 されていること。

(2)専修学校設置基準又は同等以上の レベルを遵守 していること。
(3)適当な事務組織 を設けていること。

(4)科目の内容及び教育手法に係 る研究を継続発展させる体制 を設

けていること。

(5)専任教員に対 して、学科関連分野での学会活動や外部活動(例
えば海外研修や教材開発等)へ の支援 を行っていること。

(6)常に技術の動向を勘案 し環境及び指導方法を見直す体制 を設け
ていること。

(7)企業実習を実施する等企業 との連携 を図るように努力するこ
と。

(8)具体的なカリキュラム、教育内容、施設設備等を学校案内に明

示すること。

★ 情 報化 人材 育成 学 科(HA)(2年 制 学 科用)

1.情 報処理教育機関の設置する学科の内容

(1)情報化人材育成学科の人学時の実員の超過率は、定員(DL1,.ZU!,EIN
であること。

(2)修業期間は2年 間であ り、情報処理技術者としての知識、技術及
び実務 に応用できる能力の修得 を目的とするものであること。

(3)全修業期間にわたり、適切なカリキュラム編成を行っていること。

①情報処理教育機関カリキュラム(ll類A)に 準拠するとともに、
…般教養等を入れた独 自のカリキュラムを設置すること。

②教育の実施に当たっては、カリキュラムに沿っての演習・実
習を十分に行 うとともに実務教育(企 業実習や産学共同事業

等)の 充実に努めること。

③ 卒業研究を行い、その成果物 をまとめるよう指導 し、評価す
るこ と。

④進級 ・卒業基準 を明確にし、その評価及び考査 を適切に行 う
こと。

⑤放課後における自習が可能となるよう施設、設備 の開放 を行
うこと。

2.情 報処理教育機関の設置する学科において情報処理教育を担

当する者

(1)情報処理教育担当の教員は次の各号の一に該当する者であること。

①修士又は博士の学位 を有する者。

②大学卒業後2年 以後ヒの学科関連分野[※]の 教育、研究又は

業務 に従事 した者。

③高専 ・短大卒業後4年 以上の学科関連分野[※]の 教育、研
究又は業務に従事 した者。

④専門学校卒業後4年 以上(3年 制以上の場合は3年 以 ヒ)の

学科関連分野[※]の 教育、研究又は業務に従事した者。
(2)生徒定員40人 に対 し1人 以上の専任教員[※2]を 置くこと。

(3)専任教員のve以 上が情報処理技術者試験(2種 、システムア ドミ
ニス トレータを除 く。)合格者であって当該年度から3年 以内に

10日間以上、学科関連分野の業務に従事 した経験又は学科関連分

野の外部の研修を受講 した経験 を有 している者。

(4)実習において、生徒が20人 を超える場合は、1人 以上の助手

[※3]を 置 くこと。

(5)専任教員の授 業の受持ち時間は、教育研究 ・学生指導等 を考慮

し、一人当た り、時間割 りの中の週15時限以内を目安とする。

(6)専任教員については、年間の研修計画 に基づ き、外部の研修の受

講 を含む十分な研修 を行 うこと。

3.情 報処理 教育機関が設置する学科において用いる施設及び設備

(1)カリキュラムに沿 った演習 ・実習を効果的に行い得 る環境が整
備 されていること。

(2)実習用のハー ドウエア、ソフ トウェアが十分に整備 されている
こと。

4.情 報処理教育機関の運営体制

(1)高度情報処理技術者を目指す生徒を育成する専門教育機関とし
て、その趣旨を理解 し、実施する意思 を有 し、その推進に必要

な体制が整備 されていること。

(2)専修学校設置基準又は同等以上の レベルを遵守 していること。

(3)適当な事務組織 を設けていること。

(4)科目の内容及び教育手法に係る研究 を継続発展 させる体制を設

けていること。

(5)専任教員に対 して、学科関連分野での学会活動や外部活動(例

えば海外研修や教材開発等)へ の支援 を行っているこ と。

(6)常に技術の動向 を勘案し環境及び指導方法を見直す体制 を設け

ていること。

(7)企業実習 を実施する等企業との連携を図るように努力すること。

(8)具体的なカリキュラム、教育内容、施設設備等を学校案内に明

示すること。

[※]学 科関連分野とは、情報処理教育機関カリキュラムに定め
られた科目に関連する分野を指す。

[※2]専 任教員 とは、情報化人材育成学科を主に受け持つ常勤
の教員 を指す。

[※3]助 手 とは、教員 を補佐 して情報処理教育の指導 を行 う能

力を有するものであって、学科関連分野の教育、研究、

業務に従事 した経験 を有 している者。
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資料4

実習用ハー ドウェア及びソフ トウェアの認定基準

ハー ドウェアの分類お よび設定条件

1.パ ソ コ ン(又 はWS又 は 汎 用 機[端 末]の セ ッ ト)

2.ピ ア ツ ー ピ ア 、 又 は ク ラ イ ア ン トサ ー バ のLANモ デ ル 環 境

3.マ ル チ メ デ ィ ア周 辺 機 器

ソフ トウェアの分類および設定条件

1.ワ ー プ ロ ソ フ ト

2.表 計 算 ソ フ ト

3.デ ー タベ ー ス(簡 易 な もの)

4.デ ー タベ ー ス(DBMS)

5.パ ソ コ ン通 信 ソ フ ト

6.エ デ ィ タ

7.C言 語 の コ ンパ イ ラ とデ バ ッガ 、 ト レー サ

(但 し、 デ バ ッ ガ と トレ ー サ が 付 属 して い る もの は
、 個 別 に不 要)

8.GUI(ウ イ ン ドウ ズ3.1以 上 等)

9.CASE又 は 、 開 発 支 援 ツ ー ル

10.MS-DOSver5.0以 上

11.SQL

12.ネ ッ トワ ー クOS

13.GUI上 で 画 面 設 定 を支 援 す る ツ ー ル

14.マ ル チ メ デ ィ ア支 援 ・作 成 ツ ー ル

7
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資料5

情報 化人材 育成学科(1)

認定の有効期間 平成6年4月1日 から平成9年3月31日

(学)筑 波研 究 学 園 筑 波研 究学 園 専 門学 校 電 子情 報工 学 科
理 事 長 高 良 和 武 茨 城 県 ヒ浦 市 ヒ高津 字宮 脇1601

(学)駿 河 台 学 園 駿 台aSf－情 報 専門学 校 高度 情 報技 術 科(3年 制)
理 事長 山 崎 春 之 東 京 都 豊 島 区 南 池 袋2-33-2

(学)日 本 電 子 工 学 院 日本 －L学院 専 門 学 校 情 報 処 理 科3年 制 受 験 コー ス
理 事 長 片 柳 鴻 東 京 都 大 田 区 西 蒲 田5-23-22

(学)H本 電 子 工 学 院 日本.L学 院 八 王 子専 門 学校 情 報 処 理 科3年 制 テ クニ カ ル コ ー ス
理 事 長 片 柳 鴻 東 京 都 八 王j二布片 倉 町1404-1

(学)電 子学 園 日本 電 子 専 門 学 校 シニ ア情 報 処 理 科
理 事 長 大 嶋 志 ん 東 京 都 新 宿 区 百人 町1-25-4

(学)岩 崎 学 園 情 報科 学 専門 学 校 新 横 浜 校 情 報 工 学 科
理 事 長 岩 崎 智 美 神 奈 川 県 横 浜 市港 北 区 新 横 浜2-4・-10

(学)静 岡理 工 科 大学 静 岡産 業 技 術 専門 学 校 情 報 シ ス テ ム研 究 科 海 外 研 修 コ ー ス
理 事長 齢 木 通 弘 静 岡県 静 岡 市 宮 前 町110-11

(学)鶴 学 園 広 島工 業大 学 専 門学 校 情 報 シス テ ム 工 学 科
理 事 長 鶴 嚢 広 島県 広 島 市西 区 福 島町2・-1-1

(学)麻 生塾 麻 生 電 子 ビ ジ ネ ス専 門学 校 情 報 シ ス テ ム工 学 科
理 事 長 麻 生 泰 福 岡 県福 岡 市博 多 区 博 多 駅 南2-12-32

情報化人材 育成学科(EA)

認定の有効期間 平成6年4月1日 から平成8年3月31日

(学)電 子開発学園 北海道電子計算機専門学校 情報システム科(2年 課程)
理事長 松尾三郎 北海道札幌市白石区菊水六条3-4-28

(学)日 本電子工学続 目本工学院北海道専門学校 情報処理科情報処理資格 コース
理事長 片柳 鴻 北海道登別市札内町184-3

(学)緑 ヶ岡学園 釧路情報処理専門学校 情報処理料
理事長 小船井武次郎 北海道釧路市緑ケ岡1・-10・-42

(学)緑 ヶ岡学園 釧路情報処理専門学校 システム工学科
理事長 小船井武次郎 北海道釧路市緑ケ岡1-10-42

(学)柴 田学園 東北コンピュータ専門学校 情報処理本科
理事長 今村城太郎 青森県弘前市坂本町5-7

(学)日 本コンピュータ学園 東北電子計算機専門学校 電子計算機高等科Aグ ループ
理事長 持丸寛一郎 宮城県仙台市青葉区花京院1-3--1

(学)最 上広域コア学園 新庄コンピュータ専門学校 情報システム工学科
理事長 山本・明 山形県新庄市十日町6162-11

(学)筑 波研究学園 筑波研究学園専門学校 情報システム学科(2年 制)
理事長 高良和武 茨城県土浦市上高津字宮脇1601

(学)三 横学園 千葉スクール ・オブ ・ビジネス コンピュータビジネス科
理事長 三橋敏雄 千葉県習志野市津田沼6-・12-12

(学)千 代田学園 千代田工科芸術専門学校 情報処理科
理事長 高崎貞三郎 東京都台東区下谷1-5-30

(学)電 子学園 日本電子専門学校 情報システム開発科
理事長 大嶋志ん 東京都新宿区百人町1-25-"1

(学)駿 河台学園 駿台電子情報専門学校 シニアプログラマ科高度情報技術者コース
理事長 山崎春之 東京都豊島区南池袋2-33--2

(学)柏 崎情報開発学院 柏崎情報開発学院 情報処理専門科
理事長 西川正純 新潟県柏崎市若葉町2-31

(学)エ スイー学園、エプソン情報科学専門学校 情報システム科
理事長 中村恒也 長野県諏訪市大和3-6-12

上田情報ビジネス専門学校 情報処理科
理事長 佐藤 勲 長野県上田市中央3-7-5

(学)名 古屋大原学園 静岡情報ビジネス専門学校 情報処理科
理事長 杉山孝男 静岡県静岡市柚木103-1

(学)中 村学園 専門学校静岡スクールオブビジネス システムエンジニア科システムエンジニアコース
理事長 中村忠雄 静岡県静岡市南町13-5

㈱エスシーシー 名古屋情報経理専門学校 情報管理料
理事長 松尾、泰 愛知県名古屋市中区栄4-15-14

(学)名 古屋学園 名古屋情報産業専門学校 情報処理学科
理事長 伊藤千恵子 愛知県名古屋市中区伊勢山2-13-28

㈱エスシーシー 名古屋電子計算機専門学校 情報システム科
理事長 松尾 泰 愛知県名古屋市熱田区大宝4-19-14
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寄 稼'潔 説

情報化人材育成学科(HA)

認定の有効期間 平成6年4月1日 から平成8年3月31日

(学)麟 養園
西辮 ンピ嚇 莫麟 笠区南離 塁科

(学)纂 璽発鍵ll大 鷲 離 職 農罐
本、鵠 システム科

(学)縫 實園
永纏 ンピ獄 裏欝 欝大寺舗 礁 ム科

昧 海鱗 ジ謙;2学 ㌔
取鷺葉論 蓬撒21醐 酬 ・

㈱ ㌶ 発灘 鵠 中震 羅 §罐 農箆箔
山本欝潔 テム科

(学)鐘 §鼠
穴㌫ ンピ薦 藁潮 繋,ユ ぎ処理科

(学)鍵 醗 島工糞大学塁麟
島市離 鴛欝 製1㌍ コース・

(学)躍 ア岳馴 ロコ嚇 元ζ露 雷簾
,認 報システム工学科

(学)鍵 園
井離 呈ンピ薙 織 霊 町1。碧報処理科システムデザ・ナ・一ス

(学)譲 発艦ll九 州闘 鷺 発灘 誓罐 窪
野灘 システム科

(学'縫 豊 麗 電委ビジ謙 麟
博多蔑聯 離 四2

(学)灘 発灘 ≧ll九州竃詰 篭欝離 鑓 禦
1譜 報・ステム科

(学)㌶ 発艦ll九 州莫撒 馨罐 詰 莞
、 情報システム科

(学)纂 翼発鶏 ≧認九州麗孟離 塁冒灘 醗 情報システム科

(学)議 ク繊 鑓 門学鱗 形 そ鐘 蹴
竜麟 瓢 学科

情報化人材 育成学科(1)

認定の有効期間 平成7年4月1日 から平成10年3月31日

(学)離離
理撒 編 廷 トス`藪嬬z斌1・ 鐘 絃 鑑 ㌶ 織 工 、4-、,

情報化人材 育成 学科(IA)

認定の有効期間 平成7年4月1日 から平成9年3月31日

(学)騰 学塁
川婁麦工業謙 露 馨上柴篇醤欝 科情報処酬 情報システム専攻

(学)三 橋 学 園 船 橋 情 報 ビ ジ ネス 専 門学 校 情 報処 理 科 シス テ ム コー ス理 事 長 鳥
居 勝 一 千 葉 県 船橋 市 本 町7-12-16

(学)鎧 養園
小麟 校東棄景㌶ 纏 と認 情報処酬

(学)縫 子弄議院
鴻躰 柔籍 莫器霞 蒲田蟻 壁 科テ・二・ルー ス

(学)撰 礪 院
鴻日本講 撰 箒櫟14。4曹 報処理科テ・二・ル・一ス 、

(学)纂 養園
大隠 子専畏鱗 縮 欝 笑驚 、頸 部)

富士通縫L蕊 遷電矯F野
東議 灘1新 蒲M、.、7-、,

(学)譲 発㌶ 鵠 新覇霧藁鶉 麟 翼翼
、3情報システム科

(学)灘 銚 蹴 毅 《デン騒`一 繊 《 錨 絃 謡 繍 遠 端 弘

5
日本理工情報専門学校 情報システム科Aコ ース

設置者 瓶井武雄 大阪府大阪市東淀川区大隅1-1-25

富士通(株)富 士通関西専門学院 情報処理科
代表取締役社長 関澤 義 大阪府大阪市中央区城見2-2-6

(学)聾螺 繰 合専聯
北九㍊ 柔㌫ 露 蒜 ㍑ 声 ・

♪
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一答め構築 を目指 して一

電子商取引実証推進協議会

`
き

巾
‡

畳
■

1.電 子商取 引(EC)と は

最近EC(エ レクトロニ ック ・コマース)が 話 題 に

なっています。実際、この言葉が新聞に登場 したのは

1995年 か らに過 ぎませ んが、今やインターネットとと

もに最 もホットなキーワー ドとして注目されてい ます。

EC自 体新 しい概念 だけに、その意味や範囲 につ

いて は多様 な考 え方 が あ ります が 、 一般 的 に は

「ネ ッ トワー クを活用 して、設計 、開発 、広告、受発

注 、購 入、決済 などのあ らゆる経済 活動 を行 な うこ

と」 と捉 えられてい ます 。通商産業省で は、ECを

以下の3つ の類型 に分けて説明 してい ます。

第1は 、「企業 と消費者間の電子商取引」 であ り、

電子店舗(バ ーチャルモール)や 電子決済 によって、

消費者の経済活動 を高度化 しよう とい うもの。

第2は 、 「不 特定 多数企 業 間の電子 商取 引」 で、

オープ ンEDI、 競 りシステム、電子公証 シス

テムな ど不特定多数の企業が参加で きるEC。

第3は 、「特定企業 間の電子商取引」で、開発 ・設計

,
窟

f

暴

から部品在庫管理、決済まであらゆる段階での情

報共有により産業の活性化、効率化をはかろうと

いうもの。その典型的例としてCALSが ある。

通商産業省ではこれらのECの 実現のため、平成

7年 度補正予算(1次/2次)で315億 円を確保 し、

積極的な施策を展開しています。

2.電 子商取 引実証推進協議会 の設立

(1)設 立 の背景 と経緯

ECの3類 型の うち、第1の 「企業 と消 費者 間の

EC」 については、平成7年 度1次 補正予算 のエレクト

ロニックコマース推 進事業(100億 円)が 充当され、その

実現 に向けての技術 開発 と実証実験が行 なわれ るこ

とにな りました。このため通商産業省では、昨年10月 か

ら11月 にかけて広 くプロジェク トを公募 し、最終的 に

19の プロジェク トが実施 されることにな りま した。

また、ECを 実現するには共通プラ ットフ ォームの

構築が不可欠 との観点か ら、これらプロジェク トを相

'
◇
乙

噸"蓄轍㎏
。

鞭 ∵鎌.

設立総 会
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互 に連携 し、さらに成果 を広 く社会に普及す る場 と し

て「電子商取引実証推進協議会」が設立 されることにな

りました。つ まり、それぞれのプロジェクトがバラバラに

進め られるのではな く、協議会 とい う場 を通 じて相互

に連携 することによって、多様 な技術 の実証実験 を行

な う巨大なテス トベッドが完成す るこ とにな ります。

平成7年12月12日 には第1回 設立準備委員会が開催

され、協議 会設立に向けて本格的な動 きがス ター トし

ま した。同21日 に第2回 準備委員会、同27日 には発起 人

会が開催 されました。平成8年1月8日 には、事務局が

置かれ る(財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進

セ ンター(JIPDEC/CII)の 中に、設立準備

室が設置 され ました。同12日 には、第3回 準備委員会が

開催 され、会則や規定類の詰めが行 なわれ ま した。

平成8年1月24日 には設立総 会/第1回 理事 会/

設立記念パーテ ィが行 なわれ、電子商取引実証推進

協議 会(略 称;EC協 議 会/英 文 略称;ECOM

(ElectronicCommercePromotionCouncilof

Japan))が 船出 を しま した。なお、同総会 において、

EC協 議 会の会長 には、発起人代 表の井 川博氏(日

本情報処理 開発協会会長)が 選出 され ま した。

(2)組 織

協議 会の組織 は図の ようになってい ます。事務局

は前述 の ように、JIPDEC/CIIの 中に置か

れてお り、その中核 を成 すのが12のWG(ワ ーキ ン

ググループ)で す。 これは、企業 と消費者間のEC

を実現 す るため に解 決すべ き共通 の課題の検 討 を行

なう場 で、技術問題対応 で8WG、 制度 問題対応 で

3WG、 さらに国際連携 で1WGあ ります。

前項で も指摘 しましたように、EC推 進事業の19プ

ロジェク トが このWGの 中で意見交換 を した り、場合

によってはコンセ ンサス を形成することに よって、プ

ロジ ェク ト間の連携 が強 化 され ます。また、19プ ロ

ジェク トの コンソーシアムに参加 していない企業 も、

協議会 を通 じてWGの 成果 としての各種情報 を入手

するこ とに より、それぞれのECプ ロジェク トに役立

電子商取引実証推進協議会 組織体制

「 一 一 一 一 ー 一 一 一 一 一 一 ー 一 一 一 一 ー ー 一 一 一 一 ー ー ー ー 一 ⊃

商品属性情報標準化検討WG

複合 コンテ ンツ対応技術(エ ー ジェ ン ト機能)検 討WG

コ ンテ ンツプロバ イダー/MALL間 ビジネスプロ トコル検討WG

共通セキュ リテ ィ関連技術検討WG

本 人認 証技 術検討WG

ICカ ー ドWG

認証局検討WG

ト

|

国際取引WG

プライバシー問題検討WG

電子商取引決済関連制度問題検討WG

ノ 「

1

|

1

1

事 務 局1

(事務局 長)1

:u竺

.三豊饗 難 竺鍵 塾楚楚 二 _一__二 二__」

'
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てることが期待 されるなど、WGはEC協 議会の コア

となる ものです。なお、WGと は別 に、19プロジェク ト

等の代表者で構成 され る「プロジェク ト連絡調整委員

会」も設置 される ことになってい ます。

事務局で はまた、WWWサ ーバー によって、プロ

ジェク トやWGの 活動状 況 を会員は もとより、広 く

一般 に提供す ることに してい ます。 さらに、ECに

関す る内外 の情報収集や セ ミナー等 に よる啓蒙普及

活動 に も力 を入れてい くことに してい ます。

(3)会 員

会員 には、理事 会員 、正会員A、 正会員B、 特別

会員の4種 があ ります。年会費 は、それぞれ300万

円、70万 円、20万 円、免除となっています。理事会

員は協議会の理事 または監事になる会員、正会員A

は理事会員とともに委員会やWG等 による事業活動

に参加する会員です。正会員BはWG等 には参加で

きないが、事業成果や関連情報の利用については理

事会員、正会員Aと 同様に享受することができます。

特別会員は、協議会が事業 を遂行するに当たって協

力をいただ く公益法人等の団体です。

なお、3月22日 現在の会員は、理事会員23社 、A

会員72社 、B会 員74社 、特別会員6社 の合計175社

となっています。

(4)事 務所

EC協 議会の事務所が3月21日 にタイム24ビ ル

口EC協 議 会 理 事 ・監 事(氏 名50音順/敬 称略)

理 事

監 事

井川 博

池内 正昭

金井 務

金子 尚志

神林 留雄

北岡 隆

北城格太郎

佐藤 文夫

澤村 紫光

関澤 義

高橋 貞巳

ダグラス◆W・ロレンッ

玉井 英二

辻野 猛

中内 功

橋本k昌 三

花村 邦昭

藤關 勝宏

古谷九八郎

槙原 稔

矢内・}廣

山田 洋二

領木新一郎

橋本 俊作

(財)日 本情報処理開発協会 会長

㈱ ジェーシービー 取締役社長

㈱ 日立製作所 取締役社長

日本電気㈱ 社長

エヌ・テイ・テイ・データ通信㈱ 代表取締役社長

三菱電機㈱ 代表取締役社長

日本アイ・ピー・エム㈱ 代表取締役社長

㈱東芝 取締役社長

沖電気工業㈱ 取締役社長

富士通㈱ 代表取締役社長

㈱i三菱総合研究所 取締役社長

マスターカード・インタナショナル・ジャパン・インク 在日代表

㈱住友クレジットサービス 代表取締役社長

ユーシーカー ド㈱ 取締役社長

㈱ ダイエー 代表取締役会長兼社長

㈱野村総合研究所 取締役社長

㈱日本総合研究所 代表取締役社長

㈱西友 代表取締役社長

VISA・インターナショナル 日本総支配人

三菱商事㈱ 取締役社長

ぴあ㈱ 代表取締役社長

日本信販㈱ 代表取締役会長兼社長

大阪ガス㈱ 代表取締役社長

㈱ さくら銀行 頭取
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口EC協 議 会参 加 企 業 ・団体(平 成8年3月22日 現在175社)

理 事会 員(計23社)
エヌ ・テ イ ・テ イ ・デー タ通信㈱

大阪 ガス㈱

沖電気工業㈱

㈱ さくら銀行

㈱ ジェーシー ビー

㈱ 住友 ク レジ ットサ ービス

㈱ 西友

㈱ ダイエ ー

㈱ 東芝

日本ア イ ・ピー ・エム㈱

日本信販㈱

㈱ 日本総 合研 究所

日本電気㈱

㈱野村総合研究所

ぴあ㈱

VISA・ インターナショナル

㈱ 日立製作所

富士通㈱
マスターカード・インタナショナル・ジャパン・インク

三菱商事㈱

㈱ 三菱総合研究所

三菱電機㈱
ユ ーシーカー ド㈱

正会員A(計72社)

㈱ アスキー

㈱ アプラス

㈱ ア ドバンス

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル

ア ンリツ㈱

イオンクレジッ トサー ビス㈱

ウッ ドラン ド㈱

㈱SRA

㈱SRA東 北

NTTソ フ トウェア㈱

オムロ ン㈱

㈱ オ リエ ントコーポレーション

(財)関 西情 報センター

㈱ キヤディツクス

キャノン販売㈱

㈱京セラ マルチノディア コーボレーション

㈱ クレデ ィセゾ ン

㈲ グローバルフ レン ドシ ップ
グ ロー リー工 業㈱

国内信販

㈱ コンテ ック
㈱ 三和総 合研究所

㈱CRC総 合研究所

㈱ シー ・アイ'シ ー
CEO協 議会

ジェフサセ ン トラル㈱

㈱ 資生堂
シ ャープ㈱

ジ ャスコ㈱

㈱ ジャス トシステム

㈱ ジャックス

昌栄印刷㈱

㈱ 情報通信総合研究所

神鋼電機㈱

鈴与商事㈱
㈱ 西武 百貨店

セコム㈱

㈱ セゾン情報 システムズ

㈱セ ン トラルファイナ ンス
ソニ ー㈱

㈱ ソニーファイナンスインターナショナル

大東京火災海上保 険㈱

大 日本印刷㈱

大和総研㈱

㈱ デイーシーカー ド

㈱ディジタル・ビジョン・ラボラトリーズ

㈱TOKAI

東京海上火災保 険㈱

東電 ソフ トウェア㈱

㈱東洋 情報システム

凸版印刷㈱

㈱土木情報サ ービス
日本電装㈱

㈱ 日本 ダイナース クラブ
日本ベ リフォー ン㈱

日本ユ ニシス㈱

(財)ニ ューメディア開発協 会
㈱ハ イコム

㈱ ピープル

日立 クレジ ット㈱

㈱ 日立情報 システムズ

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱

富士通エ フ ・アイ ・ピー㈱

松 下産業機 器㈱

三菱電機情 報ネ ッ トワーク㈱

㈱ ミ リオンカー ド ・サ ービス

㈱名鉄 コンピュー タサー ビス

メモ レックス ・テ レックス㈱

安川情報システム㈱

安田火災海 上保険㈱

㈱ ライフ

㈱ ワコム

正会員B(計74社)

㈱ ア イア ン ドエス

㈱ アルゴテ クノス21

伊藤忠 商事㈱

㈱ ヒ田ケープルビジョン

上田 商工会議所
エスエ イテ ィーテ イー㈱

㈱SSコ ミュニケー ションズ

㈱NHKソ フ トウェア
NTTエ レクトロニクステクノロジー㈱

㈱ 大塚 商会

沖 ソフ トウェア㈱

㈱お酒の情報館

オリックス㈱

㈱ 学習研 究社

川鉄情報 システム㈱

㈱ ケ ンウ ッ ド

㈱建 築資料研究社

国際電気㈱

㈱ さ くらケーシーエ ス

さくら情報 システム㈱

㈱ さくら総合研 究所

㈱ サ ンリオ

㈱CSK
ジオ㈱

㈱ ジャルカー ド

㈱ シンフォニ ック

㈱ス ミス

住友ス リーエム㈱
セ イコーエプ ソン㈱

㈱ ダイイチ

㈱ 第一勧銀情 報シス テム
㈱ 大興電機製作所

㈱ タツノ

(学)中 央情報学園
㈱ ツアー ネツ ト

九十九電機㈱

TDCソ フトウェアエンジニアリング㈱

デジ タル ・メディア ・ラボ㈱

㈱ 電算

㈱ 東海銀行

㈱ 東武百貨店

長瀬産業㈱
日製 産業㈱

㈱ 日本交通公社

日本 コダック㈱

日本 シリコングラ フィックス㈱

日本信 号㈱

日本生命保険(相)

日本 タンデム コンビュー ターズ㈱

日本 ディジタルイクィッブメン ト㈱

日本 データカー ド㈱

日本電気 ソフ トウェア㈱

日本電子開発㈱

日本電 子計算㈱

日本 メナー ド化粧 品㈱

㈱ ノヴ ァ

㈱ ノヴ ァ情 報システム

㈱パ ルコ

㈱ ピー ・ユ ー ・ジー
ヒューマ ンメデ ィア創造 センター

㈱ベ ネッセ コーポ レー ション

北電情報 システムサー ピス㈱
マ イルス トーン㈱

松 下電器産 業㈱

三谷産業㈱

三井造船㈱

三菱マテ リアル㈱

㈱ ミルキー ウェイ

山一情報 システム㈱

(学)代 々木ゼ ミナール

㈱ リクルー ト

㈱ リコー

㈱ ローレルインテリジェントシステムズ

特別会員(計6団 体)
(財)金融情報システムセンター
(財)情報処理相互運用技術協会
日本銀行

(社)日本クレジット産業協会
日本貿易振興会

(財)日本情報処理開発協会
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■ 日経 テ レコンに よる1990年 以 降のキ ーワー ド ・

ヒッ ト件数推移(対 象 は日経4紙 のほか朝 日
、読

売 、毎 日、 日刊工 業 、産経 の各紙

キ ー ワ ー ド 90 91 92 93 94 95

CATV 862 820 788 1117 2310 1795

マ ル チ メデ ィ ア 356 585 1200 2046 7480 7725

EDI 42 86 84 80 120 150

イ ン タ ・一ネ ッ ト 一
6 10 61 1017 7757

CALS 57 338

工助 団 ニック ・コマース
104

(臨界副都心)に オープンしました。場所 と連絡先等

は以下のとお りです(た だし、3月 中は立上げの最中

によりご迷惑をかけるかも知れません。また、電子 メ
ぶ

一ル は4月 以降にな ります し
、 ホームページの利用

はその後 にな ります。急 ピッチで体制 を整備 いた し

ますので、どうぞ宜 し くお願い申 し上 げます。また、

平成7年 度1次 補正予算 によるEC19プ ロジェク ト

の内容お よびECOMの12のWGの 活動等 につ きま

しては、何 れあたらめてご報告いた します) 。

EC協 議会事務局:

住 所:〒135-73

江東 区青海2--45タ イム24ビ ル10階

電 話:03-5531-0061、0062.、

FAX:03-5531-0068
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富士通株式会社

代表取締役社長 関 澤 義

去る1月31日(水)～2月2日(金)の3日 間、平

成7年 度第2回 コンピュー タ ・トップセ ミナーが 開

催 され ま した。

本 セ ミナーは(社)日 本電子工業振興協会 との共催

により政府各官庁 の幹部 を対象 に毎年夏、冬2回 開

催 している ものです。 このセ ミナーで は、毎回 コン

ピュータ ・メー カ6社(沖 電気工業株式会社 、株式会

社東芝 、日本電気株式会社、株 式会社 日立製作所、富

士通株式会社、三菱電機株式 会社)の 社長 に持回 りで

ご講演 をお願い しています。今 回は、2月2日(金)

に行われ ま した、富士通株 式会社 代表取締役社長

関澤 義氏の ご講演 についてご報告いた します。

情 報 技 術 の 展 望 一 パーソナルコンピュータ・マルチメディア・ネットワーク

●大 きな潮流一 マスか らパー ソナルへ

今、世の 中全般 で非常 に大 きな流れが一つ起 こっ

てい ます。マスか らパ ー ソナルへ とい う潮流 です。

いわゆる、どんぶ り勘定でモ ノを大量 につ くって一

斉 に売 って しまうとい う大量 生産か ら、非常 に多様

化 して きているユ ーザニーズに合 わせた多品種 少量

生産へ と、あるいは輸送 も大量輸送 か ら、小 口の宅

配便へ とい う流 れがあ ります 。これ らも、結局 は、情

報 ネ ットワー クに よって多数の製品や部材の管理が

で きる、あ るいは膨 大 な荷物 一つ ひ とつ を しっか り

把握 し得てい るか ら可能なのです。 また、現在の コ

ンビニエ ンスス トア も、地域特性や お客様の層 一例

えば学生が多い とか、若い家庭 が多 い とか 一あ るい

は時間帯別の客層 を捉 える とい った非常 に きめ細か

いマ ーケテ ィングをベース に展 開 されてい ます。そ

れが功 を奏 して、小売業が不振の なかで も、コンビ

ニエ ンスス トアは増収 ・増益 とい うところがあ るわ

けです 。 これ もバ ックグ ラウ ン ドには高度 な情報

ネッ トワー クがあ ります。少 し意味合いが違 い ます

が年功序列 か ら能力主義 というこ ともよ く問題 にさ

れ ます。これ も、結局集団 と しての評価 か ら個人の

評価への シフ トとい うことです。 また、メデ ィアに

して も、従来のマス メデ ィアか らインタラクテ ィブ

メデ ィア、パー ソナルメデ ィアへ と変 わって来てい

るわけです。こういったマ スか らパ ーソナルへの と

い う大 きな流れがあ り、その背景 には情報技術の進

歩が大 きく関 わっている と考 えてお ります。

[個人に向かう情報化]

情報化自体 も、やはり個をめざして進展 していま

す。最初はやは り企業の情報化ということから1970

年頃にスター トしています。80年代になって今度は

企業内の個人の情報化、これがパソコン、そ してOA

ということで随分進歩 しました。それに合わせて

オープン化、つまりどこの会社のものでも組み合わ

せて使えるという時代になってきた。それがクライ

アント/サ ーバ とよばれる新 しい形態に発展 してき

ました。そ して、90年 代に入ると、今度は生活者 と
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しての個人の情報化 一これは仕事 で使 うこと もあれ

ば 自分の趣 味 ・生活で使 うこともあ りますが 一パ ソ

コン通 信、 あ るい は家庭 向 けのパ ー ソナ ル ・コ ン

ピュー タなど、い ろいろな ものが登場 して きました
。

[加速す るパー ソナル コンピュータの普及]

この ような個 の情報化の中心的役割 を担 うのがパ

ソコ ンです。いろいろ報道 されている とお りパ ソコ

ンが昨年 か ら非常 に売れ始め ま した。家庭の普及率

も10%を 超えた ようです。これは大 きな意味 合い を

持 つ数字 です。つ ま り今 までの家電業界では、家庭

普及率が10%を 超 える とテイクオフす るという経験

則があ ります。 したが って、いわゆ る情 報家電 と し

て家庭 向けのパソコンがテ イクオフする年 と見 るこ

とがで きます。テ レビが だいたい年間1000万 台 出る

わけですが、現在パ ソコンは95年 度 で500万 台強
、

来年度 は700万 台強 と言 われてお ります。たぶん再

来年 ぐらいにはテ レビを追い越 す とい うことにな り

そ うで、そ うなると非常 に大 きな家庭 内の情報機器

に成長す るのではないか と思 い ます。 ただ、普及 に

加速がつ きは じめ たとは言いなが ら米 国 と比較 しま

す と残念 なが らかな り遅れてい ます。米国 は人 口が

日本の約 倍 あ りますの で、それ を補正 して米 国 を

100と した場合の数字で比較 します と、 日本 のパ ソ

コンの出荷 台数は34で す。絶対 数では、五分 の一以

下 とい うこ とにな ります。ビジネスマ ンー人当た り

のパ ソコ ンの設置台数では27、 パ ソコン通信加 入者

数で66、 移動体電話加入者数で23、CATVで8と

な ります。公共部 門でみ ます と、日本の場合1994年

の数字で情報化 白書その他 のデータか らの数字 です

が、中央行 政機 関で はパ ソコン一台当 た り5 .3人 、地

方 はもっと普及が遅 れていて一台当た り12 .6人 、学

校 では1993年 の数字 で一台当た り生徒 数32人 です。

それに対 し、米 国は1991年 あるいは1992年 の数字

ですが、連邦 政府で一台当た り2 .6人 、学校 で一台

当た り12入 とい うこ とで す。多分 この差は この4 、

5年 の間 にさ らに開いたの ではないか と思 い ます
。

あ る意味では大変心 配だ とい うことですが、逆 に言

えばこれか らやるこ とは山 ほどあるな という意味 に

捉 えるこ ともで きます。

[マル チメデ ィアー情報範 囲の拡大]

次 に技術 的な話 ですが 、マイクロプロセ ッサの性

能 とメデ ィアの関係 を整理 してみたい と思 い ます。

一ーマイ クロ プロセサの性能 向上 と扱 える メデ
ィアの拡 大一
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半導 体 の技術 の進 歩 に支 え られ たマ イク ロプロ

セ ッサは、ほ とんど直線的(対 数 グラフ)に 機能
、性

能が向上 してい ます。それに従 って、メデ ィアも英

数字か ら漢字、静止画 、簡易動 画 と拡大 して きて、現

在 は動 画の入口 に来てい ます。 したが って、2000年

にはパ ソコ ンで相 当なクオ リテ ィの、例えば高精細

のハ イビジ ョンみたいな映像 を出せ るとい う技術的

な裏付 けがある程度 あ ります。「マルチメディアって

何 なの さ」 と言われてか らもう何 年か経 ちます が、

最近実際 に使 われ始めて きてい ます。例 えばマルチ

メデ ィア グループ ウェア とい った ことで呼 ばれ るシ

ステムです。パ ソコン上 であ らゆる情報が扱 える よ

っになる と、それ を情報 の窓口 として、ネ ッ トワー

ク上で コ ミュニケーシ ョンが非常に効率 的に行 える

ようにな ります 。例 えば遠隔地の人 と仕 事 について

会 話 を しなが ら同時 に同 じ資料 を見 て ここが 良い、

あそ こが悪い とい うようなことがで きる。 うま く使

うとビジ ネスのス ピー ドが全然違 って きます。

[イ ンフラに成長 したパ ソコン通信]

次 にネ ッ トワー クとい う切 り口で見 てみ たい と思

い ます。 まず 、富士通 と日商岩 井 さん と共同で提供

してい るパ ソコン通信サ ービスNIFIY-Serveの 会員数

は、既 に150万 人 ぐらい になっています。非常に多 く

の方が この上 で情報 を収 集 ・交換 した り、物 を発 注

した りということをされています。 ビジネスの利用

も大変増 えてい ますが、 やは り個人市場 中心です。

特 に同好の志 に よるフ ォーラム とい うの が盛 ん で

す。例 えばバー ドウォッチ ングのフォー ラムには、

日本中でバー ドウ ォッチ ングが好き な人達が ここに

集 ま ります。集 まるとい って もネ ッ'トワー ク上 で集
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まるだけで、物理的 には沖縄 の人か ら北海道 の人 ま

で趣 味が同 じだ ということで集 まるわけです。 たま

には どんな人 か会 ってみ たいな とい う ことにな っ

て、 オフラインミーテ ィングをす るとい うこ とも始

ま って い ます。 極 端 な場 合 、 ネ ッ トワー ク上 の

フ ォーラムで知 り合 って結婚 した とい う入 も出て き

てい ます。

もう1つ オンライ ンシ ョッピングですが、昨今 イ

ンター ネ ッ ト上 で のエ レク トロニ ック ・コマー ス

(EC)が 話題 になって きていますが、NIFIY-Serveで は

既 に100以 上 のお店が 出店 されてい ます 。NIFTY-

Serveの 良い点は、インターネ ットと違 って、入会の

時、 ク レジ ッ トカー ドで 会費 を払 うとい うことに

なってい ます か ら身分 が非 常 に しっか りしてい ま

す。物 をオンラインシ ョッピングで買 って もらって

も料金 の取 り損は まずない とい うこ とが特徴です。

書籍/オ フィス用品

1.ク ロネコ ・書籍の 宅急便

3.有 隣堂Cu|ture-NET

5.八 貫洲 ブックセ ンター

7.嶋 是 アス クル

9.E■ShOP臥RUZEN

11.小 学館 電子 書店PAL

13.パ ソコ ン関 連書籍 宅配便

15,学 研 ダイ レク トシ ョップ

2.紀 伊 ■屋書 店 ・本 の広場.

4.三 省 堂BOOK急 便

6.ヒ サ ゴの オフ ィスサ プ ライ

8.講 談 社電子 売店

10.ダ イ イチ輸 入図 書取次 サー ビス

12.CITYNE了LINE

14.LεC東 京 リー ガ ルマ イン ド

爪 印曲 輪"嘱C噺.1蜘RMI凶Lt4`998

例 えば 「書籍/文 房具」 とういメニューを見 る と

ブ ック宅急便 とい うのがあ ります。これはヤマ ト運

輸 さんが始め られたサー ビスです。これは1冊 注文

して も380円 、10冊 注文 して も380円 です。例 えば、

沖縄 の方か ら聞いた話ですが、本屋 さんに行 って も

沖縄 の場合に欲 しい本が なかなか ない。取 り寄せる

までに1ヶ 月 もかかる。 ところがNIFr王Serve上 で

発注す ると4～5日 後 には届 きます。これは もう大

変便利 です。 もっ と便利 なのは、色 々な出版の団体

が本のデー タベース を作 ってお られ ましてそれで検

索 して発 注する ことがで きる。例えば、青森 の三内

丸山の縄文の新 しく発見 された遺跡 の関係 の本 とか

雑誌 をNIFTY-Serveで 検索 して、その本 をNIFTY-

Serve上 で注文す ると2、3日 で届 く、そ うい う世界

が広が ってい ます。この 中で ち ょっと特徴 的なのは、

広 島の家電量販店の ダイイチ さんが提 供 されている

米 国か らの原書 の輸入 サー ビスです 。従来 の書店経

由です と2ヶ 月程度 かかっていたのですが 、早 い も

のだ と2週 間程度 で届 き、かつ安い。ネ ッ トワー ク

とい うものに非常 に合っている とい うことで、まっ

た く別の業種 か ら参入 されたわけです。

[イ ンターネ ッ トの利用 の広 が り]

もう1つ ネ ッ トワーク とい うこ とでは、最近大変

話題 の インターネ ッ トが あ ります。 これは ご存知 だ

と思い ますが、 もともとは大学 とか研 究者の世界 で

始 ま りました。研究者 同士の電子 メールとか研究成

果の 入 った フ ァイ ルの転送 とい った使 い方 か ら始

まった わけです 。 これが 一般企 業 に公 開 され ま し

て、企業 の中でまず情報共有、 あるい は外部への情

報発信 といった ような使 い方が 出てきま した。富士

通 も社 内で情報共有 のためにこのインターネ ッ トの

インフラを使 ってお ります。 こ ういう使 い方 をイ ン

トラネッ トと呼 ぶそ うですが 、 ファイヤー ・ウ ォー

ル(防 火壁)と い うもの をソフ ト的 に設けて外か ら

は入れ ない ように してあ ります。情報発信 として公

開 してい ます富 士通 のホームページにはいろいろな

新 商品 の情 報 で ある とか、 イベ ン トや当社 のプ ロ

フ ィール とい った ものが出てい ます。 この場合や は

り情報がいか に新 しいか とい うこ とが重要 で して、

3ヶ 月前の新商品 とい うのは もう情報 としては全 く

値打 ちが あ りませ ん。情報 を新 しくするための投資

が大変重要です。将来は これが さらに個 人 とか社会

のなかに入 ってい くと、マーケティングや、エ レク

トロニ ック ・コマース と呼 ばれ る電子 商取引 などか

盛 んになるで しょう。それ らに関連 して、私 どもの

富士通研究所のパー ソナル研 究所 とい うところがサ

イバー ・スペース構想 というもの を進 めています。

CGの 技術 を使 って立体的 な空間 をつ くって、その な

か を歩 き、同 じ空間にいる人 とコミュニケーシ ョン

がで きるとい う世界 です。例 えば、街 の中 を歩 い

て、CDシ ョップに入 る。そ こで、店員 さんと会話

した りCDの 音 を試聴 した りする。 そ して気 に入 っ

た ら注文 をする という世界がだんだんできあが りつ

つあ ります。 こういった技術 に よって、エ レク トロ

ニ ック ・コマ ース 電子 商業 の世界 が 開けて き ま

す。
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製造業

亘 ス業 クレジ,ト
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マ イナスになったのに も関 わ らず、情報化投資 は落

ち ませ んで した。それ以降、情報 化投資 がGDPを 引 っ

張 るかた ちで急激に伸 びてい ます 。結果 と して、民

間設備投資 に占める情報化投資の割合 は、 日本の場

合 はず っ と10数%で 横 ばいで'93年18%に 対 し、米

国は'94年 度で37%に なってお ります。これが米国

の産業 が、BPRも 含めて競争力 を急激 に回復 した1

つのキ ーでは ないか と思い ます
。

情報産業の構造変化 と当社の取 り組み

不ッ トワー ク上 に仮想の テナ ン トスペース を設け

て 一スペース とい って も物理 的 なスペースではな く

て電子 的なスペ ースですけれ ども一そ こへ小 売業
、

製造業、サー ビス業、 ソフ ト業 とい った ような方 々

が、売 りたい もの をお店に出 して並 べ ます
。消費者

はその中へ入 ってい って、気 に入 ったら買 うわけで

すが、決済 は電子マ ネーになるわけです。その電子

マ ネーが本 当に偽金で ないか、本 人かを確 かめるた

めに、ち ょうどク レジ ッ トカー ドで信用 を調査す る

よ うに、認証機関 とい うものがネ ッ トワー ク上 で必

要 にな ります。この仮想の商店街 での取引が発生す

る と、現実の銀行、 クレジ ッ ト会社、あ るい は製造

業 ・小売業の ネ ッ トワークに情報 が送 られ実 際の も

のが作 られた り送 られ た り代金 の決済が され ます
。

特 に ソフ ト業 な どの場合 には当面は、注文 した ソフ

トがCD-ROMで 送 られるか も知 れませ んが
、や

がてはネ ッ トワークを通 して ソフ トその ものが送 ら

れて くる ようになるで しょう。一番の問題 はやは り

認証機関のテ クノ ロジー と社会の しくみ とい うこ と

だ と思い ます。

●遅 れる日本企業の情報化投資

この項の終わ りに、もう一度 日米 の情報化の比較

を してお きます 。日本 では、GDPの 伸 びが少 し滞 って

くる'90年 か ら急速 に情報化投 資の伸 び も落ち込 ん

でい ます。'92年 には前年比マ イナス になって
、'93

年 もマ イナス にな って しまい ま した。結局 不況 に

入 って情報化投資 も、他の費用 と同 じ様 に削減 され

た とい うことを表 してい ます。 ところが、米国で は

GDPの 伸 びが落 ち込 んで来 て もそれほ ど情報 化投資

は落 ちませんで した。特 に'9エ年 には(DPが 対前年度

これか ら富士通の例 を中心に して情報産業が どのよ

うに変わ ってきているか をご説 明 したい と思い ます
。

●情報産 業の構 造変化

ダウンサイジ ング/ソ フ ト化/サ ービス化

[コ ンピュータ売上 ランクにみる情 報産業 の変化]

世界 の コンピェー タビジネスの売上 ランクベス ト

10を 、'84年 、'89年 、'94年 と並べてみ ま した
。

'80年 代 の前半 は
、IBMを 中心 とした米 国の メ

インフレーマの時代 です。この年代 に活躍 した多 く

の メイ ンフ レーマは既 に現在 ラ ンクか ら姿 を消 して

お ります。この間非常に大 きな変化が あったこ とを

物語 ってい ます。'80年 代 の後半 にな ります と、当社

とか 日本電気 さん、日立 さんが上位 に進 出 して きま

す。 日本 勢対IBMと い う構 図が 世界 的に かな り

はっき りして来 たといえます。ただ、11位 以下に次

の世代 の兆候 が既 に現 れてい ます。11位 と16位 にパ

ソコ ンの ア ップル、 コンパ ック、ハー ドは一切持 た

ず にア ウ トソーシ ングなどあサ ∨ビス ビジネスだけ

を行 っているEDSが23位 、そ して今 をときめ くマ
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イクロソフ トが50位 に入 って きてい ます。1994年 に

な ります とコンパ ックが8位 、EDSが9位 とベス

ト10入 りしてお ります。サ ンマ イクロシステムズ と

い っワー クステ ーシ ョン中心に伸 びて きた会社が17

位 、マ イクロ ソフ トが50位 か ら一気 に19位 にな って

お ります。 ダウンサ イジング、 ソフ ト化、サー ビス

化 とい った非常 に激 しい情 報産 業の構 造変 化が起

こって きてい るわけです。富士通 自身 も情報部 門の

売上高 におけるハー ド、ノンハー ドの割 合は、ノ ン

ハー ドの部分が増加 してお り、間 もな くノ ンハ ー ド

の方がハー ドを追 い抜 くと思 います。 また、そ うで

ない と、先程 のEDSに 象徴 され るような世界の情

報産業の動向 に遅 れて しまうということにな ります。

[減少 する日本の ソフ ト部門の雇用]

ただ、大変心配 してい るのは 日米の情報産業の雇

用者数 の推移の差です。米国 も日本 もハー ド部門に

従事す る人達 は、同 じように減 ってい ます。 ところ

が 、日本ではハー ド部門 と一緒 に ソフ ト部 門 も伸 び

悩み をみせてい るのに対 して、米 国の場合 にはソフ

ト部 門の雇 用が増 えてい ます 。 ソ フ ト、あ るいは

サ ービス部門の雇用 が、減 ったハ ー ドの雇用 を補 っ

てい るとい う構造 になってい ます。つ ま り日本の ソ

フ ト部門 とい うのは まだ まだハ ー ド部 門に依 存 して

いてい るとい うこ とです。米 国の場合、 ソフ トウェ

アの製品やサ ービスがかな り独立性 をもって市場 を

形勢 し、情報産業 を牽引 して いるこ とが伺 えます。

今後、情報産業の雇用創 出 とい う意味で、ソ フ ト部

門の構 造改革が重要 な問題 となる と考 えてい ます。

●迫 られる構造改革 高付加価値体質への転換

[工場再編 と海外展開]"

円は、昨今若干戻 してお りますが瞬間的 に79円 に

までい きました。こうい った円高の圧力 に対抗 して

行 くには、否応 な しに日本の中 における仕事 の付加

価値 を上 げていか ざるを得 ませ ん。富士通 もい くつ

かの試み を行 って まい りま した。一つは、工場再編

と海外 展 開です 。付 加価 値 の少 ない もの は海外 へ

持 っていか ざる を得 ませ ん。私 どもの工場 も、価格

競争 力 を維持す るため に量産型の工場 は、東南 アジ

アへ展 開 してお ります。加 えて技術革新 も、工場再

編 を後押 ししてお ります。幾つかの工場 で、玉突現

象的 に仕事 を変えてい きました。そ して、工場の性

格 も量産型ではな くて、新 しい製造技術 を確 立する

開発型 の工場 と位置 づけて現 在運 用 してい ます 。 し

か し、その過程で、館林 にあ る工場 が、結局空洞化

とい うこ とになって しまい ました。そ こで、ここを、

拡大 しているアウ トソー シングビジネスのセ ンタに

衣替 えいた しま した。従来東京の蒲田 にセ ンタを置

いてい たのですが、手狭 になったのでサー ビス ビジ

ネスの拡大 という意味合 いでセ ンタにしたわけです。

そのセ ンタが あった東京の蒲 田の事業所 では新規 ビ

ジネスの創 出 とい うこ とで コンテ ンツラボ とい うも

の を開設 して、例 えば最近 ヒッ トしてお りますCD-

R㎝ 版 の 「世界の車 窓か ら」といった もを製作 してお

ります。結局、 こうい うことをや ります と、工場の

人達の職場の転換 と職種 の転換 をせ ざるを得 な くな

ります。当然、色 々な問題が従業員一人一人にあ り、

大変痛 みの伴 うこ とですが、それ を避 けてい る と、

先程 か ら申 し上 げているよ うな情報産業の構造変化

や海外展 開 といったことに対 して会社 が生 き残れ な

い とい うことです。私 と組合の委員長が各工場 をま

わ り従業員 には納 得いただ くようお願 い した しま し

た。ある意味で情報産業の構造変化 を端的 に現 して

お ります し、また国内の製造業の置かれてい る大変

厳 しい状況 をも表 している例ではないか と思います。

[ホ ワイ トカラーの生産性 向上]

次 のテーマは、ホワイ トカラーの生産性 向上 です。

管理職 とか人事 ・総務 といった、いわゆるホワイ ト

カラー もやは り情報武装 して仕事 の効率 を上 げてい

かなければな りませ ん。一つだけ例 をご紹介いた し

ます が、人事 ・総務 関連 の事務手続 きをほ とん どパ

ソコンで行 うように したマ イオ フィス とい うシステ

ムを稼働 させ ました。

● `iii ・'ξ 碗

一管理 の見直 しと情報支援 によるス リム 化一
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ほ とん どの 申請 はパ ソコ ンで行 い、管理職の決済

もパ ソコンで行い ます。つ ま り付加価値のない事務

処理 は徹底 的に軽減 しようとい うことです。例えば、

電子化す ることの メリッ トを端 的にあ らわ している

のが、出生 届けです。実 は、子供が生 まれる と従来

の手続 きでは6枚 の書類 を書 く必要 があ りま した
。

健康保険、あ るいは被扶養者 、家族手 当等の 申請用

紙です。これ らの どの用紙 に も従業員番号、氏名 、住

所 、家族 などいろいろな ことを書 かなければいけ ま

せ ん。 ところが、新 しく発生 した情報 とい うの はい

つ生 まれ た、男 か女 か、名前 は何 とい うか、その程

度 であ り、あとは全部既 に届 けてい る情報です。 こ

れ を全 て コ ンピュー タ化 してデ ー タベ ース と して

持 ってお きます と、子供が生 まれた場合 、新 しく発

生 した情報 子供 の名前、生年月 日、性別 だけ入力

する と役所 に届けなければいけない帳票 も含め まし

て全 て出てきます。加 えて従来 、課長 、部長、事 業

部長が押 していたハ ンコも止 め ました。 こうい うこ

とを徹底 的にや りま した。それで、こ ういった仕事

をしていた人事 ・総務関連の部門の人員 を約1/3減

らす こ とがで きま した。制度 も含 めていろいろ と工

夫す ると、もっともっ と効率化 で きる ところは沢 山

ある ように思 います。

[新規 ビジネ スの創 出]

最後 に新 規 ビジ ネスについてご紹介 します。効率

化の追 求だけでは、結局人が余 るとい うことにな り

ます。雇用 とい う面か らみると大変 な問題 です
。そ

の解決 には、新 しい仕事 を創造 してい くこ とが非常

に重要にな ります。当社 も従来の大型 コンピュー タ

をつ くって い る富士 通 とい う ものか らはお よそ イ

メージが違 う世界 の仕事 を始めていかなければいけ

ない とい うことでいろいろチャレンジ してお ります
。

一つ はMediaTowerと いう名前ですすめてお ります

新 しい情報サー ビスの トライアルです。NTTさ ん

の提供 されている広帯域ISDNを 使 った一年間のサー

ビス トライアルです。放送はNHKさ ん、新聞は 日本

経済新 聞社 さん、出版 は 日経BP社 さん、地域情報は

JTBさ ん といった ところに参加 していただき、そ

れぞれのメデ ィアを横 断的に提供す るサービスです。

例 えば、NHKさ んが放送 した今朝のニュースの こ

とについて、新聞は どう書いているかなとか、あるい

は調べ に行 くための現 地情報 や、宿泊の予約 などを

連携 して行 えるようなサ ービスです。

'h',

サー ビスセ ンタ

.・ ・ 》`・.
.・ ・

富士通 川崎工場

運用システム
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　　システム

翌

NTTマh予メテ・イア

利用実 験網

宿

もう一つ の例 は、Teleparcと い うイ ンターネ ッ ト

上 の電子雑 誌 です。 い ろい ろな実験 をこの雑 誌 は

や ってお りま して、月刊 で も週刊で もな く、要す る

にその時 その時 に次 々と新 しい情報が 入って くるわ

けです。 また読者 との関係 も双方 向です。最近 の例

と しては、幕張であ りましたモー ターシ ョウで自工

会 さん と協力 して、このTeleparcで 広報 を行い まし

た。ス タッフがカメラを持 って行 って、その 日その

時の幕張のモー ターシ ョウの様子 を画像 を含めて提

供 する。単 に出展 してお られ るメーカーさんの カタ

ログ とかで はな く、む しろ現場の傾 向 とか雰囲気 と

か、そ うい うもの を生 きた画像 と して リアルタイム

で出 したわけです。モ ー ターシ ョウが終わ ってか ら

ア ンケー トをとった ところ、これ を見 た人で、行 き

た くなって来 た とい う人が7割 あ った と言 うことで

す。まった く新 しいメデ ィア としで大 きな手応 え を

感 じてお ります。こうい った様 々 な二子一 ビジネス

の ク リエー シ ョンが必 要だ と考 えてお ります
。

[ベ ンチ ャーの育 ちに くい 日本の風 土]

ところが、 日本 では、 なか なか そ うい ったベ ン

チ ャーが育た ない。米国のNASDAQの 時価総額ベ ス ト

10を み るとインテル、マイ クロソフ ト、MCコ ミュ

ニケーシ ョンズ、オラクル、シスコシステムズ、マ ッ

コーセルラー(AT&Tに 買収 され ま したけれ ども)
,

ノベ ル とい ったハ イテク企業が並 んでい ます
。 さら

に、 このベ ス ト10社 の設 立か ら公 開 までの平均 は

3.6年 とい うこ とです。 一方 これに対 して 日本 の店

頭登録銘柄 時価総額ベ ス ト1δはハイ テ ク産 業はほと

ん どあ りませ ん。かつ、公 開す る までに平均21.4年
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もかか って い ます。 これ では新 しい産 業、 活力 を

もった産業 を育てる とい う意味 では、社 会環境的 に

非常 に問題 がある と言 わ ざるを得 ませ ん。官庁の皆

様 には、ぜ ひその当た りを考 えていただ きたい と思

い ます。

[富士通のベ ンチャー制度]

ただ、問題 だといっていたので は前 に進み ませ ん。

我 々 として、次 の世代 、21世 紀 を背負 う活力 あるベ

ンチ ャー を育てるにはどう した ら良いか とい うこと

で、我 々の 出来 る範囲でチ ャレンジ してい ます。そ

のために私 どもは社外 ベ ンチ ャー制度 をつ くったわ

けです。何 がポイ ン トか とい う とキャピタルゲ イン

を得 やす くす ることと、ハ イリス クで本 当に真剣 に

取 り組 んで貰 うとい う点 です。

まず従業員か らどうして もこれ をや りたい という

人を募集 して、あ まり荒唐無形 なア イデアは除いて、

フィフティ ・フィフテ ィかな と思 える ような ところ

はや ってみろ よ、とい うことにな ります。その際そ

の人 には会社 を一旦辞めて もらい ます。富 士通 も資

本 を出 しますが、本人 も必ず51%以 上出 しなさい と

い うことに してい ます。ご存知 の とお り日本 では会

社設立の場合、1000万 円の資本金が必要 ですので、

最低500万 円以上は本 人が出資す るこ とにな ります。

若い人の場合 自己都合です と退職金 で足 りないこと

があ るのですが 、会社都合 とい うことに して500万

円になる ように してあ げます。 また、そ うい う人は

会社設立 の手続 きや銀行 との交渉 とかはあ ま り得意

でないの で、そ うい った点 については富士通が支援

します。新 しい会社 を一一生懸 命やって3年 経 った ら、

最初 に掲げた ターゲ ットをクリア したか しないか と

い うことを相談 します。成功 した ら、株 をあ る算定

式 で計算 した値段 で富士通が全額買い取 って本 人は

富士通 にまた戻 って もよい し、や っぱ り自分 は この

ビジネス を進めたい とい うのな らその ままやって も

良い とい うことです。その場合配当や賞与 とか全て

ヤ・'忘
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彼等 が決めて よろ しい とい うこ とです。ただ し、こ

れは失敗 だったな とい うこ とになれ ば、既 に退職 し

てお りますの で富士 通へ戻 る手 だて はあ りませ ん。

もちろん投資 した自分の500万 円以上 のお金は捨 て

たこ とにな ります。 少 し厳 しいか も知れ ませ んが 、

ハ イリス ク ・ハ イ リター ンでチ ャレンジす る ことを

会社 として社員 にエ ンカ レッジすることが 目的です。

既 に10数 社出 てお りますが、新会社 をや っている連

中 も、こん なに働 いた ことは初めてだ、という ぐら

い必死 になってや ってい ます。けっこう面 白い成 果

を上 げ始め てい る ところ もあ りま して、こういった

こと も1つ の方法か と思 ってお ります。

●常識 と慣 行 を超 えて

ご紹介 した ように、いろいろな構造改革へ取 り組

んでお りますが 、最後 に整理 してみ ます。 まず、何

しろ事業 を活性化す る と言 う意味で、今 までの富士

通 らしくない と思われ るビジネスへ も果敢 にチ ャレ

ンジをす るとい うことが一つ。それか ら仕事 のや り

方の徹底 的 な見直 しです。これは社 内だけではな く

取 引先 との関係 も含 めて とい うこ とです。例 えば、

私 どものお客様 で、EDIな くしてお互 い に生 き残れ

ない とい うことで、EDIに 応 じて頂 けない取 引先 と

は長年のお付 き合いがある ところ も取引 をやめ られ

て、全部EDI取 引 にされた ところがあ ります。それ

まで努 力 して開拓 した取引先 を切 るとい うの は非常

に辛い決断だ と思い ますが 、そ ういった踏ん切 りも

必要 になるのではないか と思い ます。

そ して仕事や組織 を変 えてい くには新 しい評価軸

が必要 にな ります。例えば ビジネスにおいてス ピー

ドを もっと も重要 とすれば、自ず と行動が変 わ りま

す し、労働 も時間で はな く成 果ではかれば、仕事 の

や り方が変 わ ります。 こういった ことは、今 まで こ

うだったか ら とい うことで は出来 ませ ん。ある意味

で今 までの常識 や慣行 を壊 してい くとい うこ とが求

め られているのだ と思 い ます。
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関する調査

・フ ァ ジ ィ 振 興 セ ン タ ー

コンピュー タの利用 において、その 「利用領域」お

よび 「利用技術」の観点か ら高度利 用の状 況 を把 握

す るため に、平成8年1月 に標記 ア ンケー ト調査 を

実施 しま した。

調査 の対 象は、28業 種(東 証 一部上場企 業)か らコ

ンピュー タユーザ合計300社 を選択 し、 コ ンピュー

タの利 用 ・開発 の統括部 門 として情報 システム部 門

な らびにエ ン ドユ ーザ コンピューテ ィングの代表 と

して研究 開発部 門 または経営企画部門等 に、次の6

つの質問か らなるアンケー ト票 を送付(各 社 、各部 門

それぞれ1通 の合計2通)し 、123部 門か ら回答 をい

ただ きました。

1.コ ン ピュー タの高度利用につ いて

2.高 度情報技術(知 的情報技術)の 利用 について

3.知 識ベース システムの利用 について

4.ソ フ トウェア開発 の方 法につ いて

5.ネ ッ トワークAI基 盤技術等 の普及状況 につ

いて

6.情 報 システム(情 報技術)の 進歩 に対す る意

識 について

部門別の回答 数は、情報 システム部門64社(52.0

%)、 研 究開発 部門37社(30.1%)、 企画 ・調査 部門

20社(16.3%)、 その他2社(1.6%)で す。

以下に、集計結果の一部 を紹介 します。

コ ンピュー タの高度利用で は、最近話題 となって

いるCALS(生 産 ・調達 ・運用支援統 合情報 シス

テム)、 イン ターネ ッ ト等 を高度利 用領 域 と して挙

げ、その利 用状況 、関心 度 につ いてたずね ま した。

「利用 中」 と回答 され た上位3つ は インターネ ッ ト、

EDI(電 子 デー タ交換)、CASE、 「関心あ り」と

回答 され た上位3つ はCALS、EC(電 子 商取

引)、 バーチ ャルカ ンパニーで した(表1)。

表1.コ ンピュー タの高度利用 につい て

(数字は回答部門改、カッコ内は%}

コンピュータの高度利用領地

現
在利

用
中

現
在を開進

発め
/て
違い
入る

今
後†
開る発計

/直
導が
入あ

る

針
目閲
1工心
なは
いあ
がる

聞

事
な

し」

わ
か
ら
な
b、

CALS:Cl鎧 戦 渦 ㍑ 輪 帯 梁 ← |(
08

5(
41

16(

口.0

82
(667

"
(89

8
(65

εC:E旦 δ⑳oC㎝m"6
(電子商取引}

5
(41

4
(33

口
(138

η
(6z6

10⑱
1

10(
81

ED〔:臼{c"o【 喧曲岨"(
電子データ交換)

36
(293

13
(106

14
(n4}

49
(398

5
(41

6
(49

コンカレント・エンジニアリ ングシステム 3
(24)

15

(i22、 (115・
54(
439

13(
106

塾(
195,

IC:M.Lld晦 ㎝C㎝ 声㎏rb1弓8抱姥dMぷur●cロ… ・
(知的 コンピュータ統合製造)

2
(16

2
(16

5
14.1

49
(39.8

刀
(t87

42
(341}

グループウエアシステ ム 乃(
203;

35(
285,

31
(252;

28
(2ユ8

0
(00

4
(33

CASE(C㎝pwrA`d●dSoRw"E㎎"●6nn8)ツ ール 35(
285

7
(57)

17(
138

42
(341

14(
114

81
65

インターネッ ト(WWW/電 子 メール}
81

(659
13

"06
i2

'98
17

(138
0

(0ρ
0(
00

マルテメ'イ ア情報通信 19
(154

12
(9帥

17
(L38

"
(5±0

3
(24

8
〔65

電子会議システム 30(
244

8(
65)

17
(138

54
(43幻

9
(73

5
(41

高度シミュレーシ・ン(仮 想現冥感を含悔)
10

(8D
9

(73)
9

173
59

「480
16

(UO
20

(1ω

バーチャルカンパニー 0
(00

2"
6)

6(
49)

74
(602

15(
1η

26(
211

バーチャルファク トリー 0
(00

2
(16)

2
(16

65
(5z8

拶
(203ノ

29
(236

知的ロボッ ト/電 子秘書(自 律 ・分散 システム} 0(
00)

6(
49}

4
(33

57(
砥3

28
(2之8

28
(223

その他 0(
00)

2(
16)

1(
08)

1(
08

.一

(}
.一

()

高度情報技術(知 的情報技術)の 利用では、人工

知能技術、ファジィやニューラルネットワーク等を

高度情報技術 として挙げ、その利用状況、関心度に

ついてたずねました。「利用中」と回答された上位3

つは、画像処理(認 識 ・理解/生 成)技 術、ファジィ

理論、ルールベース等推論技術、「関心あ り」と回答

された上位3つ は、音声処理(認 識 ・理解/合 成)校
し

術、画像処理(認 識 ・理解/生 成)技 術、大規模知

識ベース/分 散協調 デー タベースで した(表2)。

知識 ベースシステムの利 用については、「開発済 ・

開発計 画中」 としたの は、123部 門 中、40部 門(32.5

%)で 、計画 ・シ ミュ レー シ ョンへ の適用が最 も多

く、以下情報 、生産、工程 な どの管理業務や 自動設

計へ の適用が続 きます。 また期待 する効果 では、専

門家 の仕事量 の削減、業務 の質の向上 、業務 の質の

均 質化が上位 を占め ま した。

5

h
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表2.高 度情報技術(知 的情報技術)の 利用について
(数字}二回老F部門数、 カフコ内 は%}

現 現 今 計 関 わ

在 在を 後す 画図 心 か

利 開進 閤る は心 が ら

高度情報技術(知 的情報技術)領 掌
月
中

発め/
て

発計/西なは
いあ

な
い

な

し・

違い 導が が る

入る 入あ
入

O 4 2 51 16 50
ニージェント筏術 (0.ω (3,3} (1.6) (41.5)(13,0) (40.7)

0 2 2 4| 23 55

分数隠詞Al (0.0) (L6) (L6、 (33.3} (18.7)(劇.7;

5 7 4 55 23 29

仮想現実感 (4.1) (5.7} (33 (44.7} (【8.7) (23.6)

o 1 35 29 57

感性情報処理 くマルチモーダルインタ7エ ースを含む) (0,0) (0.8} 108 :285) (23.6)(46.3)

10 5 ⑭ ㍗ 37
ニューラルネッ トワーク (8.1} 14.1 (2 4、 (35.8) (19.5;(30.1)

11 3 5 51 28 ぴ
ファジィ理嵩(推 論/集 合) (8.9 (2,4 (4.1 (41.5) (228) (20.3}

3 4 6 乃 49 36
遺伝的アルゴリズム/人 工生命 (2.4) (3.] ζ4,9 (20.3} (39.8)(29.3}

| | 360 30 28

自然言語処理/対 話処理舷術 (0.8 (0.8 (2.4)(48.8} (24.4)(228)

3 5 673 15 21
音声処項(2織 ・理解/合 成)槙 婿 (2.4 (4」 (4,り}(59」} (1λ2) (【7.1}

画像処理(辺 縁 ・履解/4…成)摸 祈
12

(り.8

日(
8り,

668
(4.9}155,3}

10
(8」)

16
(13.0)

" 436 27 鋼
ルールペース掩論/事 例ペース推論/メ モリペース抱論 (8.9 {0 8 1ユ.3) (2ウ.3、 (2■0) 135.8

0 7 59 21 33
学習 ・知埠獲得 (0.0 {2 4、 (,コ} (48.ω (【7.1} (26.8}

共用 ・大規頂知煩ペース/分 散磨損デー タベース
3(
2,4

2(
L6

lO
(8.D

65
152」8}

13
(10,6)

30
{24.4}

0 2 4 57 |6 "

知的 インタフェー ス (0.0 (L6 (〕.3} 締.〕 〔1ユ.ω (ユ5.8}

0 o 1 3 ㊨,・ ...

その他 ω.0 {0.0 (0.8) !2.4) (_) ←一}

ソフ トウェア開発方法 につ いて は、ソフ トウェア

開発 における 自動化 ツールや開発 のための共有知識

な どの利用状況 についてたず ね ました。いつれか を

「利用 してい る」としたの は123部 門中30部 門(24.4

%)で した。 また 「計画が ないが関心が ある」 とし

てい るのが56部 門(45.5%)あ り、高度技術 を利用

したソフ トウフェアの開発 に関心が高い といえます。

ネ ッ トワー クAIに ついては、ネ ッ トワー クAI

の基盤 となる技術 の利用や環境 の進展度 に関す る質

問ですが 、基盤技術の利用状況では、WWW/電 子

メール、グループ ウェア、セキュ リテ ィ技術 の利用

度 は高い ものの、ネ ッ トワー クAIに とって重 要な

エージェン ト技術 につ いては、まだ導入はほ とん ど

されていない状況 にあ りま した(表3)。 また環境面

では、全社員が ネッ トワークを利用す る環境 にあ る

状況 を5年 前、現在 、5年 後(予 測)で み る と、社

内ネ ッ トワークで は、それぞれ10部 門、23部 門、85

部門、社外 ネ ッ トワークで はそれぞれ1部 門、5部

門、26部 門 と推移 し、利用者範 囲は、一般社員か ら

役員へ と進 んでい くことが うかが える結果 にな りま

した。 、

情報システム(情 報技術)の 進歩に対する意識に

ついて、過去io年 間の変化 く実用化 レベルでの進歩)

tt.'/・i∴ ・1・、.t'ゴ
.:1,,　トンコ ゆ の へ

t'}
'
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表3.ネ ッ トワー クAI基 礎技術等の普及状況

(数字 は回答部門数、カツコ内は%)

ネットワーク枯の基鐘技術および手法

過去導

5入興
年済在
以で利
内 用
に 中

今
後導
5大 計
隼す田
以るが
内 あ
に る

計
囲
は関
な心
いは
があ
る

鰍#
が2

6、 、

マルチメデ ィア情報過信
13(
10.6)

18
(t4,6)

73
(59.3)

217
(1,6)(13.8)

臨場感通信
0

(0.0)
4

(3.3}
38

(30.9)
3150(
252}(40.7)

エ～ツェント通信

(ネフ トワークニージェント)

2
(1.6)

4
(3.3}

句

(37.4)

18∬
(14.6)〔43」)

WWW/電 子メール
67(
54.5}

臼
(18.ア)

万
(20,3)

17
(0.8)(5.7)

モパイルコンピューチィング(PHS等)
13

(106)
る

(20.3)
59

(48.0)
818

(6⊃)(14.6)

グループウニ アシステム(意 思決定支援 を含て♪)
2

(17 1)
57(

46.3)
33

(268}
48

(3.3}(65)

セキ』失リティ技術(ネ ッ トワー クセキュリティを含む)
2(
17 1}

36
(29.3)

50
(40.7)

412
(3.3}(9.8)

オブジェク ト指向技術
13

(10.6)
17

(13,8)
66

(53.7)
621(
4,9}"7.1)

マルチエージェント技術
1

(0.8)
6

(49}
33(
26.8}

2459
(19」)(48、 ω

自律 ・分散 ・協調技術
0

(0.旬
14(
II.4}

42

(34」)

1552
(1λ2}(4■3)

共用 ・規 摸知浪ペース/分 散協調データベース
4

(3.3)
|5

(1■2)
52

(423)
1240

(9.8)(325}

表4.情 報システム(情報技術)の 進歩に対する意識
数字 は回答 部門数、 カフコ内は%}

情報システムおよび情報技術

実
用
化
さ
れ
てと
い思
入ろ

実用一

シ郷
スとさ

テしれ
ムてて
の利 い

田丸

実用
い

化な
さいし
れがた
て進と
歩思

弓

進
歩
し
て
い

なと
い思

ら

わ
か
ら
な
b、

機械翻訳システム
22

(t7、9)

59(
48.0)

27
(2ZO)

4
(3.3)

ll
(8.9}

音声理解システム
12

(9.8}
49

(39,8)
ω

(3λ5)
9(
73}

Bω
.6)

画像理解システム
|6

(13.0)
58

(47.2)
26

(21.1)
7

(5.7)
16

〔13.0)

自然言語理解システム
1

(0.8}
26

(2U)
醐

(35.8)

17
(13.8)

35
(2&5〕

知的ヒ膓L－マ ンイ ンタ7エ ース
2〈

1.6)

15
(122}

48
(39.ω

17
(13.8)

41
(333)

知的情報検索システム
7

(5,7)
29

(23.6)
36

(29,3) (1
4
.4)

37
(30.1)

知的分散処理システム
4

(33)
15

(lz2}
36

(29.3) (1
4
,4)

54
(43.9)

自動プログラミング枝術
13

(10.6)
47

(38.2)
27

(2ZO}
5(

122)
21

(17.1)

CA1(教 育}シ ステム
28

(2■8)
49

臼9.8)
i6

(口.0)

11
(8,9)

19
(15.4}

知識ペ ース(エ キスパー ト)シ ステム
24(
19.5)

57(
463}

13
(10,6)

10
(8.1)

19(
15.4)

ソ7ト ウェア闘うe(ツ ール)シ ステム
39

(31.7}
53

(43.1)
13

(10.6)
3(
2.4)

15
(12.2)

知的データベースシステム
7

(5.7)
33(
26.8)

31
(252)

10
(8.1)

42
四 」)

知的ロボット枝術
9

(7.3}
36

(29.3)
38

(309)
"(
8.9}

z9(
23.6}

ゲームシステム
4?

(ユ8ユ}

31
(252)

ll
(8.9}

2(
L6)

32(
26.0)

をどの ように見 ているかをたずね ま した。「実用化 さ

れ た」 とす る もの と して高率 の回答 を得 たの は 、

ゲームシステム、 ソフ トウェア開発 ツール、CAI

(教育)シ ステムで した。また知的 インタフェース、

自然言語理解 システムな どは 「実用化 に至っていな

い」 と考 え られ ている ようです(表4)。

なお、本 アンケー ト調査の詳細 は、AI等 先端的

情 報技術 と利用 の動 向 に関す る調査研究報告書(平

成8年3月)'に 掲載 の予定 です。
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会働 多⇔②

『悲 観 、 楽 観 、 諦 観 、 達 観 、 、 、 』

㈱日経データ

企画本部長 赤 星 攻

はるか 向こ うの方か ら"プ オー ッ、プオー ッ"と

サ イ レンに似 た音が す る。 そ の音 が次 第 に大 き く

なって くる。は っと思 って目が覚め る。ベ ッ ドの枕

元の時計 を手 にとって薄明か りの中で見 る と、深夜

の1時 半頃。こ こはワシン トンのホ テル。一昨 日に

日本か ら到着 して、まだ時差ぼけが直 らず、やっ と

眠 りに入 った頃の ことである。

天井のス ピーカーか ら何 か叫んでいるよ うな声が

す る。全 身を耳 に してよ く聞 くと 「ファイア、… 、

ファイア」 と言 ってい るように聞こえる。サ イ レン

の音 はそのス ピーカーか ら出てい る。火災警報の よ

うだ。10秒 ほ どベ ッ ドの 中にい て、 これはやばい、

火事 だ、 と跳 び起 きる。そ ういえば さきほ どの夢 う

つつの時 に、厚 い壁 の向 こうか ら何 や ら怒号 の よう

な、叫ぶ ような声 が していた。一瞬、以前 ニュース

で 目に したホテル火 災のさまざまな光景 が頭 の中 を

よ ぎる。窓 まで走 り、 カーテ ンをめ くって眼下 をみ

る。消防 自動 車は まだ来 てないようだ。

急いで着替 え、旅券 な どの貴重 品を胸の内ポ ケ ッ

トに入れて ドアの外へ 出る。廊下 には視察団の同行

メンバー数人の姿 、そ して他の米人宿泊客 も何 人か

出て きている。エ レベー ターは止 まっている。非常

階段 の ドアを開けて下か ら吹 き上 げて くる寒風 を受

けなが ら、10階 か ら列 をな して降 りる。今 の ところ

まだ火 はそ んなに回って ない ようだ。非常 階段 はそ

の まま街路 に通 じてい る。道へ出て もまだ消 防車の

姿 はない。あた りは シー ンと している。

ホテ ルの玄関か らロビー に入 り確認す る と、視察

団の同行10名 の うち、約半数強の姿があ る。米人旅

行客の中にはパジャマ姿の子供 を抱 えた一家 の姿 も

ある。

姿が見 あた らない同行 者た ちの部屋へ電話 をいれ

る とまだ室 にいる。は なか ら火事 など信 じていず、

警報器 の誤作動 だろうか らこの まま寝ているとい う。

確か に消防 自動車の音 はまだ しない し、煙 も見 えな

い。しば ら くしてホテルの係員 か ら皆 に説明があ り、

どうや ら誰かのいたず らが原 因で火災報 知器が作動

した ようだ。

とい うことで各部屋 に戻 ろ うとす るが 、非常停止

状 態のエ レベ ー ターはなかなか動 かない。や っ と動

いたエ レベー ターに乗 って部屋 に戻 り、ベ ッ ドに も

ぐった時は3時 近 く。

結果 的には、あわてて非常階段 を降 りたわれわれ

は少 し用心深す ぎたのか もしれないが、 もし万一、

本当の火災だ ったらどうだったか。同 じフロアのか

な りの数が警報 を聞 いて行 動 したのだか ら、過剰 な

反応 で はない だろう。我 々が タワー リングイ ンフェ

ル ノか ら助 か った、運が良かった人々 とい うこ とに

な ったか も しれないのだ。'

しか し、『世 人は、用心深 さをほめ るこ とにやぶ さ

かでない。 しか し我 々は、用心深 くす るか らとい っ

て、どんな災難 に も遭わ ない とい うことには ならな

い』(ラ ・ロシュ フー コー 「箴言」)。あ とは宿 命 と思

う しかないか。

この ドタバ タ劇 か ら実感 したのは、同 じ事象 に対

して、深刻 にとらえる者がい る一方で、結構楽観的

にみ る者が いる とい うこ とで、これは今 までの人生

経験 の結果 か もしれない し、また もって生 まれた気

質 に もよるよ うだ。 、

い ってみれ ば、同 じ情報 をもとに して も、各 人固
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有 の情報 反応 シス テムが あ って 、判 断や行 動の パ

ター ンが異 なること。よ く日本 人は画一的な行動 を

する といわれ るが、個 々人 レベ ルでは各様 である。

話 は変 わるが、こ うい うた とえ話が ある。酒飲 み

が酒 を飲 んで いて、酒瓶 に半分 残 ってい る酒 を目に

して、 まだ半分 ある と喜ぶ 人 と、 もう半分 しか ない

と嘆 く人が いる とい う話。同 じ事象 に対 して楽観的

にみるか悲観的 にみ るか、人 によるものの見方の違

いに よって、反応の仕方が違 うとい うことである。

さて、酒瓶の残 りの話か ら強引 にこ じつ けて だが、

瓶の空 いた部分 を既 に過 ぎて しまった時 間 とみて、

瓶の中に残 ってい るこれか ら先 の人生時 間を残 り少

ない とみるか、まだまだ楽 しむ時 間が多 い とみ るか。

これ も人 によって感 じ方が違 うの だろ う。

自分 が歳 をとった ことは なかなか 自分 では分か ら

ない。 自分 は昨 日の 自分の続 きで あ り、その続 きの

中で は 日々歳 をとっているこ とが実感 されない。

以前、 こうい うことを読 んだ記憶があ る。自分 の

年齢 を3で 割 ってそ れを一 日の時刻 になぞ らえてみ

る と、自分が どの くらい歳 をとって きたかが例示 的

に分か るとか。例 えば、大学 を出て社 会 に出て間 も

ない24歳 の青年 は24÷3=8、 す なわ ち朝の8時 。

これか ら日が昇 ってい くと きであ る。36歳 の働 き盛

りはち ょうど正午、午後3時(15時)は45歳 頃 とな

る。50歳 を過 ぎる ともう夕方の5時 を越 え、今の時

期 だ とそろそ ろ 日が傾 き始めて くる頃であ る。

この アナロジーは冷酷で もある。沈み始め た太陽

は、もう戻 って くる ことはないのだか ら。酒 なら、金

さえあればまた買 えるの だが。

自分 自身をこれに当てはめてみ る と、そろそろ街

に赤や青 の灯が ともり始 める頃か。一 日の勤務 を終

えて自分 の時 間をこれか ら楽 しもうとい う時 だ。

どち らか という と物事 をあ ま り楽観 的に考 えない

方 だが 、この際は今 さら悲観 的になって もしょうが

ないか。身の回 りで起 きることに対 して、楽観 的に

処 していった方が よさそ うだ。幸い に、今 の世 は技

術進歩 に よって夜 も快適 に過 ごせ るようになってい

る。人生の アフターフ ァイブは、 この世 の中の さま

ざまな美 を愛でて楽 しむ、少 々老 いたエ ピキュ リア

ンと して過 ごす ことにするか。
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JIPDECだ より

⇔⇔ 総 務 部 ⇔村

1.理 事会の開催

(1)平 成7年12月25日(月)に 平成7年 度第3回 理事

会が開催され、次の議案が審議・承認 されました。

・寄付財産の受入れおよび処理について

・平成7年 度収支予算の変更について

(2)平 成8年3月27日(水)に 平成7年 度第4回 理事

会が開催され、次の議案が審議 ・承認されました。

・平成8年 度事業計画について

・平成8年 度収支予算について

・平成8年 度における借入金の限度額について

・組織規程の変更について

・従たる事務所の移転について

・従たる事務所の設置等 について

・役員の人事について

⇔⇔ 企 画 室 ⇔⇔

当協会の賛助会員を対象に、情報分野における最

新の話題や情報化施策等を紹介する、第5回 賛助会

員研究会を次の通 り開催 しました。

日 時 平成8年3月12日

テーマ ①仮想展示会を中心としたECの 大規模実

証実験

②仮想社会実験プロジェクト(サ イバー都

市構想)

③EC用 非接触型ICカ ー ドの実証実験

④CCP(カ ー ドレス ・カー ドシステム ・

プラットフォーム)開 発実験

⑤スマー トコマース ・ジャパン

講 師 ①上口勝弘(エ ヌ・ティ・ティ・データ通信㈱

技術開発部マルチメディア技

術センタマルチメディア方式

担当課長)

②矢田光治(㈱ ハイコム 代表取締役社長)

③国分明男(㈱ ニューメディア開発協会

理事 ・開発本部長)

③辻 直志(㈱ 野村総合研究所 社会シス

テム研究部)

⑤ 伊藤和幸(㈱ 東芝 流通 ・金融 ・情報シ

ステム事業部担当部長)

参加者213名

⇔軸 開発研究 室 ⇔村

一 エン ドユーザ向 けアプ リケー ション統 合環境 の研

究開発 の平成7年 度成果 ま とまる一

本 プ ロジェク トは、平成7年 度 よ り2年 計画 で進

めてい ます。

アプ リケーシ ョン統合環境は、様 々なアプリケー

シ ョンソフ トウェア をあたか も一つの ソフ トウェア

と して使 い こなす ことがで きる共通基盤 であ り、ソ

フ トウェア間での操作上の違いの解消、データの統

合、制御 の統合 を達成 する とともに、エ ン ドユーザ

の業務手順 に従 って最適 なアプリケー シ ョンソフ ト

ウェア を起 動 した り、処理 の実行状態 を監視 しなが

ら自律 的に手順 を制御 するメカニズム を提供す る も

のであ ります。
し

研究に当たっては、エンドユーザ向けアプリケー

ション統合環境に関する調査研究ワーキンググルー

プ(主 査 中所武司 明治大学理工学部情報科学科

教授)を 設置 し、要素技術、構築技術などについて

検討を行 ってお ります。

平成7年 度については、アプリケーションに必要

な各機能をコンポーネントとして定義 し、それらの

コンポーネン トを自由に組み合わせて新 しいアプリ

ケーションをつ くるコンポーネンXウ ェアを中心に
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研究 を行い、その成果 を次 に示す報告書 として とり

まとめ ま した。

エ ン ドユーザ向けアプ リケーシ ョン統 合環境 の研

究 開発報告書(目 次)

1章 エ ン ドユ ーザ コン ピュー テ ィ ングとコ ン

ポー ネン トウェア

1.1

1.2

1.3

2章

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

報 告 書 の 詳 細 に つ き ま し て は 開 発 研 究 室 ま で お 問

い 合 わ せ 下 さ い 。(TELO3-3432-9396)

エ ン ドユーザ コンピューテ ィングの動向

コ ンポ ーネン トウェアの技術

コ ンポーネン トウェア を活用 したシステム

構築事例

新 しいアプ リケーシ ョン構築環境

APPGALLERY

HOLONハ τP

IntelligentPad

OLE

OpenDoc

Vi8ualAge

JAVA

Wel)BASE

⇔ ◆ 情報セキュリティ対策室 ⇔ ◆

1.セ キュリテ ィ対策 に関 する調査研 究

世界規模 のネ ッ トワー クが構 築 され情報化が高度

に広が りを見せ るこ とによ り、情 報 システ ムのセ

キュリテ ィを阻害 する新 たなリス クが現 れて きてい

ます。そのため、通商産業省 において も、機械情報

産業局長の私 的懇談会であ る 「セキュリテ ィ ・プラ

イバシー問題検討委 員会」が対応の方向性 を答 申 し

た ところです。

当協 会では、この答 申を受 けて、具体的 な対応策

の検討 を進めています。

(1)ハ ッカー ・コンピュー タウイルス対 策のあ り方

ハ ッキングお よびウイルス投 与等 の不正 アクセス

行為 も増加が見込 まれてお り、その対応策の確 立

が急が れてい ます。

対応策 の一環 と して、コ ンピュー タウイルス対

策基準 の改訂(平 成7年7月7日 通商産業省 より

公 表)を 行 いま した。 さらに、「ハ ッカー ・コ ン

ピュータウイルス等対策検討委員会」(委員長:渥

美東洋中央大学教授)を 設けて、総合的な観点から

情報セキュリティ環境を保全するための行政活動、

および保全活動 に反する行為への罰則規定等の行

政法的措置のあり方について検討を行っています。

(2)プ ライバシー保護対策のあり方

民間部門における個人情報の保護に係る施策の

推進のための方策の検討を行っています。検討に

当たっては、EUが 平成7年7月 に採択 した 「個

人データの処理および移動に係 る個人の保護に関

する理事会指令」いわゆるEUデ ィレクティブへ

の対応 を主要なポイントとしています。

具体的には、民間企業等が個人情報を扱 う場合

の行動の基準 となる社内規定(コ ンプライアン

ス ・プログラム:CP)の ひな型作成 と、CPを

導入 して個人情報の保護 を積極的に推進 している

企業等にマークを付与する 「マーク付与制度」の

あり方を検討 しています。この制度が定着すると、

私達はマークが付与 された企業等に、安心 して自

身の情報を提供できることになります。

2.シ ステム監査基準の改訂

昭和60年 依来、わが国のシステム監査の手本 とし

て活用されてきた 「システム監査基準」について、本

年度当初より改訂作業を進めてきましたが、その作

業を完了し1月30日 通商産業省より公表されました。

改訂に当たっては、下記のような事項を考慮 しま

した。

①クライアント/サーバシステムの増加など情報化環

境の著 しい変化による監査対象の拡大への対応

②OECDセ キュリティガイ ドラインとの整合性を考

慮 した国際的な調和の確保

③災害への対応状況を監査するための項目を充実

新基準は、従来の基準 と同様に、大きくは一般基

準、実施基準、報告基準の3つ の部分で構成 していま

す。一般基準と報告基準については、従来の基準を基

本的に踏襲 していますが、システム監査 を実施する

ための具体的な監査項目を定めた中心的な部分であ

る実施基準は、従来の企画、開発及び運用業務の分類

を改めました。すなわち、従来は企画、開発及び運用

業務の観点から考慮 していた、情報システムの保守

業務や ドキュメント管理、スケジュール管理、要員管

一48一



理、外 部委託等 の支援 業務 お よび災害対策 について

は、 これ を切 り出 し 「共通業務」 と して設定 しま し

た。実施基準の構成 は、以下の とお りです。

1ド キ・・ン ・管理1

協 会が事務局 として運営 を支 えてい ます。同年8月

よ り一般 会員 の募集 を開始 し、現 時点 で50企 業 ・団

体が会員 として登録 され てい ます。

主 な活動 と しては、同協議 会における調査 ・研究

の方向性 を検討す る実験 諮問委員会 をは じめ、暗号

技術 お よび広域認証技術 を研究す る各 タス クフ ォー

スを設 け、精力 的に推進 してい ます。

また、会員へ の研究成果 のフ ィー ドバ ックを行 う

ため、情報提 供サーバ(ICAT.OR.JP)が 設置 され

てい ます。

⇔⇔ 調 査 部 赫⇔

3.都 市型情報システム災害対策基盤整備調査

昨年1月17日 に発生 した阪神 ・淡路大震災の復興

支援の一環として通商産業省が推進する施策を受け

て、大規模災害に強い都市基盤のあ り方および情報

セキュリティ対策のあり方について調査 しています。

大規模災害 に強い都市基盤のあり方については、

情報化の進展 した今 日においては、情報システムも

都市を支える基盤の重要な要素であるとの考え方の

もと、それぞれの個別情報システムのバ ックアップ

のあ り方、災害時の意思決定支援システムとしての

災害情報システムのあ り方について、「耐災害性都市

基盤整備検討委員会」(委員長:中 林一樹 東京都立

大学教授)を 設けて検討 しています。

また、災害 も含めたあらゆるリスクへの対策とし

ての情報セキュリティ対策のあり方を 「情報システ

ムセキュリティ対策検討委員会」(委員長:上 園忠弘

城西国際大学教授)に おいて検討 しています。その

ために、全国レベル(約5,000社)と 阪神地区の被

災企業(約500社)を 対象としたアンケー ト調査 を

実施 し、現状の把握に務めました。調査結果は、大

規模災害に強い都市基盤のあり方の検討にも反映す

ることにしています。

4.認 証実用化実験協議会の運営

認証実用化実験協議会(以 下ICAT:Initiatives

forComputerAuthenticationTechnology)は 平成

7年3月20日 にネ ッ トワー ク ・プ ロバ イダー、学術

研 究機関、ユ ーザ企業等 を加 えて発足 してお り、当

1.コ ンピュー タ ・ユ ーザ動向調査

コンピュー タ ・ユ ーザ動向調査では、昨年 「コン

ピュー タ利用状況調査」 を実施 しま した。今回はそ

の集計結果 につ いて概要 をご紹介 します。

(1)規 模 の縮小 が進む情報 システム部 門

① 企業等の情報 システム部門は、1992年 頃か らわ

が国 を襲 った不況の影響 、これに対 する社 内の

機械改革あるいは、情報 システムの ダウ ンサ イ

ジ ング等の結 果、その活動規模 を縮小 しつつあ

る と見 られてい ます。

調査 の対象 となった回答 企業等の経営規模 を

み ると、以下のようにいずれの指標 も昨年 より減

少 し、特に年商、従業員数の減少が著 しく、企業の

経営状 況 も衰 退 している ことが うかが えます。

95年
⇒

94年

資 本 金
年 商
従業員数

143億 円(851)

1,695億 円(737)

1,929人(976)

190億 円(860)

2,381億 円(760)

2,135人(985)

も

く)内 は回答企業数

情 報 シス テム部 門の規模 を月間運用経 費の、

1社 当た り、従業員1人 当た り、対 月商比 の3

つの要素か ら回答企業の平均値 をグラフに して

見 ると、(図1参 照)過 去10年 間の推移で は、91

年以降減少 に向かっていることが見て とれ ます。

特 に、1社 当た りの月間 運用経費額は約9,600

万 円 と94年 の1億1,900万 円台か ら大 き く落ち

一49一



120

lLO

lee

90

SO

70

60

50

io

3⑤

20

10

95.1

'85'86'87'88'89,90'91'92'93'94,95

6.20

52.7

図1情 報システム部門月間運用経費指標の推移

(百 万円)

50

40

30

20

IO

,86,8了'B8'89,90・91'92'93'94'95

盟 機械設備費.・ 一 ・ 情報システム部門運用経費総額に対する構成比

図2機 械 設 備 費 の 経 年 推 移

55

50

45

4e

50

45

4e

s5

80

25

20

15

込み ました。

②ハー ドウェアの装備状 況 を示す機械設備費 につ

い て は、 図2の ように総経 費 に対す る割 合 も

40.3%ま で下げ、92年 以降減少傾向が続 いてお

り、 ダウンサ イジングの進展 のほか、情報 シス

テム部門以外 での、いわゆるエ ン ドユ ーザ部 門

での情報化が進 んで きたことによる情報 システ

ム部 門の相対 的な低下 を もた ら してい るのでは

ないか と考 えられ ます 。

③ 情報 システム部 門の要員数 の状況 につい ては、

図3に 見 られるように、91年 頃か ら内部要員 に

ついては40人 強でほ とんど変化は見 られ ません

で したが、95年 はやや下が る傾 向がで てい ま

40.6

1④
'86'87'88'89,90'91'92,93,94・95

図3情 報 システム部門要員数の推移

30.9

す。前出の従業員の減少 とも考えあわせると、

今後は、情報システム部門の再構築等によりさ

らに少なくなるのではないかと思われます。

③外部要員(被 派遣要員)に ついては、同図で見

るか ぎり年毎の変動が大 きく、受入れ側企業の

個々の事業や、情報化、分野の違い等 も今後の

見通 しを不確かにしている要因であると思われ

ます。

(2)足 ぶみ状態の企業間のネットワーク化と急成長

するLAN

①外部とのネットワーク化の状況を見るものとし

て、企業間ネットワーク化率を当協会独 自に算

出 しています。図4で 見ると、ほとんどの企業

がオンライン化を達成 していますが、外部の企

業 とのネットワークを持 っている企業の比率は

92年 の37.8%以 降、毎年低下 してお り、やは り、

長び く不況の影響がでているのではないかと考

えられます。

②一方、企業内のネットワークであるLANと な

ると、一転 して急激な伸びを見せてお り、「利用

予定なし」という消極的な回答 も年々急速に減

少 しているところから、今後数年の間には大部

分の企業が導入を果たしていると見 られます。

(図5参 照).

以上、今回の 「コンピュータ利用状況調査」での

注目すべ き結果についてほんの一部をご紹介 しまし

たが、本調査の詳細は、当協会が本年5月 頃発行す

る 「情報化白書1996iに 掲載 し、また、報告書とし
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て 『コンピュー タ利用 とネ ッ トワー ク化の動 向(平

成7年 度)』 にと りまとめ ます 。

2.情 報化 に関 する海外向 け広報

わが国の情報化の実情 を海外 に広 報す るため、英

文誌 「JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)」

を年4回 発行 し、海外 の政府 機関、情報処理 関連企

業、在 日外国大使館等 に送付 してい ます。平成7年

度 の第1号(No.102)と して、「移動体通信 とP}田の

イ ンパ ク ト」 を発行 し、 第2号(No .103)と して、

「情 報 セ キ ュ リテ ィー 現 状 と将 来 一 」、 第3号

(No.104)と して、 「カーナ ビゲーシ ョン」を とりま

とめてお ります。

3.日 独情報技術 フォーラムの開催

平成7年 度 は、平成8年 の4月 ～5月 に ドイツで

開催 される第10回 フォーラムの準備期 間 にあた りま

す。2月20日 に今 年度 第3回 の委員会 を開催 し、日

本側の基調講演、発表テーマ及びス ピーカ等 の確認

を しま した。

4.OECD情 報社会の経済的影響に関するワーク

ショップ並びにOECD東京マルチメディア・シンポ

ジウムの開催

経済協力開発機構(OE(D)、 通産省、郵政省、財団

法人郵政国際協会及び当協会の共催で、標記のワー

クショップ並びにシンポジウムを開催 しました。こ

の二 つの行事 は、GII構 想、雇用ハ イ レベ ル会合の合

意 を受 けて、OECDに おける 「技術、生産性、雇用」に

関す る調査研 究事業の一環 と して、実施 した もので

す。新成 長産業 と して期待 されているマルチメデ ィ

ア産業 をいかに活性化 させ てい くか、 また、いか に

雇用創 出を実現 してい くか について、内外の産学官

の専門家の方 々による議論 を行 い ま した。

【OECI精報社会の経済的影響 に関す るワークショップ】

(1)時 期:平 成8年3月4日(月)～5日(火)

(2)場 所:東 京 経団連会館

クリス タルルーム

(3)参 加人数:約140名

(4)プ ログラム:挨 拶 通産省 、郵 政省、OECD

セ ッション1「 情報通信技術 を利用す る企業の

リエ ンジニア リング」

セ ッシ ョン2「 電子商取引:ビ ジネス、技術 、

インフラの最前線 」

セ ッシ ョン3「 ネッ トワー クにお けるグローバ

ルな市場実現へ の制度環境」

セ ッシ ョン4「 デー タ ネ ッ トワー ク上の取 引

とその影響」

セ ッシ ョン5「 将来の研究 に関するアジェンダ」

【OECD東 京マ ルチメデ ィア ・シンポジウム】

(1)時 期:平 成8年3・N6日(水)～7日(木)

(2)場 所:東 京 経 団連 会館 経団連 ホール

ド

マ
よ
,

「
肘

¶

ー
釦
ド
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(3)参 加 人数:約400名

(4)プ ログラム:挨 拶 通産省、郵政省、OECD

「経済成長、サービス貿易及び雇用創出の将来展望」

「マ ルチ メデ ィア ・サー ビスを実現す る新 た な

技術 の可能性 」

パネル 「マ ルチ メディア社 会へ の展望」

「マ ルチ メデ ィア ・サー ビス発展のための市場

ア クセスのあ り方」

「マルチメディア ・サービスの提供のための情報 イ

ンフラが果たす役割」

「メディアの融合に対応するための規制の再構築」

パネル 「マ ルチ メデ ィア社 会における官民及び

OECDの 役割」

シンポジウム会場風景

5.コ ンピュータ ・トップセ ミナーの実施

平成8年1月31日 ～2月2日 の3日 間、平成7年 度

第2回 コンピュータ・トップセミナーを18省 庁か ら課長職 を

中心に19名 の方々にご参加いただ き、開催 しました。

2泊3日 の集 中研修 である本 セ ミナーは、パ ソコ

ン実習、講義 、事例見学 、専 門家 による講演 で構成 さ

れてお り、参加者の方 々か らは 「コンピュー タの使い

方、情報化社会の現状、大企業社長の識見 まで幅広 い

分野 にわたる密度の濃いセ ミナーで あ り、大変有意

義 だった。」 との ご感想 をいただいてい ます。

6.講 演 ・セミナーの開催

「システム監査基準特別講演会」

通商産業省によるシステム監査基準の改訂(平 成

8年 正月30日 公表)に 合わせ、標記講演会を同省の

後援により下記のとお り開催 し、関係各方面より多

数 のご参加 をいただき ました。

日 時 平成8年3月14日(木)10:00～16:15

15日(金)10:00～16:30

場 所 銀座 ヤマハ ホール

参加者277名

プログラム

3月14日

通商産業省の セキュ リテ ィ施策 と

システ ム監査基準 について

通商産業省

一般基準

報告基準

(財)日本情報処理開発協会

実施基準(1)◇ 企画業務

日本ユニシス㈱

実施基準(1)◇ 開発業務

アンダーセンコンサルティング

小森 聡

関本 貢

喜入 博

金沢 薫

3月14日

実施基準(皿)◇ 運用業務①

運用管理,入 力管理,デ ー タ管理,出 力管理

インターギデオ ン 川辺 良和

実施基準(IV)◇ 運用業務②

ソフ トウェア管理,ハ ー ドウェア管理,ネ ッ ト

ワー ク管理,構 成管理,建 物 ・関連設備管理

㈱ 日立情報システムズ

実施基準(V)◇ 保守業務

三井情報開発㈱

実施基準(VI)◇ 共通業務①

ドキェメント管理

日本ユニシス㈱

進捗管理

敦賀女子短期大学

要員管理

札幌大学

実施基準(班)◇ 共通業務②

外部委託

インターギデオン

災害対策

アンダーセンコンサルティング

木村 裕一

本田 実

喜入 博

斎藤 隆

八鍬 幸信

川辺 良和

金沢 薫

なお、5月 中に大阪で も開催する予定になってい
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ます 。詳細 につ きま して は、当協 会調査部普 及振 興

課へ お問い合わせ 下 さい。

7.新 規出版物刊行 ・頒布

改訂版 「システム監査基準解説書」の刊行(予 定)

通商産業省によるシステム監査基準の改訂に伴い、

既存の 「システム監査基準解説書」の改訂版 を現在

作成中です。

時期、金額等については未定ですので、詳細につ

きましては 「システム監査基準解説書パ ンフレット

希望」とお書きの上、FAXま たは電子メールで当

協会調査部普及振興課までお送 りください。詳細が

決定次第、ご案内 します。

普 及 振 興 課

電 話03-3432-9381FAXO3-3432-9389

E-mai1:fUkyu@jipdec.or.jp

⇔⇔ 開 発 部 ⇔⇔

グローバルインベ ン トリ ・プロジェク ト(GlP)の

活動状況

1.計 画

95年2月24日 に開催 されたG7情 報通信担当 閣僚

会議で11の 共同 プロジェク トが提案 され、この うち

の ひとつが 「グローバ ル ・イ ンベ ン トリ ・プロジェ

ク ト(GIP)」 です。これは、情報社会の知識 及び

理解 の さらなる促進 に関連 した国際、国家プ ロジ ェ

ク トな どの情報 を蓄積 したマルチメデ ィア ・イ ンベ

ン トリを構築す ることを目的 と してお り、国際 的イ

ニ シアチ ブに基づいてG7各 国 とECが 参加 し、そ

の実現 に向けてス ター トしてい ます。

GIPは 、短期 的 にはG7各 国および欧州共同体

(EC)に お いて現在進行中あ るいは計画 中の主要な

情報社 会に関連す る各種 の プロジェク ト情報のデー

タベースの構 築 に焦点 をあててい ます。長期 的 には、

知識、 アイデ ア、解決策 の 「正確で全てにオープ ン

な地球規模の情報資源」 を構築す るため、G7以 外

の国々の計画 をも包含す るインベ ン トリへ と広が る

ことが期待 されてい ます。

一53－

GIPの 主た る目的は、

・情報社会の促進のための情報提 供の国際的な問

い合わせ 窓口 となる こと。

・情報 社 会 に関す る最 も重 要 な国家
、国 際 プロ

ジ ェク トに関 して フ リーな情報 交換 が行 え る

ネ ッ トワークを構築す るこ と。

・情報社会の実現の ため行 われる様 々な活動 につ

いて理解 を深め るため に、その デー タベース を

構 築 し運用 しその中味 を分析 する こと。

2.進 捗 状況

現時点 では、各国の インベ ン トリに掲載 される情

報 と して、国家お よび国際 レベルで行 われている研

究 開発 プロジェ ク ト、調査 プロジェク ト、募集案内

の情報の3つ の分野が決め られ てい ます。 また、掲

載す る情報 につ いては、それぞれ について最低限記

載 されてい なければな らない項 目を ミニマムデー タ

セ ッ ト(MDS)と して規定 し、母国語 と英語 で表

記す ることと してい ます。

各国の イ ンベ ン トリ(ナ シ ョナルイ ンベ ン トリ:

NI)は 、WWW(WorldWideWeb)に より構築

します。NIを 相互に乗 り入れて、グローバ ルイ ン

ベ ン トリ(GI)と してユ ーザが情報 を自由 にと り

出せ るよ うす るため、「検索機能」を各国のNIで 実

現 します。われわれのサーバー には検索 ツール とし

て 日本語 ウェイズ(WAIS)サ ーバ ーを導入 し、検

索機 能 を実現 しました。

サンプルデー タとしては、現在 まで に次の よ うな

プ ロジェ ク トについて、情 報 を収 集 し、HTML化

を行 い ました。 ・

じ

通商産業省における情報技術開発プロジェクト

【電子政策課関連プロジェク ト】

リアルワール ドコンピューティングの研究開発

業際EDIパ イロット・モデルの調査研究開発

EC(電 子商取引)推 進事業

ディジタルHDマ ルチメディアシステムの研究開発

自然言語処理用電子化辞書の試験研究

【電子機器課関連プロジェクト】

簡易操作型電子設計生産支援システム(MATI
し

C)に 関 す る研 究 開 発 ・・ .



高度生体磁場計測 システム(SQUID)の 研究

開発

産業用自由電子 レーザとその利用技術の研究開発

生体機能の極限的光計測技術の研究開発

フェム ト秒テクノロジーの研究開発

超先端電子技術開発促進事業

原子 ・分子極限操作技術(ア トムテクノロジー)の

研究開発

通商産業省における情報技術の調査研究

【電子機器課関連調査事業】

認証制度の調査研究

現 在 、 日 本(通 産 省)イ ン ベ ン ト リ の ホ ー ム ペ ー ジ

は 次 のURLア ド レ ス と な っ て い ま す 。

http:〃www.gip.jipdec.or.jp!japaneselhome・jl

japan・home・j.htm1(日 本 語)

http:〃www.gip.jipdec.or.jp!english!home-e/

japan・home・e.html(英 語)

11月29日 、バ ンクーバ ーにお いてグローバ ルイン

ベ ン トリの代表者 会議が行 われ、次 の ような報告 、

検討 が行 われ ました。

(1)NIに ついては、情報収集 とWebペ ー ジの作

成が順調 に進 んでい る。EU本 部 に設置す るマス

ターイ ンデ ックス を含 むサ ーバ ーについて は民間

業者 に構築 を委託す ることを考えてお り、12月 に

は入札 の手続 きに入る予定 。

(2)グ ローバルインベ ン トリのユーザが明確 でない

ため、 ミニマムデー タセ ッ トの記述 にあた り、そ

の ガイ ドラインを作成 した方 がいい。

(3)発 展途上 国を中心 と した第三国へ の働 きかけを

今度行 っていった方が よい。

(4)次 回G7の 会合(南 ア)で 、何 をデモす るかを

電子 メール を通 して今後検討 してい く。

3.今 後の課題

今後 以下のような作業 を行 ってい く予定 です。

(1)サ ンプルデー タの追加'-・r

今 年度 内に、サ ンプルデー タの追加お よび英訳

を進 め、イ ンベ ン ドリを整備 ・拡充 しで㌢蝋 。

(2)マ ス ターインデ ックスの作成 、s

各 国のNIか ら、インデックス ファイルを収集

し、マス ターイ ンデ ックス として コンパ イルする。

また、シソー ラス を使 った多 言語 に よる検索 につ

いて、実験 を行 う。

(3)そ の他

他機 関 との協 力の も と、 さ らに幅広 い範 囲 の

デー タ収集や リンク付 けを行 うとともに新技術 を

取 り入れたWebペ ージの作成 を行 う。

""Aい ファジィ振興センター""

AI・ ファジ ィ振興 セ ンターではAI等 先端 的情

報技術の普及啓 蒙、及び調査研 究等 を次の とお り実施

しました。

1.先 端情報技術講演会の開催

第2回

・期 日 平成7年11月17日

・会 場 中央大学駿河台記念館(東京都千代田区)

・参加者38名

・テーマお よび講師

人工生命研究の概観

講 師 上田 完次(神 戸大学工学部教授)

人工脳の構築を目指 して

講 師 下原 勝憲

(ATR人 間情報通信研究所第6研 究室長)

人工生命とプログラミング

講 師 伊庭 斉志

(工業技術院電子技術総合研究所 知能

情報部推論研究室研究官)

第3回

・期 日 平成8年2月8日

・会 場 中央大学駿河台記念館(東 京都千代田区)

・参加者59名

・テーマおよび講師

音声対噺 システムの研究開発の現状と将来

講・『師 田中 和世

(工業技術院電子技術総合研究所 知能

情報部音声研究室長)

音声対話応用システム実用化における課題 と展望

講 師 武田 一哉

(名古屋大学 大学院工学研究科助教授)
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2.研 究用連続音声 データベース(CD--ROM版)の 頒布

頒布価格1枚3,090円(税 込)

郵送料270円

連 続音声 対話 システ ム 「研 究用 連続 音声 デ ー タ

ベ ース(CD-ROM版)」 を、社 日本音響学 会 と協

力 して作成 、頒布 してお ります。

a.研 究用連続音声デー タベース

(Vol.1～3:読 み上 げ用 テキス ト)

AIIR音素バ ランス分(503文)を 男30名 、女34

名の話者が発声 した約9,600文 の音声波 形 とテ

キス トが収録 されてい ます。音声 は、16KHz、16

ビッ ト、(一 部12ビ ッ ト)で ディジ タル化 され

ています。

A[IR音素バラ ンス文503文 は、2音素連鎖(CV(120

種),VC(227種),W(55種)、 計402種)お よび一部

の3音 素連鎖(CVC(69種),た だ しCは 無音声破裂

音、無声摩擦 音),CVC(18種 ただ しCは鼻子音),VCV

(136種,た だ しCは半母音),計223種)が 含 まれて

います。文の母集 団は、新聞、雑誌 、小 説、手

紙、教科書等 から無作為 に10,196文 を抽 出 し、

これか ら503文 を選び、50文 を1セ ッ トと して音

素バラ ンスが とれる よう配置 されてい ます。

b。 研究用連続音声 データベース

(Vol.4～6:模 擬対話文)

VoL4～6に は、道案内、観光案内、問 い合

わ せ等 各 種 案 内 を タス ク と した模 擬 対 話 文

(1,027文)を36名(男 女各18名)の 話者が読

み上 げた12,474文 の音声波形 と発声 テキス トが

収録 されてい ます。Vol.6に は、その他 に模擬

対話の書 き起 こしテキス ト、報告書が含 まれて

い ます。

c.研 究用連続音声デー タベース

(Vo1.7:模 擬対話)

Vol.7に は、道案内、観光案内、問い合 わせ

等各種案 内 をを タス クと した摸擬対 話(40対

話)を 各 々2名 の話者が発声 した音声 波形 と、

書 き起 こ しテキス ト(Vol.6の 修正版)が 収録

されてい ます。

音声は16kHz、16ビ ッ ト(一 部12ビ ッ ト)で

デ ィジ タル化 されてい ます。

また、併せ て、研究用連続音声デー タベース利用

支援 ツール も頒布 してお ります。
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上記 の研 究用連続音声 データベース(CD-ROM)

を、容 易 に利 用 で きる ようにデ ー タフ ォーマ ッ ト

(ISO9660)に 合 わせたハ ン ドリング機能 や、音声処

理機能等が ライブラリー的に、まとめ られてい ます。

具体的 にはワークステーションを使 って上記のCD-

ROMか ら音 声デー タを読 み込 んで、デー タの表示

や ラベ リング をする機能、音声 の分析機能 などが組

み込 まれてい ます。 また、HMM(隠 れマル コフモ

デル)を ベ ース とす る簡単 な音 声認識機 能がついて

い ます。

なお、利 用可能環境 は次 の とお りです。

ハ ー ドウェア:SunSPARCstation

OS:SunOS4.1.2

ウ ィン ドウシステム:OpenWare/Motifver .2

お よび 日本語OpenWindows2.0.1

3.コ ンピュータの高度利用 に関する調査 の実施

人工知能(AI)を は じめ と した先端 的情報技術 の

利用 につい て 「コンピュー タの高度利用 に関す る調

査」 を実施 しま した。

調査 はア ンケー ト方式 に よりコ ンピュー タユーザ

300社(600部 門)に 調査票 を送付 して実施 した もの

です。

概要 について は、本誌 「JIPDECREPORT」 欄 を

ご覧 くだ さい。

4.ネ ッ トワークAlに 関する調査研究

ネットワークAIは 、情報通信ネットワークと人

工知能技術等 との結合による新 しい知的処理の枠組

みとして注目されている分野です;

この調査研究は平成7年 度より2年 計画で進める

もので、本年度は、ネットワークAIの 技術基盤の

整理のため 「技術マ ップ」の作成および要素技術の

課題について、またネットワLクAIに 基づ く応用

分野として、「社会 ・組織上の応用」とやや個別的な

応用として 「スケジューリング問題を扱った応用」

事例について調査を行い、以下(目 次)の とお り中

間報告書をとりまとめました。

1.ネ ッ トワー クAIに 向けて

1.1ま えカsき

L2第 一段階:設 計論 としでの ネ ッ トワー クAI
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1.3第 二段階:運 用論 としての ネ ッ トワー クAI

1.4第 三段 階:人 間社会 を支援す るネットワークAI

1.5む すび

2.ネ ッ トワー クAI技 術 とその可能性

2.1ネ ッ トワー クAI技 術 を捉 える視点

2.2ネ ッ トワー クAI技 術マ ップ

2.3ネ ッ トワー クAIと サ イバー社会

2.4マ ルチエージェン トシステム とエージェン ト

指 向アーキ テクチ ャ

2.5や わ らかい ネ ッ トワー クとネッ トワー ク・リ

ア リテ ィ

2.6分 散 ・協調 システ ムにおけ る相 互作用 モデル

3.ネ ッ トワークAI応 用 とその課題

3.1は じめ に

3.2利 用者 ・社 会 ・環境 の視点

3.2.1産 業 ・社 会システムへ の応用

3.2.2組 織 的エージェン トの検討 と大規模 シス

テムへ の応用

3.2.3組 織行動の分析 における機械学習理論 の

適用

3.2.4ネ ッ トワークソフ トとマルチモーダルイ

ンタフェース

3.2.5知 的協調教育環境

3.3シ ステム的視点

3.3.1探 索並列化のためのスケジL－ リング

3.3.2生 産ス ケジュー リング・フレーム ワー ク

3.3.3エ ー ジェン ト指 向言語 による看護婦勤務

表作成 システム

3.3.4ス ケジューリングESの 開発環境 とその応用

3.4お わ りに

4.海 外動 向調査

4.1米 国にお けるネッ トワー クAI関 連技術 の研

究開発動向

4.2欧 州におけるネッ トワー クAI関 連技術 の研

究 開発動向

⇔ 産業情報化推進センター ⇔

産業情報化推進センターでは、産業界における情

報化の健全な発展 と普及啓蒙を図るため;各 業界と

の連携 を図 りつつ、各種の課題に取 り組んでいます。

現在の活動状況を以下にご紹介 します。

1.ビ ジネスプロ トコルに関する検討

(1)業 際EDIパ イロ ッ トモ デルの調査 ・研 究 ・開発

EDIに よって交換 されてい る情報 は現在 、受発注

処理 などの南流分野 の ものがほ とん どです。受注 か

ら生 産、決済な どある取 引全体か ら見れば、EDIが 利

用 されているのは一部分 に過 ぎませ ん。この ことが 、

業務全体 を合理化す る観点か らはネ ックにな ってい

るのが実情 です。当セ ンターでは1992年 度 か ら広範

な事 業分野 をリンクさせ るパ イロ ッ ト事業 を通商産

業省 よ り受託 してい ますが、95年 度 か らは請求支払

分野 をEDI化 す るパ イロ ッ ト事業 を行 ってい ます。

具体的には、手作業 で行 われている売掛金 の消込

み処理の 自動化 を検討 す ることと し、本年度 は、振

込未 ・入金通知等 の、銀行 と一般 産業界 とのデー タ

交換 の基本 コンセ プ トをまとめ ま した。さらにその

基本 コンセ プ トに基づ く予備 実験 を行 い ました。そ

の結 果、消 し込 み処理 において大 きな効果 があるこ

とが分か りま した。

今後、本格 的な運用実験 を行 い、請求 ・支払分野

の業際EDIの 確 立 を図る ことの必要性 も明確 にな り

ま した。

(2)物 流EDIの 国内標準化

1991年 に、(株)村 田製作所 、 日本 ロジテ ム(株)

間で わが国最初 の本格的 な物流EDIが 導入 され、稼

働 開始 しま したが、その後、導入する企業が増加 し、

現在、10数 社 になってい ます。

これ らは、全てCII標 準で運用 されてい ますが 、標

準 メ ッセージが完全 には統 一 されてお らず、2種 類

の メ ッセー ジが使 われてい ます 。将来 の広範 な普及

のため には標準 メ ッセージが統一 されていることが

望 ま しいので、関係 業界 団体 である物流EDI推 進機

構、(社)日 本 ロジステ ィクス システム協 会及び(社)

日本電子機械工業会の協力 と通商産業省、運輸省 の

支援 を得て、統 一標準 メ ッセージの 開発 を開始 しま

した。具体的な調 整 と開発 は、物流業際EDI調 整委

員会 を設置 して行 い ましたが、1995年 末 まで に運送

依頼 情報 を始 め とす る5種 類 の国 内統 一標 準 メ ッ

セージ(ト ライアル版)を 開発 しました。現在、運

用実験 を行 ってお り、その実用性の確認 を行 ってい

ます。この実験結果 を反映 した第一ー一版 を96年5月 に

一56一

亀



正式 に リリースす る予定です。

なお、 この件 に関 する問 い合わせ ば、下記 までお

願 い します。

産業情報化推進セ ンター ビジネスプロ トコル課

TeI:03-3432-9386

2.ユ ーザ システムの高度化 に関する検 討

(1)EDI向 け 「新手順」の開発 ・普及

オー プンなEDIを 実現す る新 しい情報通信手順 と

して、OSI-FTAM準 拠 によ り開発 した 「F手順」の製

品化 を支援 して きま した。今 年度 もF手 順 関連 ド

キュメン トの維持 管理 お よび、製 品の利用拡大 に必

要な活動 を行 いま した。 また、パ ソコ ンをベ ース と

した 「PC-F手 順」の相 互運用性検証 システム を開発

しま した。

(2)OSI等 利用促 進

OSI等 に関連 したセ ミナーの 開催 な ど、OSI等 の利

用 を促 進す るための活動 を行 い ました。 また、TCP/

IPな どOSI以 外の通信手順 について も調 査 ・検討 を

行 い、「FIP(TCP/IP)利 用調査研 究報告書」 を作成

しました。

3.産 業界の システム化及 びそれに係 る制度問題 の

調査研 究

産業 活動 の基 盤 としてのEDIが 、個 々の ネ ッ ト

ワー クの壁 を超 えて水平的 に相 互結 合 し、グローバ

ルな広が りを持 ったネ ッ トワー クへ と移行 しつつ あ

ります。この ような動 きに触発 されて、クローズ ド

なEDIで の取引 も活発 に進展す ることが考 え られ ま

す。新 たにEDI取 引 を行 う企 業に とって、考慮すべ

き法的 な事 項 を踏 まえてEDI取 引の ための契約 を作

成す るこ とはかな りの時 間 と手 間 を必 要 と します。

諸外 国において も、EDIに かかる法 的問題 を取 り上

げ、 とりわけ企業 間の商取引 に係 る 「EDI標 準 契約

書」について検討 されてお り、EDIに 関す る標準 契約

書(ICC(国 際商業会議所)、 イギ リス、ABA(全 米弁

護士 会)、 フラ ンス 、 カナ ダ、 ニュー ジー ラ ン ド、

オース トラリア等)が 作成 されてい ます。

このよ うな観点か ら、96年 度 の調査研 究のテーマ

と しては、95年 度 までの継続 的 な研 究成果 を踏 ま

え、かつ、諸外 国の標準契約書 を参考 と して、EDI標

準契約 のあ り方につ いて検討 する とともに ,EDIに

特有な法律事項 を定めた 「データ交換協定書」の条

項およびその解説を作成 しました。

4.EDIの 普及促進

わが 国のEDIの 普及 ・啓蒙、業種横断的 な共通課

題の検 討お よび関係 者 の情報交 換 の場 と して、49

(1996年3月 現在)の 業界団体お よび関係4省 庁(オ

ブザ ーバ)で 組織す る 「EDI推進協議会」の事務局 と

して、今年度 も各種活動 の支援 を行 っています
。今

年度 は3回 の普及研修 会開催 、広報誌 の発行 な どの

普及 ・啓蒙活動 、EDIに 関す る各種の 国際活動への対

応の検討お よびEDICOM'95な どへの参加、AOEMA(ア

ジア ・オセアニ ア電子 メール協議会)と の情報交換

な どの活動 を行 い ました。

また、初心者 を対 象 に した、包括 的なEDI解 説書

の発行 のための検討 を行 い ました。さらに、従来、必

ず しも十分 には把 握で きて いなか った 、わが 国の

EDI普 及状 況の実態 を調査す る方法 を検討 してい ま

す。 この ため に、汎用 的 に使 える調査 票の作 成 を

行 ってお り、来年度 、実際 に活用す ることに してい

ます。

5.ECの 普及促進

EC(電 子商取引:ElectronicCommerce)と は
、

「全 ての経 済主体が、様 々な コ ンピュー タ ・ネ ッ ト

ワークを用 い、あ らゆる活動 を行 うこ と」 と言 うこ

とがで きます。具体 的 には、標準EDI、 行政手続 きの

電子 申請、パ ソコン通信 によるオ ンラ イン ・シ ョッ

ピングなどがECの 萌芽である と言 えるで しょう
。こ

のEC促 進 のために、1995年 度 よ りき年間の予定 で情

報処理振興事業協会(IPA)が 実施 しでい る 「エ レク

トロニ ック ・コマース推進事業」の下で、20程 度の

テス トベ ッ ド・プロジェ ク トが実施 される予定 です

が 、この各 テス トベ ッ ド間の調整等 を行 う組織 と し

て、「電子 商取 引実証推進協議 会」が、1995年12月

27日 に発足 しま した。当セ ンターは、本協議会 の事

務局 を担当 してお ります。1月24日 に開催 された設

立総会 には、堤通 商産業省事務次 官 を始 め多 くのご

来賓 に もお集 ま りいただ きました。

現在、本格的 な事業展 開の準 備 を進 めてい ます。

なお、この件 に関す る問k・合 わせば、下記 までお

願 い します 。 ＼
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産業情報化推進セ ンター

電子商取引実証推進 協議 会事務局

TeI:03-5531-0061

6.普 及 ・広報

(1)産 業情報化 シ ンポジウムの開催

1995年11月20日(月)日 経 ホー ルにおいて、「EC

へ の展 開に向 けて」 とテーマ に 「産業情報 化 シンポ

ジウム」を日本経済新聞社 との共催 で開催 し、約480

人の参加者があ りま した。

(2)広 報誌 「産業 と情報」の発行

わが国産業界 の情報 化動 向を広 く各方面 に周知 す

るため、「産業 と情報」を発行 し、会員等へ 配付 しま

す。

⇔ 中央情報教育研究所 ⇔

現在中央情報教育研究所では、学校および企業のイ

ンストラクタを対象とした研修、高度情報処理技術者

育成のためのモデル研修、調査研究事業および、モデ

ルテキス ト等の開発 ・販売を以下により実施中です。

1.研 修事業

中央情報教育研究所で行われている研修事業には、

主として専門学校の教員を対象とした 「情報処理技

術 インス トラクタ研修」と情報処理技術者の育成 を

目的とした 「高度情報化人材育成研修」の2種 類が

あ ります。

1-1.情 報処理技術インス トラクタ研修

平成8年3月 迄に終了 した研修

・システムアドミニス トレータ育成の指導ポイント

(4回 うち1風 は大阪開催)

・第二種共通カリキュラムの指導ポイント

(2回)

・システム開発の基礎(仙 台雌1回)

・C言 語プログラミング入門と悲あ指導ボギ智 ト

(1回),1・ …,∴ 黄☆

・表現技法 とその指導ポイン ト 〈2回Xい

・内部設計の基礎的能力 とその指導ポイント

〈2回 うち1回 は大阪開催)

・プ ログラム設計 能力 とその指 導ポ イン ト

(1回)

・マ イコン応用 シス テム設計 の基礎 的能力 とその

指 導ポ イン ト(1回)

・教育エ ンジニ ア ーインス トラクシ ョン業務 一

(2回)

・教育心理 学入門(2回)

・UNIXの 基礎(2回)

・システム技術 の最近の動向

一オー プンシステ ム/ネ ッ トワー クの動 向一

(1回)

一デ ータベ ースの動向 一(1回)

一マ ルチ メデ ィアの動向 一(1回)

・システムア ドミニス トレータ育成の指導 ポイン ト

(1回)

・第二種 共通 カリキ ュラムの指 導ポ イン ト

(1回)

・システム開発の基礎(1回)

・C言 語 プログラ ミング入 門 とその指導 ポイン ト

(1回)

・表現技法 とその指導 ポイン ト(1回)

・内部設計 の基礎 的能力 とその指 導ポイ ン ト

(1回)

・プログラム設計 能力 とその指導 ポイ ン ト

(1回)

・教育エ ンジニァ

ーメデ ィア開発 型業務入 門編 一

一企 画型業務 一

一イ ンス トラクシ ョン業務 一

・教育心理学入 門(1回)

・UNIXの 基礎(1回)

・システム技術 の最近 の動 向

(1回)

(1回)

(1回)

一オープ ンシステム/ネ ッ トワークの動向 一

(1回)

一デ■・…タベ 一頃スの動 向一(1回)

・Vマルチ メデ ィアの動 向一(1回)

・臓 技術 コvス(5回)

以上の研修 臼程 や内容の詳細 につ いては、教務第

一課 までお闘 い合わせ 下 さい。(03-3435-6509)

1…2.高 度情報化人材育成研修

平成8年3月 迄に終了 した研修
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・シ ス テ ム ア ナ リ ス ト

・シ ス テ ム 監 査 技 術 者

・プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ

・ア プ リ ケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア

・ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リス ト

・デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト

・シ ス テ ム 運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア

・第 一 種 共 通 カ リ キ ュ ラ ム 研 修

(1回)

(1回)

(1回)

(2回)

(2回)

(2回)

(2回)

(2回)

(第一種共通カリキュラム研修の受講者で一定の基準

を満た した方については情報処理技術者試験の一部

が免除されます)

以上の研修 日程や内容の詳細については、教務第
二課 までお問い合わせ下 さい。(03-3435-6506)

2.モ デルテキス ト等 の開発 ・販売事業

現在CAITに おい ては、産構審 の提言 を受 けて

標準 カ リキュラム(全17種 類)お よび、これに準拠

したモ デルテキス トを販売 しています。

モデルテキス トについては、現在情報処理技術者試験

の対象 となっているもの全 てについて発売 しています
。

また、平成8年4月 か ら新た に実施 される 「マイ

コン応 用 システムエ ンジニ ア試験 」に対応 したモデ

ルテキス トも発売 してい ます。

標準 カ リキ ュラム、モデルテキス トの内容 や今後

のモデルテキス トの発行予定 につ いては、普及振 興

課 までお問い合 わせ下 さい。(03-3435-6500)

3.調 査研究事業

平成7年 度の調査事業は、次に示す8種 類です。

この内 「情報処理技術者実態調査」の調査結果が出

ているので、その結果の一部をご紹介 します。

3-1.平 成7年 度の調査事業

・高度情報処理技術者育成のための基盤整備

・高度情報処理技術者育成のためのモデルキャリ

アディベロップメン トの策定

・情報処理技術者実態調査

・教科研究調査

・産学連携の推進に関する調査研究

・高度情報処理技術者育成指針に関する調査研究

・実践的教育手法に関する調査研究

・専門学校 における高度技術者および利用技術者
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教育のあり方に関する調査研究

3-2.平 成7年 度 「情報処理教育実態調査結果」の

紹介

情報処理技術者の質的確保を図るためには、企業

や学校でどの様な情報処理教育が実施 され
、どの様

なニーズが あるのか を把握す るこ とが肝要です
。

このため、この調査は昭和62年 度以降時宜の調査

テーマ を追加 しつつ経年 的に実施 して きました
。

今回は、平成7年 度の調査結果から、専門学校の

実務教育の推進に必要でその実施が難 しい 「産学連

携の推進」に関連するものをご紹介 します。

なお、今回の調査先の発送数および回収数は次の

通 りです。

学校別発送回収状況

発 送 数 回 収 数(%)

全体 806 416(51.6)
高校 305 154(50.5)
専門 150 103(68.7)
高専 62 42(67.7)
短大 64 20(31.3)
大学 225 69(30.9)

企業の発送回収状況

発 送 数 回 収 数(%)

2,703 437(16.2)

(1)産 学連携の現状

産学連携の形態の内、特にその実施が難 しい実習

生の受け入れ(派 遣)に ついて見ると、7.5%の 企業

が実習生の受け入れを行っていると回答 しています
。

一一方
、学校側の回答では27.4%が 学生を企業実習に

派遣 していると回答 しています。この結果を昨年と

比べて見ると2L7%の 企業が実習生の受け入れを行

い、70.8%の 学校が企業に実習生を派遣 していたと

回答 していたので、たった エ年で1/3に 激減 したこ

とが分か ります。

この様な状況から企業実習の受け入れに関する今

後の意向が どの様になっている添について見ると
、



企業側で は、「受け入れたい」と 「申 し出が あれば受

け入れる」をあわせて12.3%、 学校側 では、「派遣 し

たい」 と 「適切 な企業が あれば派遣す る」 をあわせ

て51.6%と なってい ます。

更 に、実習生受 け入れの為の学校側への条件 につ

いて見 ると、「実習生の質」、「人数制限」、「時間的制

約の合致」等 を上位 にあげています。 また、企業内

での受 け入れの前提 条件 と しては 「指導者 の確保」、

「時 間的余裕」、「適切な実習課題 の用意」等 を上位 に

あげてい ます。

実習生受け入れの条件(学 校側への条件)

実習生の質

人数の制限

時間的制約の合致

30.0%

34.7%

34.0%

実習生受け入れの条件(企 業内での条件)

指導者の確保

時間的余裕

適切な実習課題の用意

48.6%

47.9%

46.8%

(2)産 学連携の課題

産学連携を円滑に推進するための企業側および学校

側の意見を取りまとめて見ますと次の様になります。

企業実習が実施する為の企業側の条件としては、実

習生の質が高 く、人数が企業側の負担にならない程度

で時間的に条件が合致する場合ということになります。

一方、学校側の条件 としては、カリキュラムとの

関連から時間的な制約を第一にあげてお り、次に実

習内容 に係るものを条件 としてあげています。

これらの条件のもと企業実習を実施するためには、質

の高い学生を企業が少しでも時間がある時に送り出すと

いった極めて難しい条件をクリアする必要があります。

企業 ・学校の要望条件

実 習生 の質39.0時 間的制約60.8

人数の制 限34.7対 象業務 の実施57.4

時間的制約34.0実 習課題 の用意46.1

企業実習実現の為の条件

企業側 学校側

指導者の確保48。6

時間的余裕47.9

実習課題の用意46、8

サホ㌧ ト体制確立56.2

時 間的余裕42.5

予算 の確保46.1

(3)産 学連携のあり方

情報化円熟期の現在、企業実習の必要性 を充分認

識 しつつも実態は思 った通 りに進展 していません。

むしろ数年前迄は、好景気を背景に人材確保のた

めや企業イメージアップのために企業実習を受け入

れていた企業が多 く見受けられましたが、現在は長

期の不況や開発拠点の海外移転等企業実習を巡る環

境は厳 しいものとなっています。

これらのことを考慮 しても、企業実習は実務 を知

る上で必要であ り、その振興策 としては、次の様な

事が考えられます。

①協力文化

産業界が一丸となって人材育成をすることに

よって成果が自分達に戻ってくることを認識 し

てもらう必要があります。

しか し、企業実習の受け入れば、大なり小な

り企業にとって負担であることは、明かです。

その際、体力がある企業 とない企業では、受け

入れの量や質に隔たりがあ りますが、体力がな

い企業でも何等かの負担 をするのが当然という

文化が必要です。

②学校が企業にで きること

協力文化の押 し付けには、抵抗を感 じる企業

も有 り得るので、学校が企業にできるサービス

を公表することも必要です。

③公的機関による受け入れ

企業実習を強力に押 し進めるためには、先ず、

国や地方公共団体等が率先 して実習の受け入れ

を実施 して欲 しいという意見があ ります。

また、公的機関による受け入れを補うものと

して、実習を受け入れる公益的な実習機関の創

設 も考えられます。

④企業評価のポイン ト

企業実習の受け入れを当然の事と受け止める
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企業が充分確保される迄は、企業を評価するポ

イントとして企業実習の受け入れを評価する等

が考えられ ます。

一方
、優秀な企業実習を表彰することで、更な

る質の高い実習実施企業の確保につながります
。

⑤斡旋機関の創設

企業実習の受け入れや企業実習の派遣に対す

る情報を一元化 し、双方が効率よく利用で きる

機関等の創設 も効果があります。

⑥税等免減措置

最 も分か りやすい施策としては、企業実習に

要 した必要経費を課税対象から外す等助成金制

度が考えられます。この件については、企業実

習を現在 より受け入れ易 くする制度に対するア

ンケー トで も最 も高 い順位 で 「助 成金制度

(43.2%)」 をあげています。

⇔ 情報処理技術者試験センター ⇔

平成8年4月 に実施 される春期 試験 の応募 者受付

は、1月5日 か ら2月8日 まで約1ヵ 月間行 われ ま

した。応募者数 は約225 ,000人 となってい ます。

今回の春期 試験 か ら新 たにマ イコン応用 システム

エ ンジニア試験が加 わ り、これで春期 の試験 区分 は

7試 験区分 とな り、秋期 の6試 験区分 と併 せ
、年 間

13の 試験区分(第 二種は春 と秋 の年2回 実施)を 実

施 する ことにな ります。

春期試験 として第二回 目となる今 回は、マ イコ ン

応 用 システムエ ンジニアが追加 されたにも関わ らず

全体 の応募者数 で、前回春の242 ,000人 を約17,000

人程度下回 る結果 とな りま した。前 回の応募者 との

比較 では、特 に第一種 が約10%も 減少 し、システム

運用管理エ ンジニア、 プロジェク トマ ネージ ャ
、第

二種 も減少 してい ます。逆 に増加 を示 してい る試験

区分 は、プ ロダクシ ョンエ ンジニ アとデー タベース

スペ シャ リス トの2試 験 区分です。これは、平成7

年秋期試験 でネ ッ トワー クスペ シャリス トが増加 し

たこ とと同 じよ うに、技術者がスペシ ャリス トを指

向す る傾 向 と見受け られ ます。プロダクシ ョンエ ン

ジニア もデー タベ ーススペ シャ リス トも、情報処理

技術者の中で は、技術者指向 の強い試験 であ り、今

後の高度情報化時代で特 に注 目されている人材 です
。

合格発表は、第二種 が6月 上旬 、第一種 が7月 上

旬 、プロジェク トマ ネージャ、システム運用管理エ

ンジニ ア、プ ロダクシ ョンエ ンジニア
、デー タベー

ススペ シャリス ト、マ イコン応用 システムエ ンジニ

アの高度情報処理技術者試験の発表は
、7月 下旬 を

予定 してい ます。

次 に、各試験 区分 ごとの勤務先別 ・最終学歴別 ・経

験年数別 ・平均 年齢 について、その傾 向 を紹 介 しま

す。

1.プ ロジェク トマネー ジャ試験

応募者数は約10,000人 とな りました。勤務先別 は、

ソフ トウェア企業が約半数の48 。5%を 占めています。

次 に情報 サー ビス企 業等 、電算機製造又 は販売企業

の順 となって います。最終学歴別 では大学 ・旧制高

校 卒業者が全体 の70.6%を 占めてい ます。続 いて高

校 ・旧制 中学の卒業生、大学院卒業生 となってい ま

す。経験年数 は、10年 以上15年 未満の情報処理 に関

する経験 がある応募者 が31 .4%を 占め、ついで、15

年以上の経験者、5年 以上10年 未満の経験者 とい う

順序 になってい ます。応募者の平均 年齢は
、前回春

と比べ て0.2歳 上昇 し37 .2歳 となってい ます。

2.シ ステム運用管理 エンジニア試験

応 募者数は約4,000人 とな りま した。勤務先別 は、

情報サ ー ビス企業等が35 .5%、 ソフ トウェア企 業が

33.4%を 占めてい ます。最終学歴別では大学 ・旧制

高校卒業者が全体 の53.8%を 占めてい ます。続いて

高校 ・旧制中学の卒業生、専門学校2年 制卒業生の

順 となってい ます。経験 年数は、5年 以上10年 未満

の情報処理 に関す る経験 者が33 .6%、10年 以上15年

未満の経験者が32.0%を 占め、次 に15年 以上の経験

者 という順序 にな ってい ます。応募者 の平均 年齢 は
、

前回春 と比べて0.4歳 上昇 し34 .9歳 となってい ます。

3.プ ロダ クションエ ンジニア試験

応募者数 は13,000人 とな りました。勤務先別 は、

ソフ トウェア企業が約半数の59 .4%を 占めています。

次 に情 報サ ー ビス企業 等、 一般企 業 ・団体 の順 と

なってい ます。最終学歴別では、やは り大学 ・旧制

高校卒業者が全体 の62 .2%を 占めk続 いて専門学校
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2年 制卒業生 、高校 ・旧制中学の卒業生の順 となって

い ます。経験年数は、5年 以上10年 未満の情報処理

に関する経験者 が42.3%、10年 以上15年 未満の経験

者が26.1%を 占め、次 に3年 以上5年 未満の経験者

とい う順序 になっています。応募者の平均年齢は、前

回春 と比べ てO.5歳 上昇 し31.4歳 となってい ます。

4.デ ータベーススペ シャ リス ト試験

応募者概数は約9,000人 とな りました。勤務先別

は、ソフ トウェア企業が約半数の50.6%を 占めてい

ます。次 に情報サー ビス企業等 、一般企業 ・団体 の

順 とな ってい ます。最 終学歴別 では、やは り大学 ・旧

制高校卒業者 が全体 の64.4%を 占め 、続いて高校 ・

旧制 中学の卒業生、専門学校2年 制卒 業生が ほぼ同

じ人数 の順で続いてい ます。経験年数 は、5年 以上

10年 未満の情報処理 に関す る経験 者が38.7%を 占め

て います。続 いて、10年 以上15年 未満の経験者 、3

年以上5年 未満の経験者 という順序 になってい ます。

応募者 の平均年齢は、前 回春 と比べ て0.3歳 上昇 し

31.0歳 となってい ます。

5.マ イ コン応用 システムエ ンジニア試 験

今 回か ら始 まるマ イコン応用 システムエ ンジニア

試験 の応募者概 数は、約3,000人 とな り今 までの応

募者数で は最低 の人数 とな りま した。勤務先別 は、

ソフ トウェア企業が40.2%を 占め、次 に一般企業 ・

団体、電算機製造又は販売企 業 とな り、情報サー ビ

ス企業等は8.4%と なっています。最終学歴別で は、

大学 ・旧制高校 卒業者 が全体 の55.2%を 占め、続 い

て高校 ・旧制 中学 の卒業生、専門学校2年 制卒業生

の順 で続 いてい ます。経験年数 は、5年 以上IO年 未

満の経験者 が35.0%を 占め、続 いて、10年 以上15年

未満 の経験 者、経験 な し(無 記入 を含 む)、3年 以上

5年 未満の経験者 とい う順序 になってい ます。また、

経験 な し(無 記入 を含 む)と す る応 募者が、他の高

度試験 ではプロジ ェク トマネージ ャ0.8%、 システ

ム運用管理エ ンジニ ア1.5%、 プロダ クシ ョンエ ン

ジニア3.2%、 デー タベ ーススペシ ャリス ト3.7%と

低 い構成比 となっいますが、マイ謹 ン応 用 システム

エンジニアでは12.6%も 占療ていること、=

す.応 端 の平均轍 は、繍 鮭 懸 誉姦濠騨

ネージャ、システム運用管理エシジ嘉蓼薫撫 撚8

番 目に高い年齢 とな ってい ます。

6.第 一種情報処理技術者試験

応募者概数 は約79,000人 とな りま した。勤務先別

は、ソフ トウェア企業が約半数の46.0%を 占めてい

ます。次に情報 サー ビス企業等 、一般企業 ・団体の

順 となってい ます。勤務先別で前回春 と比べ大 きく

減少 しているの は、構 成比が低い学校 ・研 究機関 を

除いて、学生 と電算機製造又は販売企業で、それぞ

れ16.0%程 度減少 してい ます。最終学歴別では、や

は り大学 ・旧制高校卒業者 が全 体の52.3%を 占め、

続 いて専門学校2年 制卒業生、高校 ・旧制中学の卒

業生 の順 で続 いて い ます。経験年数 は、5年 以上10

年未満の情報処理 に関す る経験者が31.6%を 占めて

い ます。続 いて、3年 以上5年 未満の経験者、経験

な し(無 記入 を含む)、1年 以上3年 未満の経験 者 と

い う順序 になってい ます。応募者 の平均年齢 は、前

回春 と比べて0.5歳 上昇 し28.0歳 となってい ます。

7.第 二種情報処理技術者試験

応募者概 数は107,000人 とな りま した。勤務先別

は、学生が46.2%を 占め、続いて ソフ トウェア企業

が19.5%と なってい ます。次 に一般企業 ・団体 、情

報 サー ビス企業等が ほぼ同数 で並 んでい ます。最終

学歴別では、大学 ・旧制高校卒業者が全体の25.8%

を占め、続いて大学 ・旧制高校 の在学生が15.4%、

専 門学校2年 制在学生が11.7%、 、専 門学校2年 制卒

業生 が10.2%、 高校 ・旧制 中学の卒業生が10.1%と

なってい ます。経験 年数は、経験 な し(無 記 入 を含

む)が49.1%を 占めてい ます 。続 いて、3年 以上5

年未満の経験者 と5年 以上10年 未満の経験者が ほぼ

同数の12.5%を 占め、1年 以上3年 未満 の経験者の

順 となってい ます。応募者の平均 年齢 は、前 回春 と

比べ て0.2歳 上昇 し24.0歳 となってい ます。

情報処理技術者試験センターでは、FAXに よる

情報提供サk・ビスを行っています。今回の平残8年

春期試験⑳応琴者状況をはじめ、その他の統計 ・分

析衰裟{繰 験ごとの概要、その他試験に関するこ

と姦をを渋 してあります。どうぞご利用 ください。

漣 ぱ 情輸 一ビス
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""STEP推 進 セ ンタ ー一""

STEP推 進センターでは、機械工業のCAD/

CAMを 促進 し、さらなる発展に寄与するため製品

の設計 ・生産に係る技術情報の国際標準STEPの

実用化推進のための調査研究及び普及活動に取 り組

んでいます。

現在の活動状況を以下に紹介 します。

1.国 際標 準化事業

ISO国 際規格STEPの 第一版 制定(Initial

Release)に 引 き続 き、次期 リリース に関す る審議 を

行 うと共 にISO国 際会議 において、 日本提案 を行

い ました。

(1)国 際規格案 の審議 と提案

製品モ デルデー タ交換 の ための国際規格(案)

STEPの 開発 に関 す る審 議 を行 い、ISO

DIS10303-105、ISODIS10303-32の ほ

か、7つ のCD(CommitteeDraft)、22のNWI

(NewWorkItem)に 対 し、日本提 案文書 を作成 、

提案 を行 い ました。

(2)国 際会議への参加 と交流

本年度10月 以降下記のISO国 際会議(ISO

TC184/SC4/WGs)に 参加 し、STEP

規格開発の審議 に参加 して日本か らの提案 を行 う

とともに、STEP開 発状況等 の情報交換 を行い

ま した。

① グル ノーブル(フ ランス)会 議(平 成7年10月

22日 ～27日)代 表19名

② ダラス(米 国)会 議(平 成8年1月21日 ～26日)

代表15名

(3)産 業別AP開 発組織 との リエ ゾン

InitialReleaseの 制 定 にともない、国内外の 自

動車 、建 築、造船、プラ ン ト等 の産業別 アプ リケー

シ ョン ・プロ トコルの開発活動 が活発化 し、上記

(2)の 国際会議のB本 代 表団へ もリエ ゾン団体の

代 表が加わ り、AP開 発の 日本 か らの意見提案 を

行 い ま した。

2.STEP標 準化 と実用化のための調査研究

製品モデルデータの表現技術 ・交換技術や各種設

計業務 ・設計情報 のモ デル化等の調査 につ いて、下

記7つ の グルー プで活動 しています。

その活動結果 は平成7年 度成 果報告書 として報告

します。

(1)発 電プ ラン トで用 い られ る製品モ デルデー タ交

換技 術

(2)製 品モデルに基づ く製図デー タ交換技術

(3)製 品 と構成 デー タの表現 ・交換 技術

(4)製 品モ デルデータの共用/再 利 用技術

(5)設 計 と生産のデー タインタフェース技術

(6)機 械 文やのアセ ンブ リモ デルの表現 と解析技術

(7)製 品のパ ラメ トリックな表現技術

上記活動の うち(4)の 製品モデルデー タの共用/

再利用技術 では、CALSPacific'95(10月30日 ～

11月2日)、NICOGRAPH'95(11月20日 ～

22日)の イベ ン トに出展(STEP規 格 に基づ く製

図 データ交換実験デモ)で 実証 しま した。デモ内容

は次の とお りです。

・STEP交 換処理 システム

STEP推 進セ ンターが工業技術院機械技術研究

所 と共同開発 した プロ トタイプ システム を、同

セ ンター会員企 業が発展 させ た もので、SIEPに

基づいたCADデ ータ交換 を実現 し、ISO/ISで あ

るAP201(2次 元製 図)に 基づい た製図デー タ交

換 を複数の異 なるCADシ ステム間で リアル タイ

ム に行 い ま した。

・αシステム

SIEP推 進セ ンターのAP203/AP202プ ロジ ェク ト

と(社)日 本 自動車工業会のCADデ ー タ交換標準

化WGと の連携 によ り開発 した、-SIEP/AP203に 対

する国内発のパイロッ トシステムで、αシステム

は、(社)日 本 自動車工業会の4社 が 日常使用 し

てい る各社 のC胡 システムを対象 に して、SIEPを

通 じいかにC品 デー タ交換 が行 われるか、実地に

その有効性 を確認 し、またSIEP/AP203規 格が持

つ 「CADデー タ+製 品構成管理 データ」の形 にて

何が行われるのか、その有効性 を評価 しま した。

3.調 査 ・普及事業

STEPに 関する海外の技術 ・応用動向や実用化

に必要な基盤等の調査研究及びSTEPの 普及活動

は下記のとお りです。 一
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(1)STEP実 用化 に関す る調査研 究

従来のSTEP規 格開発のほか に、利用者の立

場か ら、STEPを 利用 した場合の メリッ ト、 イ

ンター ネッ トとの併用 などの ほか標準 との連携 も

テーマ に加え、 また、データベー スなど追加 テー

マ に応 じて 、学術委 員 を追加 す る ことを内容 と

し、国内 ・国外STEPツ ール解説 を実施 してい

ます。

CALS技 術研究組合(生 産 ・調達 ・運用支援

統合情報 システム技術研究組合)と の類似研究が

多 いため業種別STEP/CALSプ ロジェク ト

を編成 し、対応 業種 としてプラ ン ト、鉄鋼、自動

車、電子 電気 、造船 を中心 にSTEPと の関 りあ

いの調査研究の検討 中であ り、今後対応業種 を拡

大の方向にあ ります。

(2)STEP実 用化 に関す る普及促 進

普及促 進の一環 として新規参入の会員メ ンバ ー

及び当セ ンターの関連 企業 ・団体等 の希望者 を対

象 に勉 強会(セ ミナー)を 開催 しました。

第2回STEPセ ミナー実施

・テーマSTEPtools 、lnc.のツーeルキッ トの利

用法

・期 日 平成7年11月10日

・会 場 当STEPセ ンター一・2F会 議室

・参加者30名

・講 師 安藤英俊(東 京大学 工学部精密機械

工学科 木村研究 室)

第3回STEPセ ミナー開催

平成8年3月 上旬 に第3回STEPセ ミナー とし

て昨年8月 に行われた 『STEP勉 強会』の普及版

としてテキス トを作成 し、次の カリキュ ラムで開催

を予定 しています。

・STEPの 全体像

スコープ、規格 の構成、デー タモデル、AP

(ApplicationProto◎ol)の 位置付 け、AIC

(ApPlicationInterpretedCon8truct)

・言語EXPRESS 、EXPRESS・G

・交換形式

物理 ファイル形式 、SDA工(sndardData

Acces81nte㎡face)・

・リソースモデル ○ 竺 ・

Part41、42、43の 特徴/相 互 の関猟'眠v

・AP構 成法

AP203を 事 例 と して解説

・開発 の今後の焦点

・各 国の取組み状況

(3)STEP実 用化 に関す る関係機 関 との交流

CALS技 術研究組 合(生 産 ・調達 ・運用支援

統合情報 システム技術研究 組合)と 定期的 に会合

を持 ち、 システム技術 の交換 を行 ってい ます。

現在 中心的 な対応 業種 として プラ ン ト、鉄鋼 、

自動車 、電子電気、造船 ですが、今後対応業種 を

拡大 の方向にあ ります。

・海外技術情報 の収集

米国におけるSTEP関 係 のCASEToolの

機能調査 とSTEPの プロダク トモ デル構 築

技術 に関す る調査 及び意見交換 として調査 普

及委員 を派遣 しま した。

・期 間 平成7年11月26日 ～12月11日

・派遣員 安藤英俊 調査 ・普及委員(東 京大

学工学 部 精密 機械工学

科 木村研 究室)

畠山哲郎srEP推 進センター主任研 究員

・派遣国 ・都 市

米国 ・トロイ、シア トル、サ ンフランシス コ

・主 な訪問先及 び調査 ・意見交換 内容

STEPTools、inc社

STEPTranslater作 成用のCASETool使 用

法 について調査 、試用STEP規 格 中のデー

タ形式定義言語EXPRESSを 用 いた情報モ

デル構築技術 について調査 、試用

RensselaerPolytechnicInstitute

STEPを 中心 と したプ ロダク トモデル技術

について意見交換

Boeing社

STEPを 核 としたSingleSourceProduct

Dataに つ いて意見交換

Stanforduniv.

BoeingDrFUItOn,iSingleSourceProduct

Dataに ついて意 見を ヒア リング

平成8年3月3日 ～15日 ドイツProSTEP及 び

ノ・一・]VウzaイNorskeVer・itasResearchas査 普及委

員 を派遣 し、自動車 ・造船 のSTEP情 報の収集及

一64一
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び意見 交換 を行 い ま した。

・海外STEP紹 介セ ミナー

米国の航空機産業 にお けるSTEPの 実用化

の状況 につ い て、来 日中のBoeing社 のAero

STEPプ ロジェク ト、McDonnellDouglas社

のCSTARプ ロジ ェク トを中心 にセ ミナーを

開催 しま した。

・テーマAeroSTEP
,CSTARパ イロ ッ トプ ロ

ジェク トの紹介

・期 日 平成8年2月27日(火)

・会 場 当STEPセ ンター2F会 議 室

・参加者64名

・講i師Dr .GerryGraves,PDES,Inc/SCRA

輔 先端情報技術研究所 軸

平成7年10月 にJIPDECの 新 しい附属機関 として

発足 した先端情 報技術研 究所(ResearchInstitute

ForAdvancedInformationTechnology 、略称:

AITECア イテ ック)に は、内外 の先端 的情報技術

開発動向 を調査 する技術調査部 門 と、第五世 代 コ ン

ピュー タ技術研究成果の普 及促進 を図る第五世代普

及振興 部 とが あ ります。

技術調査部 門の活動 は、次回以降 に紹介 させて頂

くこととし、今 回は第五世代 普 及振興部 の活動状況

につ いてご紹 介 します。

第五世代コンピュータ技術研究成果の普及育成

(財)新世代コンピュータ技術開発機構が開発 した

第五世代コンピェータ技術の研究成果(IFS:ICOT

FreeSoftware)の 普及を図るため、同機i構がこれま

で行なってきたIFS普 及育成のための事業を、平成

7年6月30日 に解散 した同機構から当協会が引き継

ぎ、平成7年10月 か らは先端情報技術研究所の第

五世代普及振興部 において以下のとお り実施 してい

ます。

(1)IFSの 維持改良および公開

IFSは 、13年 にわたる第五世代コンピュータ研

究開発プロジェク トによって産み出された、大規

模並列処理と高度の知識処理を行なうための世界

最先端の研究成果の粋が凝縮 されている100種 の

ソフ トウェアで、世界 中の研究者が利用 出来 るよ

う、無償 で公 開配布 されてい る ものです。

この ようなフリー ソフ トウェアが激 しい開発競

争 の中で生 き残 り、育 ってい くため には、研 究過

程 で産み 出 された実験段 階の ソフ トウェ アか ら、

プ ログラム ・バ グの発見修 正、多様 な走行環境へ

の対処、性 能のチュー ンア ップ、わか りやすい ド

キ ュメン トの整備 など、さまざまな磨 き上げ を行

ない、外 部の利用者 にとって魅力 ある ソフ トウェ

アに して自立 的に育 ってい くまでの様 々な努力が

必要 にな ります。 ソフ トウェアは生 きもので、絶

えず手 を入れて成長 させ ない と死 に絶 えて しまう

ものなのです。

この ような ことか ら、IFSの100種 の中か ら重

要度が高 い と考 え られ、メ ンテナ ンス体制が組織

化可能 な もの を選 び、外部研 究者や ソフ ト技 術者

の協 力 を得 なが ら、主要IFSの 維持 改良お よび公

開の業務 を行 なってい ます。これ らの主要IFSと

しては、並列論理型言語処理系KLIC、 知識表現言

語Quixote、 遺伝子情報処理 にお けるアライメン

トエ ディターお よび並 列 アライナー、並 列定理証

明器MGTP、 法 的推論 システムnewHELIC・IIな

どが あ ります。

また、以下で述べ る22テ ーマの大 学委託研究成

果の ソフ トウェア について も拡張IFSと して公開

す る作業 を進め ています。

(2)IFSを ベ ース とした新た なソフ トウェア資源の

創 造

IFSを ベース と した新 たな知 的ソ フ トウェア資

源 を創造す るため、大学の研究 グループへの委託

研究 によ り実施 してい ます。委託 テーマの選定 に

あた っては、大学研 究 グルー プか らの研 究提 案 を

延べ48人 の研究者 による査読結果 に もとづ き、新

たに設置 した審査委員会(委 員長 淵一博 東京大

学大学院工学系研 究科 教授)で 審議 し22の テー

マ を決定 しま した。 これ らの委託研究 は、大部分

が2年 計 画で進め られてい ます。本年度 の成 果報

告会を平成8年3月11日 、12日 に東京 において実

施 しま した。

(3)IFS普 及促 進策の調査

わが国は、先進的 ソフ トウェアの開発 で米 国に

大 き く遅 れてい ます。米国で はミ提案型の研究公
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繊 ㎞、在、こ

募プログラムが効果的に働 き世界市場で大 きな
SBIR(SmanBusinesslnnovationReseach、 米 国)

シェアを有す るソフ トウェア も産 出されてい ます。
・中小 企 業 に対す る研 究 開発 を、 フ ィー

このため、IFS普 及促進策調査委員会(委 員長 田 ジ ィビリテ ィス タデ ィ、R&D、 実証の3

中穂積 東京工業大学大学院情報理工学研究科 教
フェーズ毎 に支援 す るプ ログラム実施 。

授)を 設置 し、政府機関研究支援による先進的ソ
ESPRIT(EuropeanStrategicProgramfor

フ トウェアの研究開発の促進策について検討する
ResearchandDevelopmentin

ため、インターネ ットで公開 されている情報 の収
InformationTechnology、 ヨ ー ロ ツ

集分析および欧米への海外調査により内外の事例
パ連合)

を調査 しその結果 を とりまとめ ま した。
・ヨーロッパ連合の情報技術の研究開発支

本調査 で取 り上 げた政府機 関による研究支援
援 プログラム。

プ ログラムは以 下の とお りです。欧米 、特 に米 国
ビジネス過程技術、製造における統合、

において は、基礎研 究か らベ ンチ ャー まで とい っ 高性 能計算 とネ ットワーキング、 オープン

た ように、か な りスペ ク トルの広い支援 プ ログラ
マ イ ク ロプ ロ ッセ サ ・イニ シア テ ィ ブ な ど 。

ムが用意 されてお り、さらに既存の各機関をより

戦 略 的 に組 み合 わせ る ような、NII(National 日本

InfbrmationInfra8tructure、 全 米 情 報 基 盤)の よ
IPA(情 報処理振興事業協会)

うな組織横断的なプログラムが作 られています。 ・事業者支援 一一創造 的 ソフ トウェアの育

研究者の立場か らは、こう した幅広 いプロ グラム 成 及びエ レク トロニ ック ・コマ ース関連

をうま く組 み合 わせて活用す ることに よ り、自分
技術の開発など。

の研 究の様 々なフェーズ にわたって支援 を受 ける ・研究開発一一先進的情報処理技術の開発

ことがで きるようになっています。欧州 において
促進、独創的情報技術育成事業など。

は国の枠を越えた研究を支援することで、様々な
NEDO(新 エネルギー ・産業技術総合開発機構)

研究グループ間の交流が活発化され、新 しいアイ ・提案公募型 ・最先端分野研究開発、新ソ

デアな どを生 む基盤 となってい ます。
フ トウェア構造化モデルの研究 開発な

日本においては、先進的ソフトウェアの開発を

促進するための仕組みとして、文部省の科学研究

ど。

文部省
費制度、科学技術庁の新技術事業団を通 じた戦略 ・科学研究費一一特別推進研究、重点領域

的基礎研究推進事業などがありますが、本年度と
研究、総合研究、萌芽的研究、など9種

くに通商産業省の創造的ソフ トウェアの研究開発

などをIPAやNEDOが 提案型の研究公募プログ
目。

科学技術庁(新 技術事業団を通 じて実施)
ラム として開始 しま した。 ・戦略的基礎研究推進事業一一未知への挑

戦(生 命現象、極微細領域の 現象、極限

欧米
環境状態における現象)、環境にやさしい

NSF(Natio玖a1ScienceFoundation、 米 国) 社会の実現(環 境低負担型の社会システ

・科学技術全般に係わる基礎的研究と教育 ム)の 計4研 究領域。

を支援。 ・

1995年 時点で計170の プログラム実施。 (4)WWWホ ームペ ージ等、IFSの 普 及広報

ARPA(Adv孤ced遜 ⊇hP晦ec㎏Ag岨{恥 米国) イ ンタ ーネ ッ トWWWホ ームペ ージを構 築 して.
1

・聴 醍 醐 及喘 賊難 熟 鱗 ρ

各頒 における繊 噸 瀬 蝋 涙
グ ラ ム 。 ・

哀願.制 覇技術研究所の概要、IFSの 概要お

運 騨 鴻 糎 への委託研究の進捗状況などに
、φい蓄細分しています。

三戸^∴ 麹 ⇒`㌧ ・
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IFSの 配布は、平成4年8月 にIFSの 公開 を開始

して以来 、世界 中の方 々 よ りア クセ ス され てお

り、平成8年2月 末 での コ ピーや参照のための ア

クセス総件数 は、約20 ,000件 に達 して、 この うち

プログラム本体 を含む ファイルのアクセスは、約

9,000件 となっています。(グ ラフ参照)

また、 この ような最先端の技術 を普及育成す る

ためには、次代 を担 う若い学生 さんへの浸 透が重

要 と考え、並列言語処理系KLIC講 習会を、電気通

信大学(受 講者約30名)、 東京理科大学(受 講者約

30名)に おいて開催 しま した。

先端情報技術研究所 の活動状 況お よびIFSの 内

容紹 介 と配布 につ いては イ ンター ネ ッ トWWW

ホームペ一一ジ ・ア ドレスhttp:〃www .icot.orJPに ア

クセス して頂 けば詳 しく知るこ とが 出来 ます。御

利用 をお待 ち してお ります。

lFSア クセス件 数(累 計)
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関係団体からのご案内

JP

パ'

96

R

へ!!

会期:1996年6月5日(水)～7日(金)10二 〇〇～17:00

会場:東 京 国際展示場(有 明 ピ ックサ イ ト)

主催:(社)日 本パ ーソナルコンピュー タソフ トウェ

ア協会(JPSA)

後援:通 商産業省、情報処理振興事業協 会、日本貿

易振 興会(JETRO)(予 定)

第3回JPSACONVENTION'96・PCSOFTFAIR・

は、第2回 か ら更 にバージ ョンア ップ して6月5日

か ら7日 まで、東京 ピ ックサ イ トにて開催 され ます。

今話題 の インター ネッ トか ら、基幹系 、汎用、マ ル

チ メデ ィアソフ トなどの各種 ソフ トやハー ドウェア、

パ ソコンに関るサ ー ビス等が一 同に介 します 。今年

は、パ ソコンア レルギーや初 心者のための企画 も設

置。最新情報満載の カンフ ァレンス も多数開催いた

します。

詳細情報 は、ホームペ ージをご利用 下 さい。

http:〃www.ssctnet・or・jp/jpsa

5月 よ りパ ンフ レッ ト(展示会場 ご招 待券2枚 付)

配布!

招待券 ご希望の方 は、1.会 社名、2.部 署 名、3.お

名前 、4.会 社 ご住所 、5.会 社TEL/FAxts号 、6.ご

希望枚 数 を明記の上、FAX(03-3253-0159)に てJPSA

CONVENTION'96・PCSOFTFAIR・ 運営事務局 ま

でお送 り下 さい。

,
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JlPDEC

お知らせ

新刊綿子し

情報化 推 進 リー ダ を育成 す るため}

〔上級 システムア ド、 ス トレータ ・テキス ト〕

綿集運纏 醗 醜撒 鯉 醗 協会嫉
蝋 撫 育研究所

1.本 テキス トの特徴

業務 システムの利用者側の立場 か ら業務 システム

の改善企画 ・提案 ・評価やエ ン ドユーザ コンピュー

ティング(EUC)を 中心 とした、情報 システムの

構築あるいは利用のためのマネージメン トは どうあ

るべ きかを「高度 情報化 人材育成標準 カ リキ ュラム」

に準拠 して解説 してい ます。なお、学 習 目標 や練 習

問題 を含み、自習書 と して も利用 で きる よう配慮 さ

れています。

2.本 テキス トの主 な内容

(B5判330ペ ージ、定価3,500円)

第1部 「業務 システム改善企画 の立案」

①業務 システム改善の企画 ・提 案 ・評価、②EU

Cを 活用 した業務の改善、③情報 システムの企

画 ・提案 ・評価 な どか らな り、全社 の経営方針

を理解 した上での 自部 門 ・グループの課題認識

と問題点の発見 、改善策 の企画 ・立案 ・評価 に

必要な知識 を解説 しています。

第2部 「情報システム構築のためのマネージメント」

①EUCの ための システ ム開発、② ユーザ要求

分析 、③ システム設計 ・構築、④ システムの レ

ビュー、⑤ テス トお よび検収、⑥ システムの運

用 な どか らな り、第1部 で企画 した情報 シス テ

ムを実現す るためのマネージメ ン トに必要 な知

識 ・技術 を解説 してい ます。

第3部 「情報 システム利用のためのマネージメン ト」

① デー タの活用、② システム利用 マニュアルの

整備 、③ システムの運用、④教 育、⑤ ケース タ

デ ィな どか らな り、仕事 の効率 ・精度 を高める

ため に、 どの ように情報 システムを使 うか、 ま

たは使 わせるの に必要 な知識 を解説 しています。

この他 、16種 の高度情報化 人材育成 テキス ト

を発売 してい ます。

3.お 申込 み方法

全国の書店、政府刊行物サ ー ビスセ ンター、官報

販売所 における注文か、又 は ■03-3435-7094(月 ～

金9:00～17:00)で の電話注文 に よりご購入 で き

ます。

この他 、16種 の高度情報化人材育成テ キス トを発

売 しています。詳 しいパ ンフ レッ トをご希望の方は、

03-3435-6500(普 及振 興課)ま でご連絡 ください。
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平成8年 度春季に実施 される情報処理技術者試験

か ら、「マイ コン応用システムエ ンジニア試験」が新

たに追加 され る運び とな りました。当該試験 は、他の

試験 と同様、標準 カ リキュラム に準拠 して出題 され

ます。この ため、当研究所では、標 準カ リキュラムに

準拠 したモデルテキス ト 「マイコ ン応用 システムエ

ンジニアテキス ト」を刊行す ることといた しました。

マイコン応用システムエンジニアは、システムの規

模 や構成の複雑 さに拘束 され ることな く、マ イコン応

用 システムの企画段 階か ら参画 し、ソフ トウェア と

ハー ドウェアの有機的なシステム として設計 ・開発 を

行 う高度情報処理技術者 と位置づ けられています。

本テキス トは、マ イコン応用システムエ ンジニア

を目指 す方に必要 な知識 ・技術 を理解 しやすい よう

にま とめた標準 的な 自習書です。なお、本テキス ト

の学習者 は、既 にマイ コン応用 に関す る基本的知識

(第二種お よび第一種共通程度の知識)は 有 してい る

ことな どが望 まれ ます。

(3)入 出力制御技術(4)プ ログラム作成支援

技術

3.マ イコン応用 システムのハ ー ドウェア技術

…(1)応 用 システムの基本アーキテ クチ ャ(2)

MPUま わ りアーキテクチャ(3)1/Oま わ

りアーキテ クチ ャ(4)高 信 頼性設計技術

(5)安 全設計技術

4.リ アルタイムシステムの構築技術

…(1)リ アルタイム処 理技術(2)機 能 の分割

(3)リ アル タイム アプ リケー シ ョンの設計

(4)リ アル タイム処理用 システムコール(5)

リアル タイムカ・一…ネルの設計(6)デ バ イス ド

ライバ の設計(7)カ ー ネル周辺機能 の設計

5.マ イ コンに よる制御技術

…(1)制 御理論(2)シ ステム制御方式(3)分 散

型制御(4)メ カ トロニ クス技術

6.マ イ コン応用 システム開発支援技術

…(1)シ ス テム開発環境(2)リ アル タイム シス

テム分析設計技法(3)シ ミュレーシ ョン技術

【構成】

1. マイコン応用 システム開発工程

…(1)シ ステム分析 と要求定義(2)シ ステム設計

(3)開発計画(4)ソ フ トウェア設計(5)プ ロ

グラム作成 とプログラムテス ト(6)ハ ー ド

ウェアとソフ トウェアの結合テス ト(7)シ ス

テム評価(8)ソ フ トウェア保存

2.マ イコン応用システムのソフトウ糞ア技婿

"◆(1)蜘こ関す機 嫌 瞭 翼囎 二
、

ば,

t"E・'織

、.J."別 ○ 顧 双"",:× 」《 ・心 一・

〈注 〉○本書のページ数は 約1,100ペ ー ジです 。

○本書の価格は7,800円 く消費税込み)で す。

○ お 申込 み方 法…全 国 の書店 、政府刊 行物

サー ビスセシター、官報販売所 にお ける注

文か、または'質L,03・-3435-7094(月 ～金

鋭00}甑00)で の電話 注文 によりご購入で

…'き ます。
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通商産業省で は、平成8年1月30日 に 「改訂 システム監査基準」を公表 しま した。ダ ウ
ンサイ ジング、ネ ッ トワーク化 の急速な進展 に対応す るため

、策定 されてか ら11年 目の大
幅改訂 とな りま した。

改 訂 の ポ イ ン ト

・情報化環境の変化への対応

・阪神大震災を踏まえた地震対策の強化

・国際化への対応

従 来 の 基 準
・一般基準

・実施基準

(1)企 画業務
(2)開 発業務

(3)運 用業務
・報告基準

一
新 基 準
・一般基準

・実施基準

(1)企 画業務

(2)開 発業務

(3)運 用業務

(4)保 守業務

(5)共 通業務
・報告基準

当協会で は、 システム監査基準 の改訂に伴 い、r改 訂版 システム監査基準解説書』を作

成中です。発刊 は5月 末の予定 になっていますので(価 格未定)、 パ ンフレッ トを ご希望

の方 は、当協会調査部普及振興課 までFAXま たは電子メールでお 申込み くだ さい
。詳細

が決定次第、 ご案内いた します。

お申込み先 壱105東 京 都 港 区芝 公 園3-5-8機 械振 興 会 館

働 日本 情 報処 理 開 発協 会

調 査 部 普 及 振興 課

TELO3-3432-9381

FAXO3-3432-9389

E-MAILfukyu@jipgw.jipdec.or.jp
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改訂版

一
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錐.ド 融

情報化 の進展 は,私 たちに様 々な恩恵 を もた らす一方で,コ ンピュー タウイルス とい う新 たな社会問題 を生

み出 しました。通商産業省 では,平 成2年4月10日 「コンピュー タウイルス対策基準」を告示(第139号)し

てか ら今 日まで,コ ンピュー タウイルス対策の指導 に取 り組んで きま した。

この 間,情 報 システムを取 り巻 く環境 は ネ ッ トワー ク化の進展 とも相 まって,著 しい変化 を遂げてい ます。そ

のため,通 商 産業省 では同基準 を情報 システムの現状 に即 した内容 とするため全面的 に見直 しを行 い,改 訂版

「コンピュー タウイルス対策基準」を発 表 しま した。(平 成7年7月7日 通商産業省 告示第429号)

従来 の基準 の構成

・ユーザ基準

・システム管理者基準

・ソフ トウェア開発管理者基準

新基準の構成

・システムユーザ基準

・システム管理者基準

・ソフ トウェア供給者基準

・ネ ッ トワー ク事業者基準

・システムサー ビス事業者基準

解説書の特長

各基準の1項 目ごとに① なぜ必要なのか,そ の理由や背景,② その基準について考えられる対策のポイン ト,

③基準を実施するための具体的な方法などをわか りやす く解説。

価 格 一般2 ,200円 会員1,800円(税 込,送 料別

(会員 とは当協 会の賛助 会員 をいい ます。)

1部310円)

お申込み方法 書名,部 数,お 送 り先のご住所等 を郵送、FAXま たは電子 メールでお送 りください。

お申込み先 〒105東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8機 械 振 興 会 館

(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

調 査 部 普 及 振 興 課

TELO3-3432-・9381

FAXO3-3432-9389

E-MAILfukyu@jipgw.jipdec.or.jp

平成8年3月 発行

JIPDECジ ャーナルmo・go
発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

◎1996

財団法人 日本情 報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

一.:」 郵便番号105電 話03(3432)9384

本誌の記事 ・図表等のすべてないし一部を梼笥なく引用および複製することを禁 じます。

※本誌送付宛先の変更等については当協会鯛査部(03{343告9381)ま でご連絡 ください。
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TEし 〔03)M32-9371

TEL(◎3}3432-9372

↑EL(03}3432r9387

TεL(〔慮)3432-9381

↑EL(03}3432-9Sgil

TEL{03}3432-9390

FAX{03)3432-9373

F鱒({03)3432-9389

FAX{03,3431-4324

付 属機関

..蝋 報教育研究所東京都港
区浜松町2-4-1(〒105)
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情報処理投網 試験 センタ・r

東京都港区虎 ノ門1-f6-4(〒105)
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UO3)35朗 」04M(代 表)
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先端情報技術研究所
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TEt{03)3456-319{
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(平成8年4月1日 現在)
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本 誌 は再 生 紙 を使 用 して い ます 。


